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原子力規制における作為義務の発生を基礎づける予見可能性の判断枠組み及

びそれを前提とする被告国の自然災害に関する科学的知見の調査義務の内容に

ついて

1規 制権限不行使の違法性の判断枠組みについて

2原 子力規制における予見可能性の判断枠組みについて

（1）原子力規制に関する法令が想定する安全性は 「相対的安全性」を意味する

こ と

∩δ

nδ

4

4

（2）原子 力規制機 関には， 「相対 的安全性」を確保できているか否かの判断に

ついて，安全審査等における審査又は判断の基準の設定及びその基準に対す

る適合性 を判断す る裁量が与 えられていること4

（3）安全審 査等 におけ る審査又 は判断の基準の設定やその基準に対する適合性

を判断す る際に考慮 しなければな らない科学的知見の程度について ……10

（4）設 定 した審査基 準等の 内容 が不合理であるか，又はその基準への適合性の

判断が不合理であるといえない限 り，予見可能性が認 められ ることはないこ

と 12

3原 子力規制における予見可能性の判断枠組みを踏まえた被告国の自然災害に

関する科学的知見の調査義務の内容について13

4

第3

小括 14

イ」

2

原子力規制機関は津波評価技術と同様の考え方を津波に対する安全性の審査

又は判断の基準 として取 り入れていたところ，その基準の設定は，福島第一発

電所事故前の科学的知見の到達点を踏まえた科学的，専門技術的判断として合

理 性を有 していること

は じめに

原子力規制と決定論的安全評価及び確率論的安全評価にっいて
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（1）決定論的安全評価及び確率論的安全評価にっいて

ア 決定論的安全評価について

イ 確率論的安全評価 （確率論的ハザー ド解析）について

（2）原子力規制と津波における決定論的安全評価及び確率論的安全評価の関係

について
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17

原子力規制における津波に対する安全審査は，決定論的安全評価に基づ

いて されていたこと 17

イ 津波における確率論的安全評価 （確率論的ハザー ド解析）は，直ちにこれ

に依拠 して規制上の判断を行 うことができるものではないが，原子力規制

において，決定論的安全評価 に基づ く安全審査において基準 を満た してい

ると評価 された原子炉施設について，その設計基準 とすべき津波を見直す

きっかけを与えるものであること18

3原 子 力規制実務 において ，津波 に対す る安全性の審査又は判断の基準 として

採用 されていた津波評価技術 と同様の考 え方は，波源モデルの設定に係 る判断

基準 として合理性 を有するものであったこと19

（1）原子力規制 実務 で は，津 波 に対す る安全性の審査又は判断の基準 として，

「既往津波」ではなく 「想定できる最大の津波」を決定論的安全評価 に取 り

込む とい う津波評価技術の考え方 と同様の考え方を採用 していたこと …19

ア 津波評価 技術 の考 え方 は，合 理性 を有する地震学等の科学的根拠 に基づ

いた津波評価手法であ り，審議会等の検証に耐え得 る程度の客観的かつ合

理的根拠 を伴 う津波の知見を余すことな く取 り込むために策定された もの

で あ った こ と 20

イ 原子力規制機関は，津波に対する安全性の審査又は判断の基準として，

津波評価技術と同じ考え方を採用していたこと22

（2）波源設定に関する津波評価技術の考え方の内容及びその科学的合理性にっ

いて 24
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（3）原子力規制機関が用いてきた波源設定の審査又は判断の基準が安全寄りの

基準であったこと

ア

27

津波評価技術 の波源設定の考え方は，原子力発電所の安全性評価 に用い

られるとい う特殊性を踏 まえて，一般防災では決定論的安全評価に取 り込

まれない地震 ・津波をも取 り込む ものであった こと27

イ 津波評価 技術 の波源 設定 の考 え方 は，地震地体構造の知見を考慮 して，

既往地震の発生領域以外の領域にも波源モデルを設定す ることで，「既往

最大」の津波ではなく， 「想定できる最大規模 の津波」を評価す るもので

あ っ た こ と

（4）小 括
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4被 告国に予見可能性が認められるためには，波源設定に係る審査又は判断の

基準との関係で，三陸沖北部から房総沖にかけての領域を一体とみなす 「長期

評価の見解」が，審議会等の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠によっ

て裏付けられた地震地体構造の知見といえなければならないこと31

第4「 長期評価の見解」が公表された平成14年 当時，三陸沖の海溝寄りの領域

と福島県沖の海溝寄 りの領域の地体構造が同一であるとする科学的知見は皆無

であったため，福島第一発電所の津波に対する安全性を評価するに当たって，

福島県沖の海溝寄 りの領域に明治三陸地震の波源モデルを置かなかったことは

合理的であったこと 32

1「 長期 評価 の見解 」 が公表 され た平成14年 当時， 明治 三陸地震 が発 生 した

三 陸沖の海溝寄 りと福 島県沖の海溝寄 りでは地体構造が同一であるとい う知見

は皆無であったこと 32

（1）海溝 寄 りを含 む福 島県 沖の領 域においては，三陸沖の海溝寄 りとは異な り，

マグニチュー ド8ク ラスの大地震が発 生す る可能性 は低いと考えられていた

こ と 32

（2）平成14年 当時，津波 地震 は特定 の領 域や特定の条件下でのみ発生す る極

皿



めて特殊な地震であると考えられてお り，明治三陸地震クラスの津波地震が

福島県沖で発生する可能性があるとする見解は皆無であったこと35

2津 波評価技術では，その策定当時の科学的知見の集積を踏まえて，客観的か

つ合理的根拠に裏付けられた科学的知見の評価をした結果，福島県沖の海溝寄

りの領域と三陸沖の海溝i寄りの領域では地体構造が異なると判断されていたこ

と38

第5被 告 国 は， 「長期 評価 の見解 」 について適時適切に調査を行 った結果， 「長

期評価の見解」は，客観的かつ合理的な根拠によって裏付 けられた地震地体構

造の知見ではなく，従前の福島第一発電所の津波の安全性 に係 る審査又は判断

の基準の適合性 を見直す必要が生 じる科学的知見ではない と判断 していた とこ

ろ，その判断は当時の科学的知見の進展状況に照 らして合理的であったといえ

るか ら，被告国の規制権限の不行使が著 しく不合理 とされる余地はないこと

42

1は じめに42

2推 進 本部 は，長 期評価 を規制 に取 り込むか否かについて，規制機関の判断に

委ね る趣 旨で長期評価を公表 レている上，「長期評価の見解」は従前の科学的

知見か らは導かれない新たな知見であった ことか ら，原子力規制機関 としては，

その知見を規制 に取 り込むか否かを判断す るため，その知見が客観的かつ合理

的根拠を伴 うものであるか否かについて調査をする必要が生 じたこと 一43

（1）推進本部 は，長期評価 の中で示 された各種見解を規制 に取 り込むか否かに

ついて，規制機関等の受け手側の判断に委ねてい ること44

（2）原 子力規制機 関におい て も，長期評価の 目的や評価手法等の独 自性から，

長期評価で示 された知見は，科学的根拠の有無 ・程度 を検討せずに原子力規

制に取 り込む ことができない知見であると認識 されていた こと46

（3） 「長期評価 の見解 」 は，それまでの科学的知見か らは導かれ ない新たな考

え方であったにもかかわ らず，その見解 を採用 した科学的根拠 を記載 してい

IV



なかったこと50

（4）保安 院 は， 「長期 評価 の見解 」が客観 的かつ合理的根拠が伴 っているか ど

うかについて調査検討 をす る必要が生 じたこと53

3被 告 国が， 「長 期評価 の見解 」 が公表 された直後の平成14年8月 に， 「長

期評価 の見解 」 の科学 的根拠について調査を した ところ， 「長期評価 の見解」

が客観的かつ合理的根拠に裏付 けられたもの とは認め られなかったこと一54

（1）被告 国は，被告東電 か ら 「長期評価の見解」の科学的根拠について ヒア リ

ングした結果， 「長期評価 の見解」が客観的かつ合理的根拠 に裏付 けられた

ものとは認め られない と判断 したこと54

（2） 「長期評価 の見解 」 を裏付 け る科学的根拠 が存在 していなかったことに照

らす と，前記 （1）の調査 を もって ，被告 国 はそ の時点における調査義務 を果

た した と評価 されるべきであること55

4平 成14年8月 以 降 も， 「長 期評価 の見解 」 に裏付 ける客観的かつ合理的根

拠は発表 されていなかったため，保安院は，調査義務を果た した結果，規制権

限を行使するとの判断に至 らなかったこと57

（1）「長期評価 の見解」公 表後 も，同見解 に整合 しない論文ばか りが公表 され，

「長期評価の見解」に客観的かつ合理的根拠 を与えるような見解が公表 され

なかったこと

ア

57

平成15年 に地震 地体構造 の最 新 の知 見 として公表 されたいわゆる垣見

マ ップ （垣見俊弘ほか 「日本列 島 と周辺海域の地震地体構造区分」 〔丙B

第17号 証〕）は， そ もそ も 「長 期評価 の見解」 を新たな地震地体構造論

上の知見 とみな してもいない上，仮に長期評価を地震地体構造論上の知見

と取 り扱 うにしても，垣見マップにおける福 島県沖の地震地体構造区分は，

「長期評価 の見解」の領域区分 と異なるものであったこと58

イ 平成14年12． 月に 日本海溝i沿い の海底 地形 ・地 質 に関す る最新の知見

として公表 され たいわゆる鶴論文 （鶴哲郎ほか 「日本海溝域におけるプ レ

V



一 ト境界の弧沿い構造変化 ：プ レー ト間カ ップ リングの意味」 〔丙B第1

9号 証 の1，2〕 ）は，津 波地 震 の発 生領域 及 びメカニズムに関す る谷岡

・佐竹論文に客観的な裏付 けを与えるものである一方，「長期評価の見解」

とは整合 しないものであった こと60

ウ 平成15年 に低 周波 地震 と津波 地震 につ いて公表 された知見 （松澤暢，

内田直希 「地震観測か ら見た東北地方太平洋下における津波地震発生の可

能性」 〔丙B第1号 証 〕）は ，最新 の調 査 結果 等 を踏ま えれば福島沖で低

周波地震が発生 して も津波地震に至る可能性が低い旨指摘 してお り， 「長

期評価の見解」 と整合 しないものであったこと62

工 平成14年 の 「長期 評価 の見解 」公表後 ，地震学分野から 「長期評価の

見解」 において前提 とされ た津波地震 の整理が客観的かつ合理的根拠 を

伴っていない旨指摘する見解が示 されたこと63

（ア） は じめ に 63

（イ）平成14年 当時の地震 学会長兼地震予 知連絡会会長であった大竹名誉

教授が，推進本部 に 「長期評価の見解」は極めて不確実性が高い もので

ある旨の意見書 を送 り，対応 を求めたこと64

（ウ） 平成15年 に公 表 され た石橋克彦 「史料地震学で探 る1677年 延 宝

房 総 沖津波地震 」 （平成15年 ）（丙B第3号 証 ）におい て， 「長 期評価 の

見解」に延宝房総沖地震を取 り込んだことについて異論が述べ られてい

る こ と 66

（エ）平成15年 に公表 された都 司嘉 宣 「慶長16年 （1611） 三陸津波 の

特異性 」（丙B第2号 証）で は，慶長 三陸地震 について 「長期評価の見解」

と異なる考え方が示 されていること67

（2）平成17年 に推 進本部 が公 表 した 「全国 を概観 した地震動予測地図」にお

いて も， 「長期評価 の見解」は科学的根拠が乏 しいため，決定論的ハザー ド

解析 の基礎資料 として取 り扱われなかったこと68
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（3）平成18年 に公表 され た 日本海溝 ・千 島海溝報告書 （乙A第9号 証 ）の策 定

に 当た り， 中央防 災会議 において，地震学のみならず，津波学や工学等の専

門家か ら成 る専門調査会で 「長期評価の見解」について検討 した結果， 「長

期評価の見解」は将来の地震の発生可能性が客観的かつ合理的根拠 により裏

付 けられた見解ではない と判断されたこと70

（4）平成21年 の推進 本部 に よる長 期評価 の一 部改訂 においても， 「長期評価

の見解」について，客観的かつ合理的根拠 を与えるような新たな記載が され

ていない こと 74

（5）平成21年 度から平成23年 度にかけて開催 された土木学会の第4期 津波

評価部会では 「長期評価の見解」を踏まえた波源モデル設定に関する検討が

行われたところ，同見解が客観的かつ合理的根拠を裏付けられた知見である

とは判断されなかったこと（明治三陸地震の波源モデルを福島県沖の海溝寄

りに移す とい う考え方が否定されたこと）75

（6）保安院内における調査義務の履行過程においても，「長期評価の見解」が

客観的かつ合理的根拠に裏付けられた科学的知見として評価されることがな

かった こと

ア は じめに
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NUPECや 安全情報検討会の情報収集においては，「長期評価の見解」

が取 り上げられていなかったこと78

溢水勉強会について 78

福島第一発電所事故前の耐震バ ックチェ ック報告書の審議等の過程で

も，専門家か ら 「長期評価の見解」に基づ く津波対策の必要性を示唆す る

意見が述べ られることはなかったこと78

（ア）JNESは ，平成21年5月 時点 におい て，三 陸沖北部 と福 島県沖を

一体 とみなす 「長期評価の見解」の領域 区分を採用 しなかったこと

79



（イ）東北電力及びJNESは ，平成22年11月 時点 で も，三 陸沖北部 か

ら福 島県 沖を一体 とみなす 「長期評価の見解」の領域 区分を採用 しなかっ

たこと 80

（ウ）被告東電が保安院に提出した福島第一発電所の耐震バックチェック中

間報告書の妥当性を巡る審議会での議論においても，「長期評価の見解」

に基づく地震動評価又は津波評価を実施する必要がある旨の意見が表明

されなかった こと 84

オ 保安院の科学的知見の収集及び評価 において も， 「長期評価の見解」は

直ちに規制 に取 り込むべき知見 とはされなかったこと86

力 小 括

（7）ま とめ
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5福 島第一発電所における確率論的津波ハザー ド解析手法の進展状況からして

も，保安院が福島第一発電所の津波対策について規制権限を行使する状況には

なかったこと

第6結 語

87
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本訴訟では，「長期評価の見解」が，被告国に対 して，福島第一発電所の設置許

可処分時の安全審査では想定 されていなかった主要建屋 の敷地高 （O．P． ＋10

メー トル）を超 える津波 が到来す ることを予見す る法的義務を生 じさせる科学＊’的知

見であったか否かが主要な争点 となっている。そこで，本準備書面では，規制権限

を行使す る際に原子力規制機関が実施する安全審査の内容 が具体的な審査又は判断

の基準＊2の設 定 とそ の基準 への適合 性 の判断の二つ に区分 され ることか ら，原子力

規制機関が福島第一発電所事故前に設定 していた安全性の審査又は判断の基準の内

容及びその合理性を明 らかにす るとともに， 「長期評価 の見解」 の公表後は，原子

力規制機関において，同知見が前記基準に適合 しているとい う従来の福島第一発電

所 の適合性判断を見直す必要性 を生 じさせる程 に客観的かつ合理的根拠に裏付けら

れた科学的知見であ り，規制権限の行使を義務付けるものである といえるか否かと

の観点から調査検討 を行ったが，福島第一発電所事故までの間，それが適合性の判

断を見直す必要性 を生 じさせ る程の科学的根拠に裏付 けられ るには至っていない と

＊1従 前の準備書面では，地震学や津波学 といった自然科学のことを 「理学」 と表現 し，自然科学

などの基礎科学を工業生産に応用する科学技術のことを 「工学」 と表現 してきたものであるが，

本準備書面では，「理学」 と 「工学」を区別 して表現する必要のない部分 については，両者を含

む概念として，「科学」 という表現を用いる。

＊2後 述するように，原子力規制実務では，福島第一発電所事故前までの間，津波評価技術 と同様

の考え方に基づいて想定津波に対する安全性の確認，判断を行ってきたところであるが，ここで

「審査又は判断の基準」 としているのは，規制が原子炉の新設時における安全審査にだけでなく，

運転開始後も，法令上の検査や行政指導によるバ ックチェックの際に一定の規制上の判断を示す

ことがあ り得 るのであって，その判断の際にも新設時 と同様の基準に従 うことがあるためである。

また，ここでの 「基準」は，行政手続法上の 「審査基準」（同法第2条8号 ロ）とは異なり，より

広 く，同一の行政 目的を実現するために行政指導を行 う際に設ける確認基準等 を含むものである。
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の判断を していたものであ り，かつ，その判断は福島第一発電所事故以前の地震及

び：津波の科学的知見の進展状況 に照 らして十分な合理性を有す るものであったので

あるか ら，本件において 「長期評価の見解」に対する調査検討 は十分 に尽 くされて

お り，福島第一発電所に主要建屋の敷地高を超 える津波が到来す ることを予見す る

ことが可能であった といえない ことはもとより，規制権限の不行使が許容 され る限

度 を逸脱 して著 しく合理性 を欠 くともいえない ことについて，従前の主張を整理 ・

ふ えんして主張する。

なお，略語については，本準備書面で新たに用いるもののほかは，従前の例によ

る。参考までに本準備書面の末尾 に略称語句一覧表を添付す る。

第1本 準備書 面の骨子

1原 告 らは，専 ら，被告 国 の機 関である推進本部が平成14年7Aに 発表 した

「長期 評価 の見解 」 とい う新たな見解 を発表 したことによ り，被告国は， 「長

期評価の見解」に基づいて，明治三陸地震の波源モデルを福島沖の海溝寄 りに

設定 して試算 した結果算出される津波 を予見す る法的義務を負 ったのであるか

ら，規制権限を行使 して，被告東電にその津波に対する対策 を講 じるように命

じるべきであった旨主張してい る。そのため，本訴訟では，「長期評価の見解」

が，被告国に対 して，福島第一発電所の設置許可処分時の安全審査では想定 さ

れていなかった主要建屋の敷地高 （O．P． ＋10メ ー トル）を超 える津波 が到

来す ることを予見す る法的義務 を生 じさせ る科学的知見であったか否かが主要

な争点 となっている。

2そ こで，以 下では，まず ，津 波 の予見可能性の有無は，原子力規制機 関が採

用 していた津波に対する安全性 の審査又は判断の基準に不合理 な点があるか及

びその基準への適合性の判断に不合理な点があるかの二段階で判断 され るべ き

ものであることについて主張するとともに，その予見可能性の枠組みを踏まえ

た被告国の調査義務の内容について主張する（後記第2） 。 その後 ，被告 国が津

2



波に対す る安全性の審査又は判断の基準 として採用 していた津波評価技術 と同

様の考え方の内容及び合理性について主張 した上で （後記第3） ，被告 国は，調

査 義務 を履行 した結果，「長期評価の見解」はその基準への適合性判断に取 り

込まれるべき科学的知見ではない と判断 していたものであ り，その判断は福島

第一発電所事故前の科学的知見に照 らして合理性 を有 していたことについて主

張する（後記第4及 び第5） 。

第2原 子 力規制 に おけ る作為 義務 の発生 を基礎づける予見可能性＊3の判断枠組 み

及 びそれ を前提 とす る被告国の自然災害に関する科学的知見の調査義務の内容

について

1規 制権 限不 行使 の違法 性の判断枠組みについて

被告国第18準 備書 面第2の1（5な い し8ペ ー ジ）で述べ た とお り，炉規法

や 電気事業法は，被告国に対 して，規制権限を行使す るか否かについて一定の

裁量を与えてい ると解 されるから，本件における規制権限の不行使が国賠法1

条1項 の適 用上違 法 となるのは，炉規法や電気事業法の趣 旨， 目的や，その権

限の性質等に照 らし，権限を行使すべ きであったとされる当時の具体的事情の

下において，その不行使が許容 される限度を逸脱 して著 しく合理性を欠 くとき

に限られ る。 ・

＊3本 件訴訟では， 「予見可能性がある」とい う表現が，主観的な認識可能性の意味で用いられてい

る場合 （この場合， 自然現象の場合については，いかなる事象であっても発生することを完全に

否定することはできないため，抽象的には，いかなる自然現象についても 「予見可能性がある」

ことになりかねない。）と，「作為義務 （法的義務）を基礎づける予見可能性がある」 とい う規範的

評価 を踏まえた客観的な意味で用い られている場合があるように思われ る。本件訴訟で問題 にな

るのは，後者であるため，被告国は従前から 「予見可能性」を後者の意味で用いている。
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そして，規制権限の不行使 が 「許容 される限度 を逸脱 して著 しく合理性 を欠

く」 とい うためには，被告国が規制権限を行使 しなければならない状況，すな

わち，作為義務 を負っている状況にあったにもかかわ らず，その規制権限を行

使 しなかった といえなければな らないか ら，少な くとも，規制権 限の行使を正

当化するだけの予見可能性 と結果回避可能性があった といえなければならない

ところ， 「長期評価 の見解」 に基づいて福 島第一発電所に主要建屋の敷地高 を

超える津波が到来す ることを予見する義務があったか どうかは， この予見可能

性の有無 に関わる事情であるか ら，以下では， この予見可能性の有無の判断枠

組みについて検討す る。

2原 子 力規制 にお ける予見可能性の判断枠組みについて

（D原 子 力規制 に関す る法令が想 定する安全性は 「相対的安全性」を意味する

こと

原子炉施設 には，他の一般産業施設 に比 して高度な安全性が求め られるも

のであるが，原子力基本法及び炉規法は，飽 くまで も，原子力技術 とい う科

学技術を受 け入れて利用することを前提 として，これ を規制す るものである

以上，これ らの法令が想定す る安全性 は，科学技術を利用 した施設 に求めら

れ る安全性，す なわち， 「相対的安全性」 を意味す る と考 え られ る（高橋利

文 ・最高裁裁判所判例解説民事篇 〔平成4年 度〕417な い し419ペ ー ジ

参照）。

そ して，原子 力発 電所に求められる安全性が 「相対的安全性」であること

に照 らす と，本件 において規制権限を行使する義務 を基礎づける予見可能性

が認 められるか否かは，被告 国が，津波 との関係で，福島第一発電所が 「相

対的安全性」を欠いていたことを認識する義務があったか どうかによって決

まることになる。

（2）原子 力規制機 関 には， 「相対 的安全性」を確保できているか否かの判断に

ついて，安全審査等における審査又は判断の基準の設定及びその基準に対す
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る適合性を判断する裁量が与えられていること

ア 原子力発電所がいかなる高 さの津波に耐えられ る安全性を備 えている必

要があるのかとい う点 （どのような津波に対する安全性 を確保 しておけば，

相対的安全性を確保 してい ることになるのか とい う点）は，設置許可処分

時に審査 され る事柄であることか ら，この事柄の性質上，原子力規制機関

が，原子力発電所の使用開始後の科学的知見の進展 によって，設置許可処

分段階で想定 した津波 とは異なる高さの津波に対す る安全性 を確保す る必

要が生 じたか否かを審査又は判断す る際にも，設置許可処分時の津波に対

す る安全性の審査において原子力規制機 関に与 えられ る裁量 と同水準の安

全性 を保つための科学的，専門技術的裁量が与えられていると考え られる。

イ そこで，まず，設置許可処分段階で津波に対する安全性 を審査す る際た

原子力規制機 関に与え られている裁量について検討す るに，伊方原発最高

裁判決か らすると，以下の （ア）及び （イ）のとお り，原子力規制機関には，安

全審査における具体的な審査基準の設定及びその適合性 の判断について科

学的，専門技術的裁量が与え られてい ると解 される。

（ア）炉規法は，原子力発電所 を設置 しようとする者は，経済産業大臣の許

可を受けなければな らないもの としてお り（同法23条1項 ），経済産 業

大 臣 は，原子炉 の設置の許可申請が同法24条1項 各号 に適 合 してい る

と認 め るときでなければ許可をしてはならず （同条1項 ），その許可 をす

る場合 においては，同項4号 に規 定 され る基準 の適用 について，あらか

じめ，核燃料物質及び原子炉に関す る規制の うち安全の確保のための規

制に関す ることなどを所掌事務 とす る原子力安全委員会の意見を聴かな

ければな らないものとしてお り（同条2項 ），原 子力安全委 員会 には学識

経験者及び関係行政機関の職員で組織 され る原子炉安全専門審査会が置

かれ，原子炉の安全性 に関する事項を調査審議す るもの としてい る（原

子力委員会及び原子力安全委員会設置法16条2項 ，17条 ）。
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また，炉規法24条1項4号 は， 当該 申請 に係 る原 子炉施設 の位置，

構造及び設備が核燃料物質 （使用済燃料 も含む。），核燃料物質によって

汚染 された物 （原子核分裂生成物を含む。）又は原子炉災害の防止上支障

がないものであるか否かについて，審査を行 うべきものと定めていると

ころ，原子炉設置許可の基準 として，このように定められた趣 旨は，原

子炉が原子核分裂の過程 において高エネルギーを放出す る核燃料物質を

燃料 として使用する装置であ り，その稼働により，内部 に多量の人体に

有害な放射性物質を発生 させ るものであって，原子炉施設 の安全性が確

保 されない ときは，当該原子炉施設の従業員やその周辺住民などの生命，

身体に重大な危害 を及ぼし，周辺 の環境を放射性物質によって汚染する

など，深刻 な災害 を引き起 こすおそれがあることに鑑み，前記災害が万

が一にも起 こらない ようにす るため，原子炉設置許可段階で，原子炉施

設の位置，構造及び設備の安全性につ き，科学的，専門技術的見地から

十分に審査を行わせ ることにあると解 される。

そ うであるところ，この原子炉施設の安全性に関する審査は，当該原

子炉施設そのものの工学的安全性，平常運転時における従業員，周辺住

民及び周辺環境への放射線 の影響，事故時における周辺地域への影響等

を，原子炉設置予定地の地形，地質，気象等の自然的条件，人 口分布等

の社会的条件及び当該原子炉設置者の技術的能力 との関連 において，多

角的，総合的見地か ら検討す るものであ り， しかも，この審査の対象 に

は，将来の予測に係 る事項 も含まれているのであるか ら，この審査にお

いては，原子力工学はもとより，多方面にわたる極めて高度な最新の科

学的，専門技術的知見に基づ く総合的判断が必要 とされることになる。

そして，前記のとお り，炉規法24条2項 が，原子 炉設置 の許 可 をす る

場合 において，経済産業大臣が，同条1項4号 所 定の基準 の適 用にっい

て， あ らか じめ原子力安全委員会の意見を聴かなければならない と定め
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てい るのは， このような原子炉施設の安全性の審査の特質を考慮 し，同

号所定の基準の適合性 については，各専門分野の学識経験者等 を擁する

原子力安全委員会の科学的，専門技術的知見に基づく意見を尊重 して行

う経済産業大臣の合理的な判断に委ねる趣 旨であると解 され る。

これ らの点を考慮すると，原子力安全委員会若 しくは原子炉安全専門

審査会の専門技術的な調査審議及びその判断を前提 とする経済産業大臣

の原子力発電所の安全性についての判断には，科学的，専門技術的裁量

が認め られるとい うべきである。具体的にいえば，原子力安全委員会又

は原子炉安全専門審査会の調査審議において用い られた具体的審査基準

の設定及びその適合性の判断には，科学的，専門技術的裁量が認 められ

るとい うべきである。

（以上につき，伊方原発最高裁判決参照）

（イ）すなわち，原子力規制法令が原子力発電所に対 して求める安全性は，

前記 （1）の とお り， 「相 対的安 全性 」 であるところ，「相対的安全性」 と

は，その危険性が社会通念上容認 できる水準以下であると考 えられる場

合又 はその危険性の相当程度が人間によって管理できると考えられる場

合に，その危険性の程度 と科学技術の利用により得 られる利益の大きさ

とを比較考量 した上で，これを一応安全なものであるとして利用する考

え方である。

そのため，原子力規制機関が，設置許可処分時の原子炉施設 の安全審

査において，「相対的安全性」の考え方の下でどの レベルの安全性をもっ

て安全性が確保 されていると判断す るのか，具体的にいえば，原子炉施

設の安全審査における具体的な審査基準 としてどのよ うな基準を設定す

るのか及びその審査基準の適合性を どのように判断するのか とい う点に

ついては，我が国の最新の科学技術水準によるべ きはもとより，我が国

の社会がどの程度の危険性までであれば容認す るか とい うことも考慮に
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入れ ざるを得ない ことになる。

しか も，この科学技術水準に基づ く原子炉施設の安全性の判断は，原

子力工学を始め，核物理学，機械工学，1放射線 医学 ，地質学等 多方 面 に

わたる専門分野の知識経験を踏まえた将来予測についての判断となるの

であ り，特に，本件で問題 となっている津波対策の安全性 の判断につい

ては，その判断の基礎 となる地震学，津波学 といった学術分野に未解明

の事項が多く残 されていることか ら，その将来予測は，その当時の知見

の到達点を踏まえた科学的，専門技術的判断 とならざるを得ない。

そのため，この原子炉施設が 「相対的安全性」を備 えているか否かの

判断，すなわち，安全審査における具体的な審査基準等の設定及びその

適合性の判断については，原子力規制機関に科学的，専門技術的裁量が

与えられていると解 されるのである。

（以上につき，高橋利文 ・最高裁裁判所判例解説民事篇 〔平成4年 度〕

419ペ ー ジ参 照）

ウ この よ うに，設置許可処分時の安全審査 における具体的な審査基準の設

定及びそれへの適合性 の判断については，この原子力規制機関に科学的，

専門技術的裁量が与えられていると解 されるところ，科学的知見の進展に

より，原子炉施設の使用開始後に，設置許可処分時に想定 した津波 と異な

る高さの津波に対する安全性 を確保す る必要があるか どうかを審査又は判

断す る際にも，前記 アのとお り，設置許可処分時と同様の科学的，専門技

術的裁量が与え られていることから，基準の設定及びその適合性の判断に

ついて科学的，専門技術的裁量が与え られていると解 され る。

すなわち，原子炉施設使用開始後に津波対策の抜本的変更を命 じる場合

の規制権限の法的根拠 を何に求めるかにかかわ らず，科学的知見の進展に

よって，設置許可処分時に想定 した津波 と異なる高 さの津波 を想定する結

果，当初の安全審査において示 した具体的審査基準の適合性の判断が，そ
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の合理性 を失い，安全上重要な機器 ・設備 に重大な影響が生 じるおそれが

あると認 められ る場合には，原子力規制機 関は法令 により与 えられた検査，

報告徴収等のほか，行政指導等の種々の規制手段 を行使 して原子炉による

災害の防止上の支障を除去 ・解消 しなければならな くなる。しかるところ，

伊方原発最高裁判決が示す ように，当初の安全性の判断が，具体的審査基

準の設定及びその適合性の審査に科学的，専門技術的裁量が認 められ るこ

とを前提 として，具体的審査基準の設定及びその適合性の審査 とい う二段

階の判断過程 を基に行われ るものであって，その適否に関する裁判所の審

理判断 もまた，前記の判断の過程に不合理な点があるか否か とい う観点か

ら行われ るものであった以上，原子炉施設の使用後に，科学的知見の進展

によって，当初の前提が失われて災害の防止上の支障が発生するに至った

と認 められ るか否かの司法判断もまた，規制権限の不行使が問題 とされる

当時の安全性の審査又は判断において前提 とした具体的な審査基準に不合

理な点が生 じたか否か，また，その具体的な適合性の判断の過程に合理性

を欠 く点が生 じたか否か とい う，二段階の判断過程 を経て行われ るべきこ

とは，科学的，専門技術的裁量を前提 とする事柄の性質上，当然のことと

いわなければな らない。

そ して， この うち，原子力規制機 関が，原子炉施設の使用開始後に，設

置許可処分時に想定 した津波 と異なる高 さの津波に対する安全性 を確保す

る必要があるか否かを審査又は判断す る際にも，具体的な審査又は判断の

基準の設定及びそれへの適合性の審査 とい う二段階の審査判断を行 うこと

については，後記第3な い し第5の とお り，保安 院が，平成18年9月 の

耐震 設計審査指針 の改訂 に伴 って，使用開始後の原子炉施設に対 しても同

指針 に基づ くバ ックチェックを行った際に，事前に確認基準 （バ ックチェッ

クルール）を設けた上で， この基準への適合性判断を行 うことで，使用開

始後の原子炉施設の津波に対する安全性を確認 したことな どか らも裏付 け
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られ る。

この ように，原子炉施設の使用開始後の審査又は判断も，具体的な審査

又は判断の基準の設定及びその基準に基づ く適合性審査 とい う過程 によ り

判断 され るものである以上，裁判所において，使用開始後の原子炉施設に

関する原子力規制機関の規制権限不行使の適否を審理するに当たっても，

その審理判断は，①使用開始後の原子炉施設 に関 して用い られた安全性の

審査又は判断の基準に不合理な点があるか否か，②当該原子炉施設がその

基準に適合す るとした原子力規制機 関の判断の過程に看過 し難iい過 誤，欠

落 が あるか否か とい う観点か ら行われ るべ きこととなる（伊方原発最高裁

判決参照）。

（3）安全審 査等に おける審査又 は判断の基準の設定やその基準に対する適合性

を判断す る際に考慮 しなければな らない科学的知見の程度について

ア 原子力規制機関は，前記 （2）の とお り，原子炉 施設 が 「相 対的安全性」

を備 えているか否かを判断す るために，我が国の最新の科学技術水準に基

づいて，原子炉施設の安全審査における具体的な審査基準を作成 し，その

適合性 を判断す る必要があることから，その最新の科学技術水準 として，

どのよ うな科学的知見を取 り込む必要があるのかを検討す る必要がある。

イ （ア）そこで検討す るに，原子力規制に関する法令の趣 旨 ・目的には，原子

炉施設の周辺住民の生命 ・身体 とい う重要な法益の保護が含 まれている

上，原子炉施設の事故は，その性質上，その被害が甚大なものとな りや

すい ことから，原子力発電所には高度の安全性が求められているといえ

る。

（イ） とはいえ，原子力規制 における規制権限の行使 は，事業者 にばく大な

経済的負担を強いることにな り得 るほか，場合に よっては刑事罰等の制

裁 を科す ことにもな り得 るなど，事業者の活動 を制約す るものである。

そ して，かかる事業者 に対す る制約は，電気事業 とい う性質上，最終的
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に国民一般に経済的負担 として転嫁 され ることにつながるものである。

また，原子炉施設については，安全寄 りに設計す る必要があるものの，

ある自然災害について，科学的根拠の乏 しい事象 も含めてあらゆる事象

を規制に取 り込む とい うことになれば，かえって，原子力工学その他の

多様 な科学技術の統合体である原子力発電所のシステム全体の安全性 を

低下 させ るおそれす らある。

そのため，原子力規制であっても，規制権限を行使す るに当たっては，

これ を正 当化す るだけの十分な科学的根拠が必要 となるのは当然であ

る。

（ウ） しか も，科学技術水準に基づ く原子炉施設の安全性の判断は，前記 （2）

イ （イ）の とお り，原 子力 工学 を始め，核物理学，機械工学，放射線医学，

地質学等多方面にわたる専門分野の知識経験を踏 まえた将来予測 と対策

の相 当性を対象 に含む もの となる。特に，本件で問題 となっている津波

対策の安全性の判断は，その判断の基礎 となる地震学，津波学 といった

学術分野に未解明の事項が多 く残 されてい るため，その津波についての

将来予測は，その当時の知見の到達点を踏まえた上での科学的，専門技

術的判断 とな らざるを得ない。そのため，被告国は，津波に対する安全

性が確保 されているか否かを判断す る際に，どの程度の科学的知見まで

を判断の前提 とするのかとい う専門技術的な事項 に関して一定の合理的

裁量を有 しているとい うべ きである。

（エ）そ うす ると，被告国がある科学的知見に基づ き規制権限を行使するこ

とが法的義務 となるためには，少なくとも，その科学的知見が規制権限

の行使 を正当化す るだけの客観的かつ合理的な根拠 に裏付けられている

ことが必要 となるとい うべ きであり，何 ら根拠の伴わない科学的知見や，

矛盾する科学的根拠 のみが示 され，その正当性を裏付ける知見が示 され

ていない科学的知見だけでは，規制権限の行使を正 当化するだけの客観
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的かつ合理的根拠が伴 っている科学的知見 とは評価できないとい うべき

である。

（オ） ところで，原子力規制実務では，既設炉の安全性に影響を与 え得る科

学的知見が，規制に取 り入れ られ るべき科学的知見に当たるか否かが明

らかでない場合，「多方面にわたる極めて高度 な最新の科学的，専門技

術的知見に基づ く総合的判断 となる」 （伊方原発最高裁判決参照）とい う

原子炉施設の安全性判断の特質を踏 まえて，安全審査やバ ックチェ ック

等の際に開かれる審議会 （原子炉安全専門審査会等）において， 自然科学

に限 らない様々な分野の専門家が，当該科学的知見が原子力規制に取 り

込むだけの客観的かつ合理的根拠を伴っているか とい う点について審議

を した上で，当該科学的知見を規制に取 り入れ るか どうかを判断 してい

たものである。 この点については，津波に対す る安全性評価に係 る原子

力規制実務 においても同様であ り， 「想定津波の設定 （中略）等について

は，最新の知見を十分に反映 させ る必要がある」 （丙B第80号 証23

ペ ー ジ）とい う考 えの 下で，多様 な分野の専門家で構成 された審議会を

設けるな どして，新たな科学的知見を規制に取 り込むか どうかについて

科学的，専門技術的判断を行ってきたところである。

したがって，前記 （エ）の規制権限の行使 を正当化す るだけの客観的か

っ合理的根拠が伴っている科学的知見 とい うためには，少なくとも，そ

のよ うな様 々な分野の専門家の検証 に耐え得 る程度の客観的かつ合理的

根拠が伴っていなければな らないのであって，単に国の機関が発表 した

見解 （意見）があるとい うだけでは足 りない とい うべきである。

（4）設 定 した審査基準 等の 内容 が不合理であるか，又はその基準への適合性の

判断が不合理であるといえない限 り，予見可能性が認め られることはないこ

と

原子力規制機 関には，前記 （2）及 び （3）の とお り，安全審 査 にお け る具体的
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な審査又は判断の基準を設定す ること及び同基準への適合性 を判断す ること

について，科学的，専門技術的裁量が認 められていると解 され る。そ うであ

るところ，後記第4の2の とお り，福 島第一発電所 事故以前の津波に対する

安全性の審査又は判断の基準 と同様の考 え方である津波評価技術 によれば，

福島第一発電所の主要建屋の敷地高を超 える津波は想定 されなかったのであ

るから，原子力規制機 関が設定 した審査又は判断の基準が不合理であるか，

又はその基準の適合性の判断が不合理であるといえない限 り，被告国に福島

第一発電所の主要建屋の敷地高を超える津波を予見する義務があったとはい

えないとい うべきである。

3原 子 力規 制 におけ る予見可能性 の判断枠組みを踏まえた被告国の自然災害に

関する科学的知見の調査義務の内容について

原子力規制においては，前記2の とお り，原 子炉施設 の 自然 災害に対す る安

全性の審査 を，①具体的な審査又は判断の基準の設定 と②その基準への適合性

の判断 とい う二段階で行 うことになる。そ うであるところ， 自然災害について

は解 明されていない点が多 く，それに関す る科学的知見は 日々進歩 してい るこ

とか ら，設置許可処分時には，ある自然災害に対す る安全性の審査基準が合理

的であ り，当該原子炉施設がその基準に適合 してい ると判断 され る状況であっ

たにもかかわ らず，その後の科学的知見の進展によって，当該 自然災害に対す

る安全性の審査基準 を変更すべ き事態に陥った り，当該原子炉施設が審査基準

に適合 していないと評価 される状況に陥った りすることがあり得る。

そのため，原子力規制機 関には，そのような事態に陥った場合でも原子炉施

設の安全性 を確保す るために，行政指導や報告徴収，検査，技術基準適合命令，

設置許可処分の撤回等の様 々な手段が与えられているところ，原子力規制 に関

す る法令の趣 旨 ・目的には，原子炉施設の周辺住民の生命 ・身体 とい う重要な

法益の保護が含まれていることに加 え，原子炉施設の事故は，その性質上，そ

の被害が甚大なものとな りやすいことな どを併せ考慮すると，原子力規制機 関
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の原子炉施設の安全性を確保するための規制権限は，それ らの手段を駆使して

適時適切になされなければならない。

そして，このような科学的知見の進展に伴 う規制権限が適時適切に行われる

ためには，原子力規制機関による科学的知見の進展状況の調査が適時適切にさ

れることが必要となるところ，少なくとも，防災に関する被告国の機関が，自

然災害に対する安全性の審査基準の見直 しを迫るような科学的知見や，ある原

子炉施設の自然災害に対する安全性に係る審査基準適合性についての従前の評

価を覆すような科学的知見を公表 したものの，それ らの科学的知見が審議会等

の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付けられているかどうかが

明らかではないような場合には，原子力規制機関は，その科学的知見に基づい

て規制権限を行使するか否かを判断するために，当該科学的知見が審議会等の

検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付けられたものであるか否か

を調査する義務を負 うことになると考えられる。

4小 括

以上のとおり，原子力規制における津波の予見可能性の有無は，原子力規制

機関が定めた具体的な審査又は判断の基準の策定とその基準への適合性の判断

という二段階の過程を経て判断されるところ，福島第一発電所事故以前は，後

記第4， 第5の とお り，そのような二段階の審査判断の下，福島第一発電所の

主要建屋の敷地高を超える津波は想定されていなかったのであるから，原子力

規制機関が設定した審査又は判断の基準が不合理であるか，又はその基準の適

合性への判断が不合理であるとはいえない限 り，被告国に福島第一発電所の主

要建屋の敷地高を超える津波を予見する義務があったとはいえないことにな

る。そして，このような原子力規制の予見可能性の判断枠組みを前提とすると，

原子力規制機関は，国の防災機関が津波に関する新たな科学的知見を公表 した

場合には，具体的審査基準の設定及びその基準への適合性の判断を見直す必要

があるかどうかを判断するために，その科学的知見が審議会等の検証に耐え得
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る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付けられたものであるか否かについて調査

義務 を負 うことになると考えられ る。

そ こで，以下では，原子力規制機 関が科学的知見の調査を踏まえて採用 して

いた津波に対す る安全性 の審査又は判断の基準 （津波評価技術 と同様 の考え方）

について主張 した上で （後記第3） ，原子 力規制機 関が，福 島第一発電所事故以

前に，「長期評価の見解」の調査義務 を果た した結果， 「長期評価の見解」は，

従前の福島第一発電所にお ける当該基準の適合性の判断を見直すよ うな科学的

知見であるとの判断には至 らなかった ことについて主張す る（後記第4及 び第

5）。

第3原 子力規制機関は津波評価技術と同様の考え方を津波に対する安全性の審査

又は判断の基準＊4として取 り入れていたところ，その基準の設定は，福島第一

発電所事故前の科学的知見の到達点を踏まえた科学的，専門技術的判断として

合理性を有 していること

＊4前 記脚注2で 述べた とお り，ここでの 「基準」は，行政手続法上の 「審査基準」 （同法第2条8

号ロ）とは異な り，より広く，同一の行政 目的を実現するために行政指導を行 う際に設 ける確認

基準等を含むものである。

その上で，被告国が基準 としていた 「津波評価技術 と同様の考え方」 とい う時の 「津波評価技

術の考え方」 とは，津波評価技術が平成14年2Aに 示 した基準断層モデル及びその設定領域の

例そのものを意味するのではなく，後記第3の2（2） で述べるとお り，特定の地点に到来 し得 る

津波 を評価する際の評価手法 （本件で問題 となっている波源モデルの設定 との関係でいえば，既

往地震の発生領域だけでな く，地震地体構造 に関する最新の知見も考慮 して基準断層モデルを設

定す るという津波評価技術の波源の設定手法）を意味す るものである（甲A第26号 証の2・1－

31参 照）。
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1は じめ に

（1）福 島第一発 電所事故 以前 の原子力規制実務 における原子力施設の津波対策

の安全性に対する審査又は判断は，津波評価技術 とい う決定論的安全評価手

法 と同様の考え方 に基づいて，安全寄 りに設定 された想定津波 （設計基準 と

すべ き津波）に対する安全性が確保 されているか否か とい う観点か ら行われ

たものであ り，この審査又は判断の過程 において想定津波に対する安全性が

確保 されていない と考えられ る場合には，相対的安全性が確保 されていない

可能性があるとして，規制権限の行使が検討 され ることになっていた。

他方，・想定津波をどれだけ安全寄 りに設定 した としても，津波のような 自

然現象 には不確か さがあるため，その想定津波高を超過す る津波が発生する

可能性が残 ることになる。そのため，福島第一発電所事故以前から，津波対

策の安全性 を評価す る上では，いかなる水位の津波がどの程度の確率で到来

する可能性があるのかを数値化す ることにより，想定津波に対す る安全性を

十分に確保することができているか否かを評価することが有用であると考え

られてきたものであ り，その可能性を数値化する手法 として確率論的安全評

価の研究 ・開発が進め られていた ところである。

（2）この よ うに，福 島第一発電所 事故以前 における津波の安全性に係 る審査又

は判断の基準 と津波の安全性評価の関係 を理解す る上では，決定論的安全評

価 と確率論的安全評価の理解が必要不可欠であるか ら，以下では，これ らの

概念 と原子力規制の関係について説明 した後に（後記2） ，原子 力規制実務 に

おいて，津波に対する安全性 の審査又は判断の基準 として取 り入れていた津

波評価技術 と同様 の考え方が，波源モデルの設定に係 る判断基準 として合理

性 を有す るものであったことについて主張す る（後記3） 。

2原 子 力規制 と決定論 的安 全評価 及び確率論的安全評価について

（1）決定論 的安全評価及 び確率論 的安全評価について

ア 決定論的安全評価について
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決定論的安全評価 とは，発生す る可能性のある様々な事象の中か ら特定

の事象 （代表事象）を選定 し，これが発生確率にかかわ らず発生す ると仮定

した上で，その代表事象によって施設にもた らされ る影響の有無 ・程度に

よって施設の安全性 を評価す る手法である。

イ 確率論的安全評価 （確率論的ハザー ド解析）について

確率論的安全評価 （確率論的ハザー ド解析）とは，発生す る可能性が確立

した科学的知見により基礎づけられている事象か ら，発生する可能性が科

学的根拠をもって否定できないだけの事象まで，様々な事象を評価の基礎

に取 り込んだ上で，それ らの事象の発生確率な どを算出 して施設の安全性

を評価す る手法である。

（2）原子 力規制 と津波 にお ける決定論的安全評価及び確率論的安全評価の関係

について

ア 原子力規制における津波に対する安全審査は，決定論的安全評価に基づ

いてされていた こと

（ア）施設の耐津波安全性を評価するためには，設計上の基準 となる特定の

津波が到来す ると想定 した上で，施設の安全を守 るための重要な設備機

器がその津波によって影響 を受けるか否かを評価することが必要不可欠

であるから，決定論的安全評価に基づ く安全評価が必要不可欠 となる。

そのため，原子力規制においては，決定論的安全評価に基づいて原子炉

施設の耐津波設計の安全性 を審査 してきたものである。

（イ）そ うであるところ，福 島第一発電所事故前は，後記3（1） イ の とお り，

そ の原 子炉施設 の津波の安全性 に係 る審査又は判 断の基準 として，原子

力発電所における決定論的安全評価手法 として開発 された津波評価技術

の考え方 と同様の考 え方が採用 されていたところである（丙B第31号

証7ペ ー ジ，第67号 証3ペ ー ジ，第81号 証）。

そ して ，平成14年 以 降の福 島第一発 電所 にお いて は，後記第4の2
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で詳述す るとお り，その津波評価技術の考え方に基づいて，発生する可

能性のある様々な津波の中か ら，津波評価技術で示 された福島県東方沖

地震の波源モデルによる津波 を代表事象 として選定 した上で津波高を算

出した結果，その津波の津波高 （O．P． ＋6．1メ ー トル）が福 島第一

発電 所の主要建屋の敷地高 （O．P． ＋10メ ー トル）を下回 ってい た こ

とか ら，津波に対する安全性 は確保 されていると評価 されていた。

イ 津波における確率論的安全評価 （確率論的ハザー ド解析）は，直ちにこれ

に依拠 して規制上の判断を行 うことができるものではないが，原子力規制

において，決定論的安全評価 に基づ く安全審査において基準 を満た してい

ると評価 された原子炉施設について，その設計基準 とすべ き津波を見直す

きっかけを与えるものであること

（ア）他方，津波についての確率論的安全評価が実施 され，確率論的津波ハ

ザー ド解析がな されれば，ある水位 を超える津波がどの程度の確率で到

来するのかを算出す ることができることになるため，原子力規制の審査

又は判断の基準である津波評価技術 と同様の考え方に基づいて採用 され

た想定津波 （設計基準 とすべき津波）の水位を超 える津波が到来す る確率

も数値化することができることになる。そ して，その想定津波の水位 を

超える津波が到来す る確率の数値 は，その時点における津波対策の安全

性の程度 を評価 し，想定津波 （設計基準 とすべき津波）の見直 しや更なる

津波対策の要否を検討するきっかけを与えることになる。そのため，津

波における確率論的安全評価は，原子力規制 との関係 において，審査又

は判断の基準を満た していると評価 された原子炉施設 の津波に対する安

全性 を見直す きっかけを与えるもの とい うことができる（なお，確率論

的津波ハザー ド解析は，前記 （1）イ の とお り，科 学 的根拠 の乏 しい事象

も評価 の基礎に取 り込んで確率を算出 しているため，従前の審査又は判

断の基準に基づ く想定津波 〔設計基準 とすべき津波〕及び これを前提 と
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する安全性 についての評価を見直すきっかけを与えるものではあるもの

の，直ちにこれに依拠 して規制上の判断を行 うことができるものではな

い。）。

（イ）福島第一発電所事故前において，被告東電が，研究途上であったもの

の，マイア ミ論文 （甲A第41号 証の1，2） におい て津波 につ いての確

率論 的安全評価 （確率論的ハザー ド解析）を紹介するなどしていた。そ し

て，この被告東電の研究は，後記第5の5の とお り，科 学的根拠 を示 さ

ず に，地震の発生履歴の知 られていない領域 における将来の発生可能性

を指摘 した 「長期評価の見解」に基づ く津波 も評価の基礎 に取 り込んだ

上で，福島第一発電所 にいかなる水位の津波が どの程度の確率で到来す

るのかを算出した結果，福島第一発電所に主要建屋のある敷地高を超え

る津波が到来する確率は，10－5／ 年 ない し10－6／ 年 ，つ ま り10

万年 か ら100万 年 に1回 と算 出 され ていた もので あ り，その確率が非 ．

常に低かったことか ら，福島第一発電所 については，津波に対する安全

性の見直 しが迫 られる状況にはなかったものである。

（ウ）なお，後記第5の5（4） で詳述 す るよ うに，確率論 的ハザー ド解析に

おける確率 と 「長期評価の見解」の示 した地震の発生確率は，その確率

の意味及び有用性が異なるものであ り，「長期評価の見解」の示 した地

震の発生確率は，原子力規制において津波対策の安全性 を評価する上で

重視す る数値ではなかった。

3原 子 力規制 実務 において，津波 に対す る安全性の審査又は判断の基準 として

採用されていた津波評価技術と同様の考 え方は，波源モデルの設定に係る判断

基準として合理性を有するものであったこと

（1）原子 力規 制実務 では，津波 に対す る安全性の審査又は判断の基準 として，

「既往津波」ではなく 「想定できる最大の津波」を決定論的安全評価に取 り

込む という津波評価技術の考え方 と同様の考 え方を採用 していた こと

19



ア 津波評価技術の考え方は，合理性を有する地震学等の科学的根拠に基づ

いた津波評価手法であり，審議会等の検証に耐え得 る程度の客観的かつ合

理的根拠を伴 う津波の知見 を余す ことな く取 り込むために策定されたもの

であったこと

（ア）津波評価技術 （甲A第26号 証 の1な い し3） は， 「既 往最 大津波 」だ

けで な く科学的根拠に基づいて 「想定 し得る最大規模の地震津波」につ

いての対応 も求めた4省 庁報告書 （甲A第25号 証 の1，2） 及び7省 庁

手 引 （甲A第23号 証）にお いて ， 「既往 最大 の津波 を選定 し，それ を対

象 とすることを基本 とするが，近年の地震観測研究結果等によ り津波を

伴 う地震の発生の可能性が指摘 されているような沿岸地域については，

別途想定 し得る最大規模 の地震津波を検討 し，既往最大津波 との比較検

討 を行った上で，常に安全側の発想か ら対象津波を設定することが望ま

しい。」 （同号証9ペ ー ジ）との方 針 が示 され て いた ものの，具体的な津

波評価方法は示 されていなかったことから，高い安全性が求められる原

子炉施設 において，先行的に，科学的根拠に基づ く 「想定 し得 る最大規

模 の地震津波」の評価方法を整備するべ く，土木学会が，平成11年 以

降研 究 を重 ね，平成14年2月 にそれ らの成 果 を集 大成 し，4省 庁報告

書及 び7省 庁 手引の策定 を主導 した首藤名誉教授を主査 として策定 した

津波評価手法である。

（イ） この津波評価技術の考 え方は，首藤名誉教授が，津波評価技術の巻頭

において， 「現時点で確立 してお り実用 として使用す るのに疑点のない

ものが取 りま とめ られている。」 と述べているほか，佐竹教授 も，津波

評価技術は 「長期評価 よりもさらに保守的で，ほぼすべてが 『科学的に

確立 され た知見』 に基づいている」 （平成28年5月30日 付 け回答 書

〔丙B第14号 証 の2〕8ペ ー ジ）と述べ てい るとお り，合理性 を有す

る地震学等の科学的根拠に基づ く津波評価手法であった。
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そ して， この津波評価技術 の考え方は，今村教授が，蓋然性 のある津

波の発生可能性 を余す ことなく取 り入れて設計上の想定津波 を推計す る

ことを可能 とするために，世界に先駆けて策定された手法であると述べ

ているとお り（丙B第30号 証11ペ ー ジ），審議 会等 の検証 に耐 え得 る

客観 的かつ合理的根拠 を伴 う津波の知見 を余すことな く取 り込むために

策定 されたものであっただけでなく，この津波評価技術 に基づいて算出

され る津波の高さは，パ ラメータスタディなどの手法を用いることによ

り，平均で，既往津波の痕跡高の約2倍 となってい た もので あ り， この

津波評価技術の考え方は，よ り高い安全性が求め られ る原子炉施設に用

いることを踏まえた安全寄 りの考え方であった。

（ウ）そ して，原子力規制業務 を所管す る米国原子力規制委員会 （NRC） が

2009年 （平成21年 ）に作成 した津波ハ ザー ド評価 に関する報告書に

おいて，既往最大津波にとどま らない想定最大津波 を具体的に推計する

体系的手法がない中にあって，パラメー タスタデ ィを用いた津波評価手

法 を具体的内容 とともに紹介するものであって， 「世界で最 も進歩 して

いるアプ ローチに数 えられ る」 と評価 された （丙A第21号 証59ペ ー

ジ参照 ）。 また ，国際原子 力機 関（IAEA） は， スマ トラ沖 地震津波 を

契機 に，被告国及び被告東電等 も参加する津波評価に関す る国際 ワーク

ショップを開催するなどした上で，従前 「津波の検討をほ とんど行って

いなかった」 （佐竹教授の平成28年5月30日 付 け回答書 〔丙B第1

4号 証 の2〕2ペ ー ジ）安 全 ガイ ドに津波評 価 に関す る内容 を具体的に

盛 り込むべ く全面改訂作業を進 め，福島第一発電所事故直前までに，こ

の分野で先行す る我が国の考え方を取 り入れ，決定論的評価を行 う場合

には波源の設定等に伴 う不確実性をパ ラメータスタディによって考慮す

べきであるとする新たな外部溢水評価基準 （後のSSG－18） の最終 ド

ラフ ト（DS417） を作成 した ところで あ り（甲A第3号 証340，3
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41ペ ー ジ）， その作 成過程 で は 「IAEA担 当者 か ら， （中略）特 に津

波 に関 しては日本における知見蓄積 が多 く，それ らは新基準の中に反映

したいとの説明があ （る）」 （丙A第238号 証 ・5－9ペ ー ジ）な どして

い た し，実際 に福島第一発電所事故後の平成23年11月 に公表 した安

全基 準 （SSG－18） にお いて も，津波評 価技術 をIAEA基 準 に適合

す る基準 の例 として参照 してお り（丙A第22号 証113な い し116

ペ ー ジ），津 波評価 技術 の考 え方 は科学的に想定できる最大規模の津波

を評価する方法 として福島第一発電所事故の前後 を通 じて国際的にも高

い評価を受けていた。

（エ）以上のとお り，この津波評価技術の考え方は，高度の安全性が求め ら

れ る原子炉施設 において津波に対す る安全性 を確保す るために，平成1

4年2月 時点 にお け る最新 の科学 的知見 に基づいて作成 されたものであ

り，合理性 を有す る地震学等の科学的根拠に基づいた津波評価手法で

あった。 しかも，津波評価技術の考え方は，蓋然性のある津波の発生可

能性を余す ことなく取 り入れて設計上の想定津波を推計することを目的

として， 「既往津波」 にとどま らずに， 「想定 され る最大の津波」 をも

決定論的安全評価に取 り込む ことを可能 とした当時唯一の津波評価手法

であ り，実際，この考え方に基づいて算出 した津波の高 さは，平均で，

既往津波の痕跡高の約2倍 とな るな ど，安 全寄 りの考 え方であったこと

に加 え，国際的にも高い評価 を受けていたことからすると，津波評価技

術の考え方は，高度 の安全性が求められ る原子炉施設 の津波に対する安

全性 を評価す る基準 として最 も合理的なものであった といえる。

イ 原子力規制機関は，津波に対する安全性の審査又は判断の基準 として，

津波評価技術 と同 じ考え方を採用 していたこと

（ア）我が国では，昭和45年 策 定 の安全設 計審査指針 （乙A第11号 証）が

「その敷地 お よび周辺 地域 において過去の記録を参照に して予測 され る
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自然条件の うち最も苛酷 と思われ る自然力に耐 え得 るような設計である

こと」などと定めていたよ うに，従来か ら発生可能性の高低によらず，

過去の地震津波を始め とす る記録か ら科学的に見て想定できる最 も過酷

な 自然現象に耐え得 る設計であることを求めてお り，その趣 旨内容は，

その後の同指針 の改訂 により変わるところはなかった。そのため，津波

に関す る原子力規制の実務では，津波評価技術が公表 される以前か ら，

既往津波の観測記録 に限らず，数値シ ミュレーシ ョンによる予測手法を

用いるな ど，その時々の最新の科学的知見に基づいて，科学的に見て想

定できる最大規模の津波に対する安全性 を評価 してきた。

（イ）そのよ うな中で，前記アの とお り，平成14年2月 に，土木学会 か ら，

最新 の津波評価手法である津波評価技術の考え方が公表 された ところ，

その考え方は，審議会等の検証に耐 え得 る客観的かつ合理的根拠が伴 う

科学的知見に基づいたものであっただけでなく，原子炉施設 に用いるこ

とを踏まえた安全寄 りの考え方 となっていたことから，原子炉施設の津

波に対す る安全性 を評価する基準 として合理的なものであった。そのた

め，各電気事業者 は，津波評価技術が発表 された後に，その考え方に基

づいて自主的に津波評価 を行って，保安院にその津波評価の結果を報告

してお り（甲A第2号 証381ペ ー ジ，第35号 証），原 子力規制機 関 も，

そ の後 は，実際の原子炉の設置許可処分に先立つ審査の際に，津波評価

技術の考え方 と同様の考え方 を用いて津波 に対す る安全性を確認 してい

た（丙B第31号 証7ペ ー ジ，第67号 証3ペ ー ジ，第81号 証）。 その

ため，津波評価技術 の考え方は，津波評価技術が発表 された平成14年

2月 以降，事実 上，原子力規 制 にお ける津波に対す る安全性の審査又は

判断の基準 となっていたといえる。

（ウ）その後，保安院は，原子力安全委員会 における耐震設計審査指針の改

訂 に向けた議論の動向を注視 し，平成18年5月 ，新た な指針 の原 案が
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取 りまとめられたのを受けて，既設炉 に対 してもバ ックチェックを実施

す ることが重要であると考え，あ らか じめ審議会 （耐震 ・構造設計小委

員会）にかけて確認基準 （以下 「バ ックチェックルール」 とい う。）を準

備するとともに （丙B第82号 証）， 同年9月19日 に原子 力安全委 員会

が耐震 設計 審査指針等の耐震安全性 に係 る安全審査指針類 （平成18年

耐震設 計審 査指針 。 丙A第10号 証 の2） を改訂 す るや ， 同月20日 に

は，各事 業者 に対 し，策定 したバ ックチェックルール に基づいて耐震バ ッ

クチェックの実施 とそのための実施計画の作成 を求めた （甲A第2号 証

388ペ ー ジ，乙A第5号 証）。

このバ ックチェ ックルール は，当然のことなが ら津波に対す る安全性

の確認基準 も含めて定められていた ところ，実質的には，津波評価技術

の考 え方 を踏 まえて作成 された ものであ り（甲A第2号 証389ペ ー

ジ），実質 的 には津波評 価技術 の考 え方そのものを採用 した ものであっ

た （丙B第31号 証，第83号 証4，5，39な い し41ペ ー ジ）。

（エ） この よ うに，原子力規制では，福島第一発電所事故以前か ら，津波評

価技術の考え方 と同様の考え方を津波に対す る安全性の審査又は判断の

基準 として採用 していたものである。

（2）波源設 定に関す る津波 評価技術の考 え方の内容及びその科学的合理性 につ

いて

ア 本件においては，前記第1の1の とお り， 「長期 評価 の見解 」 に基づい

て，歴史的 ・科学的根拠を有す る明治三陸地震の波源モデルを，明治三陸

地震が発生 した三陸沖の海溝寄 りの領域ではなく，福島沖の海溝寄 りの領

域に設定 して津波の解析をすべきであったか どうかが問題 となっているた

め，本件においては想定津波の波源の設定に係 る審査又は判断の基準の考

え方が検討 され るべきである。

イ そこで，原子力規制の審査又は判断の基準 と同様の考え方である津波評
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価技術の波源設定についての考え方 を見るに，津波評価技術では，福島第

一発電所の立地を含む 「太平洋沿岸の ようなプ レー ト境界型の地震が歴史

上繰 り返 し発生 している沿岸地域については，各領域で想定 される最大級

の地震津波 をすでに経験 しているとも考えられるが，念のため，プレー ト

境界付近に将来発生す ることを否定できない地震に伴 う津波を評価対象 と

し，地震地体構造の知見を踏まえて波源 を設定す る」， 「波源設定のため

の領域 区分は，地震地体構造の知見＊5に基 づ くもの とす る」 （甲A第26号

証 の2・1－31，1－32ペ ー ジ）とい う考 え方 が示 され ている。すな

わち，津波評価技術では，以下の図表1の とお り，① 地震 は 同 じ領域 で繰

り返 し発生するとい う地震学の一般的な考 え方に基づいて，具体的な歴史

的 ・科学的根拠 を有する既往地震の波源モデルを全て構築 した上で，②近

似す る地体構造 （プ レー トの沈み方，海底構造，堆積物な ど）を有す る領域

では同様の地震が発生す るとい う地震学の一般的な考え方 に基づいて，そ

の既往地震が発生 した領域だけでなく，地震地体構造の知見に照 らして，

その既往地震が発生 した領域 と近似性がある領域にもその波源モデル を設

定 して津波の高さを算出 し，その中で特定のサイ トに最 も影響を与 える津

波を想定津波 とす るとい う考え方が採用 され ているのである（丙B第30

号証6な い し14ペ ー ジ）。

＊5地 震地体構造の知見とは，地震の規模 と頻度の関係，震源深 さの分布，震源モデルなどの地震

の起 こり方に共通性のある地域 ごとに区分 し，それ と地体構造 （テク トニクス）の関連性を明らか

にする研究分野 （地震地体構造論）に関す る知見のことである（甲A第340号 証2ペ ージ参照）。
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［図 表1］
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過去に津波を引き起こした地震を基準にしつつ，津波学・地震学の見地から，

地震地体構造を踏まえた領域ごとに基準断層モデルを設定し，最も影響が大

きくなる条件で想定津波を算出（パラメータスタディを行うことで算出結果は既

往津波の平均痕跡高の約2倍 となる）
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信頼性のある波源モデルの

構築が可能な既往津波が存

在する場合，全て波源として

取扱い，領域ごとに基準断層
モデルを設定する

既往津波が存在しない場合も，

地震地体構造の知見を踏ま

えた場合に，将来，発生が否

定できないとする客観的かつ

合理的根拠があれば基準断

層モデルを設定する
※今村教授意見書（丙B第30号 証

6な いし14ペ ー ジ）参照

このよ うに，津波評価技術の考え方は，既往津波の発生が確認 されてい

ない領域であって も，地震地体構造の知見を踏まえて波源の設定をするも

のである。そ して，かかる考え方が，地震学の見地か ら正当なものである

ことについては，佐竹教授の意見書 （丙B第100号 証 ）におい て， 「津波

評価 にお け る波源設定に当たっては，既存の地震地体構造区分を参照 しつ

っ，地震発生状況等のほか，最新の地形 ・地質学的，地球物理学的知見を

考慮 して，合理的な波源設定をす る必要がある。 （中略）地体構造の同一性

・共通性 を根拠付けるデータがないのに，別の領域 区分にお ける既往の断

層モデル を単純に移 して数値解析を して も，精緻な解析 とはな らず，解析

結果を原子力施設の対津波設計の基準に用いることはできない。 （中略）既

往津波の発生履歴が確認できない領域 を含めて，地震地体構造の知見に基
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ついて波源の設定を検討することは，本件事故前後を問わず，既往津波に

とどま らず，安全寄 りに波源を設定す る上で合理的な方法である。む しろ，

地震地体構造の知見を十分検討せず して，既往津波の発生履歴が確認でき

ない領域に合理的な波源 を設定す る方法はない と考 えられ る。」 （同号証

2，3ペ ー ジ）と述 べ られ てい る ところである。

ウ 以上の とお り，津波評価技術の波源モデルの設定に係 る考 え方は，地震

学の一般的な知見に基づいたものであ り，審議会等の検証に耐 え得る程度

の客観的かつ合理的根拠を有する考 え方であった。そ して，この津波評価

技術 の考え方の下で歴史的 ・科学的根拠を有する既往地震の波源モデル を

その既往地震の発生 した領域 と異なる領域に設定す るためには，当該既往

地震の発生 した領域 とその波源モデルを設定す る領域 が近似するとい うこ

とが地震地体構造の知見によって示 されていることが必要 となることにな

る。，

（3）原子 力規制 機関が用 いて きた波源設定の審査又は判断の基準が安全寄 りの

基準であったこと

原子力規制機 関が波源設定の審査又は判断基準 として用いていた津波評価

技術の波源設定の考え方は，以下のア及びイのとお り，客観的かっ合理的根

拠を伴った波源設定の科学的知見を全て取 り込むことができる安全寄 りの基

準であ り，高度な安全性が求められ る原子炉施設の基準 としても合理的なも

のであった。

ア 津波評価技術の波源設定の考え方は，原子力発電所の安全性評価に用い

られるという特殊性を踏まえて，一般防災では決定論的安全評価に取 り込

まれない地震 ・津波をも取 り込むものであったこと

波源設定の審査又は判断の基準 （波源設定に係 る津波評価技術の考 え方）

が安全寄 りの考え方であったことについては，被告国第18準 備書 面第4

の4（2）イ （エ）（68ペ ー ジ）におい て指摘 した福 島県東方沖地震や延宝房総

27



沖地震 のほか昭和三陸地震な どが，津波評価技術の考え方の下では津波の

評価 をする際に取 り入れ られ ることになる一方で，同じく決定論的手法を

用いて津波防災対策の検討 を行 った 日本海溝 ・千島海溝報告書 （乙A第9

号証）の下 では取 り入 れ られ なかったこととの違いか らも明らかである（図

表2） 。

［図表2］

津 波 評 価 技 術 の 想 定 が 安 全 寄 りで あることの 例 ① 甲A第26号 証の2・1－5gページより

丙A第26号 証 の2・59，62ペ ージより

福島第一発

e

7

戸亨い

繍 の
1896年 明 治 三 陸

地 震 （Mw8、3） ’じ∧^

1933年 昭和 三陸

膿 （Mw8・6） 曇

w1侮

瓢ご 護

1繰 り返 し発生

， 「・仰 能性低い

所1繰 り返し発生の可能性低い

ぽ 薮鰹轟鷲なし1

津波評価技術の考え方は，既往地震のうち，信頼性のある波源モデルの構築

が可能なものであれば，繰り返し性が確認できないものも波源として取り込む

イ 津波評価技術の波源設定の考え方は，地震地体構造の知見を考慮 して，

既往地震の発生領域以外の領域にも波源モデルを設定することで，「既往

最大」の津波ではなく，「想定できる最大規模の津波」を評価するもので

あったこと

津波評価技術の波源設定の考え方が安全寄りの考え方であったことにっ
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いてさらにふえんすると，津波評価技術の波源設定の考え方では，前記 （2）

の とお り，波源 の設定 につい ては地震地体構造の知見 も考慮することにな

るため，津波評価技術では，第一種地震空 白域＊6である との見解 が有 力 に

主張 され るな どしていた 日本海東縁部の領域については，地震地体構造の

知見を踏まえた議論がなされた結果，図表3の とお り，過 去 の地震 の発生

履歴 のある領域 と，それのない地震空 白域 とを含 めた全域が地震の活動域

であるとされ，この全域内で北海道南西沖地震クラス （モーメン トマグニ

チ ュー ド 〔Mw〕7．8） の地震 に よる津 波が発 生す る可能性 があるもの

として基準断層モデルの設 定が されてい る（甲A第26号 証 の2・1－6

1ペ ー ジ）。 その結果 ，津波評価技術の考え方は， 「既往最大」ではなく，

地震地体構造の知見に基づいて 「想定 され る最大規模の津波」を評価す る

とい うもの となっているのである。

＊6科 学分野における第一種地震空白域の議i論状況等については佐竹教授の意見書 （4）（丙B第51

号証）参照。
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［図表3］

津波 評価 技術の想 定が 安全寄 りであることの例 ② 甲A第26号証の32－67ペ ージ

津 波 評 価 技 術 に お け る 日 本 海 東 縁 部 の 取 扱 い2－7° ぺ一ジより
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（4）小 括

以 上の とお り，原子 力規制機関が津波に対す る安全性に係 る審査又は判断

の基準 として取 り入れていた，津波評価技術の波源設定の考え方は，審議会

等 の検証に耐 え得 る程度の客観的かつ合理的な科学的根拠 を伴 う考え方で

あっただけでなく，原子力発電所が高度の安全性 が求め られる施設であるこ

とを踏まえて，安全寄 りに波源モデルを設定するとい うものであった。 した

がって，原子力規制機 関が，波源モデルの設定に係 る審査又は判断の基準 と

して，津波評価技術 の波源モデルの設定の考え方 と同様 の考え方を採用 して

いた ことは合理的であった とい うべきである。

そ して，この波源モデルの設定に係 る審査又は判断の基準の下で，歴史的
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・科学的根拠を有する既往地震の波源モデルをその既往地震の発生 した領域

と異なる領域に設定するためには，当該既往地震の発生 した領域 とその波源

モデル を設定す る領域が近似するとい うことが地震地体構造の知見によって

示 されていなければならないことになる。

4被 告 国に予見可 能性が認 め られ るためには，波源設定に係る審査又は判断の

基準 との関係で，三陸沖北部か ら房総沖にかけての領域を一体 とみなす 「長期

評価の見解」が，審議会等の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠によっ

て裏付けられた地震地体構造の知見 といえなければな らないこと

原告 らは，被告国が， 「長期評価 の見解」が存在 していたことによって，歴

史的 ・科学的根拠 を有する明治三陸地震の波源モデルを，明治三陸地震が発生

した三陸沖の海溝寄 りの領域ではなく，福 島県沖の海溝寄 りの領域に設定 して

解析 した結果算出 される津波を予見す る義務を負 っていたと主張 している。

前記3の とお り， 「地震 地体構 造 の知見を踏まえて波源 を設定す る」 とい う

津波評価技術の考え方は，近似する地体構造を有する領域では同様の地震が発

生 し得 るとの地震学の一般 的な考え方 に基づ くものであ り，「既往津波の発生

履歴が確認できない領域を含 めて，地震地体構造の知見に基づいて波源の設定

を検討することは，本件事故前後を問わず，既往津波にとどま らず，安全寄 り

に波源 を設定する上で合理 的な方法であ」 り， 「地震地体構造 の知見を十分検

討せず して，既往津波の発生履歴が確認できない領域に合理的な波源を設定を

す る方法はない と考えられ る」 ものであるから（丙B第100号 証3ペ ー ジ），

波源 モデル の設 定 に係 る審査又は判断の基準の下で，既往地震の波源モデル を，

その既往地震が発生 した領域 とは異なる領域に設定するためには，当該既往地

震の発生 した領域 とその波源モデル を設定する領域が近似す るとい うことが審

議会等での検証に耐え得 る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付 けられた地震地

体構造の知見によって示 されていなければならないことから，被告国において

原告 らが主張する予見義務 を負っていた とい うためには，三陸沖の海溝寄 りか
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ら房総沖の海溝寄 りまでの領域を一体 とみなす 「長期評価の見解」が，三陸沖

の海溝寄 りの領域 と福島県沖の海溝寄 りの領域が近似性のある領域であること

を示す地震地体構造の知見 として，審議会等での検証に耐 え得る程度の客観的

かつ合理的根拠によって裏付けられていなければな らないことになる。

そのため，以下では，「長期評価の見解」が公表 された平成14年 当時，三

陸沖の海 溝寄 りの領域 と福 島県沖の海溝寄 りの領域の地体構造が同一であると

す る地震地体構造の知見は皆無であったため，福島第一発電所の津波に対する

安全性 を評価す るに当たって，福島県沖の海溝寄 りの領域に明治三陸地震の波

源モデルを置かなかったことが合理的であったことを述べた上で （後記第4） ，

原 子力規制機 関は， その よ うな地震地体構造の知見の状況 も踏まえて 「長期評

価 の見解」について適時適切に調査 を行った結果， 「長期評価の見解」は客観

的かつ合理的根拠 に裏付け られた地震地体構造の知見ではないことが明 らかに

なったため，「長期評価の見解」は従前の福島第一発電所の津波に対す る安全

性の評価を見直す必要性を生 じさせ るものではない と判断 していたことについ

て主張する（後記第5） 。

第4il’ 長期評価 の見解」 が公 表 され た平成14年 当時，三 陸沖の海溝寄 りの領 域

と福島県沖の海溝寄 りの領域の地体構造が同一であるとす る科学的知見は皆無

であったため，福島第一発電所の津波に対する安全性を評価するに当たって，

福島県沖の海溝寄 りの領域 に明治三陸地震の波源モデルを置かなか ったことは

合理的であったこと

1「 長期評価 の見解」 が公表 され た平成14年 当時， 明治 三陸地震が発 生 した

三陸沖の海溝寄 りと福島県沖の海溝寄 りでは地体構造が同一であるという知見

は皆無であったこと

（1）海溝寄 りを含む福 島県沖の領域においては，三陸沖の海溝寄 りとは異な り，

マグニチュー ド8ク ラスの大地 震が発生す る可能 性は低いと考えられていた
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こと

ア 平成14年 当時を含 む福 島第一発電所事 故前において，海溝寄 りを含む

福島県沖の領域において発生する地震については，最大 でも塩屋埼沖で発

生 した福島県東方沖地震 （昭和13年 ）の よ うなマ グニチ ュー ド7．5ク ラ

スで ある とい う考 え方 が支配的であった。この点については，福島第一発

電所事故後に松澤教授 が公表 した論文 （松澤暢 「なぜ東北 日本沈み込み帯

でM9の 地震 が発 生 しえたのか ？一われ われはどこで間違 えたのか ？」〔平

成23年11月 〕 〔丙B第7号 証〕 ）に端 的に記 され てお り，同論文では，

本件地震発生前は， 「比較沈み込み学」が展開 され，海洋側の沈み込むプ

レー トとその上盤 の大陸プ レー トの固着の強さと地震の大きさの関係 に関

し，海洋側の沈み込むプ レー トが若 いか否かに よる差異 について，「若い

プ レー トが沈み込めば浮力が働いて，上盤側である陸のプ レー トとの固着

が強 くなって大きな地震を生 じやすいが，古いプレー トは冷たくて重いの

で沈み込みやす く，上盤側 と強 くは固着できないと考えられていた。東北

地方南部のように1億 年以 上 もの古 いプ レー トが沈 み込んでいる場所で，

M9の 地震 が発 生 して い る例 は過去 に知 られていなかったため，この領域

は固着が弱 くて，M9の 地震 はお ろか，M8の 地震 す らめった に起 こせ な

い と考 えられていた。一方，1990年 代末 か ら2000年 代初頭 にか け

て のGPSデ ー タの解析 か ら，東 北地方 中央部か ら南部にかけての領域で

は， （中略）宮城県沖か ら福 島県沖にかけての領域が，ほぼ100％ 固着 し

て い る とい う結果 が得 られていた」が，「国土地理院の約100年 の測地

測量 の結 果で は， （中略）仮に一時的にプレー ト境界の固着が強まって歪エ

ネルギーを蓄えても，それは100年 以 内の再来 間隔で生 じるM7～M8

弱 の地震で解消 され るこ とを示 唆 していた。また，宮城県沖から福島県沖

にかけては，（中略）小 さな地震 を頻繁に発生 させて，歪を解消 させている

と考 えられた。jこ と， そ して ， 「2000年 代 後 半以 降 のGPSデ ー タ
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か らは，宮城県沖から福島県沖の固着状況はかな り緩んでいるとい う結果

が得 られていた。」ことが指摘 され てい る（丙B第7号 証1022，10

23ペ ー ジ）。

また，同論 文 では，地震時に大きなすべ りを生 じる場所はあらか じめ決

まってい るとい う 「アスペ リテ ィ ・モデル」＊7と呼 ばれ る考 え方 が198

0年 頃に提 唱 され ，2003年 の十勝 沖地震 によってアスペ リティ ・モデ

ルは基本的には正 しい と考 えられ るようになった ところ（丙B第7号 証1

022ペ ー ジ），宮城 県沖 か ら福 島県 沖の海溝付近では小 さなアスペ リティ

さえない と考え られていたことも指摘 されてい る（丙B第7号 証1026

ペ ー ジ）。 そ のた め，松澤 教授 は，その意見書においても，海溝寄 りを含

む福島県沖の領域 においては，マグニチュー ド8ク ラスの大 地震が発生す

る可能性 は低い とい う考 え方が支配的であった旨述べている（丙B第23

号証6ペ ー ジ）。

イ 前記松澤教授 の論文に記載 されている内容については，政府事故調査委

員会最終報告書 （甲A第3号 証303ペ ー ジ）にお いて， 「当委員 会 におい

て，複数の地震学者 に東北太平洋沖地震発生以前の地震 ・津波に関す る地

震学者の考 え方等について ヒア リング した結果，以下のとお りおおむね一

致 した見解が得 られた。 （中略）多 くの地震学者か ら 『比較沈み込み学』が

受容 され るの と同時に，地震は過去に発生 したものが繰 り返すものであ り，

過去 に発生 しなかった地震 は将来 も起 こらない とす る考え方が一般 的で

あった。そのため，福島県沖で発生す る可能性のある地震については，陸

寄 りの領域 においては，平成14年 頃の 時点 では，過去約400年 間の記

＊7ア スペ リテ ィ とは，普段は強 く固着 してい るが，地震 時 には大 き くすべ る領域 をい う（丙B第7

号証1022ペ ー ジ）。
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録に基づき，最大でも塩屋崎沖で発生 した福 島県東方沖地震 （昭和13年 ）

の よ うなM7．5ク ラス と されてい た。 平成20年 頃 か らは，貞観 地震 の

波源 モデル が徐々に明らかにされつつ あったが，依然 として福 島県沿岸 に

貞観地震によりどの程度の津波が来襲 し，また，地震波源が どこまでの広

が りを持つ ものであったかは必ず しも明確でなかった。」 と記 されている

ことからも裏付けられているところである。

ウ このように，海溝寄 りを含む福島県沖の領域 は，明治三陸地震が発生 し

た三陸沖の海溝寄 りとは異な り，マグニチュー ド8ク ラス の大 地震 が発生

す る可能性 は低いと考えられてお り，海溝寄 りを含む福島県沖の領域 と三

陸沖の海溝寄 りが地震地体構造上近似 している とは考 えられていなかっ

た。

（2）平成14年 当時，津波地 震は特定の領域 や特定の条件下でのみ発生する極

めて特殊な地震であると考 えられてお り，明治三陸地震クラスの津波地震が

福島県沖で発生する可能性があるとす る見解は皆無であったこと

ア 津波地震 とは，長年 にわたってその研究 を続 けてきた谷岡教授が述べる

とお り，地震 の規模の割に大きな津波を発生 させ る地震の ことをいい，後

に，阿部勝征氏は，津波マ グニチュー ド（Mt）が表 面波マ グニチ ュー ド（M

s）よ りも0．5以 上大 きい もの を津波地震 と定義づ けている（丙B第58

号証3ペ ー ジ）。

我 が国で発生 した津波地震 としては，明治三陸地震がこれに当たるもの

と考えられてお り，金森博雄氏，深尾良夫氏，瀬野徹三氏のほか，谷岡教

授や佐竹教授，松澤教授な ど多 くの研究者 がそのメカニズムに関する研究

を行ってきた ところ，谷岡教授は，その意見書 において，福島第一発電所

事故前の地震学 ・津波学の学術分野における研究の進展状況について説明

し（丙B第58号 証5な い し14ペ ー ジ）， 「総 じて， 明治 三陸地震の よう

な津波地震は，限られた領域や特殊 な条件が揃 った場合にのみ発生 しうる
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とい うものが大勢 を占めていた と言 えます。それは，それだけ明治三陸地

震が他のプ レー ト間地震 とは違った異質なものであったため，そのメカニ

ズムを解明するための材料が少なく，一般化が難 しい ものと理解 されてき

たためで した。」 （丙B第58号 証14ペ ー ジ）と述べてい る。

イ そ して，平成14年 当時 にお ける津 波地震 に関す る支配的見解 も前記の

ようなものであったことについては，谷岡教授及び佐竹教授が公表 した論

文 （谷 岡勇市郎，佐竹健治 「津波地震は どこで起 こるか 明治三陸津波か

ら100年 」 〔平成8年 〕 〔丙B第21号 証〕，以 下 「谷 岡 ・佐 竹論 文」 と

い う。）が多 くの支持を集 めていたことか らも裏付 けられてお り，同論文

では，北緯39度 以南及 び40度 以北 では海溝 か ら相 当陸寄 り（東経14

2度 付近）で典型 的 なプ レー ト間の大地震 が発生 してい るのに対 し，その

間の北緯39度 か ら40度 の間で は典型 的なプ レー ト間大地震は起きてい

ないことに着 目す るとともに，海溝から海側 の海底の起伏に注 目すると，

明治三陸地震が発生 した地点では，その他の地点に比べて海底面の起伏が

大 きい 「粗い」海底面であ り，地塁一地溝構造 （ホルス ト・グラベ ン構造）

が発達 していることに着 目し，「海側の海底が粗い ところでは，海溝近 く

で津波地震，海溝の東側で正断層型大地震が発生 し，海溝か ら陸寄 りで低

角逆断層型のプ レー ト間大地震は発生 しない。一方，海溝の東側の海底が

なめらかなところでは，海溝から陸寄 りで典型的なプ レー ト間大地震が発

生 し，海溝近 くでの異常な津波地震は発生 しない。」 （丙B第21号 証57

9ペ ージ）と述 べてい る。

そ して ，同論文では，典型的なプ レー ト間大地震 が発生 している 「なめ

らかな」海底面では，柔 らかい堆積物が多 く存在することか ら，プ レー ト

の上盤 と下盤の接触が弱いため，海溝近 くのプ レー ト境界では地震が発生

せず，更にプ レー トが沈み込む ことによって陸寄 りの部分でプ レー トの強

い固着を生み，典型的なプ レー ト間大地震を発生 させ ると考えられ るのに
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対 し，「粗い」海底面では，地溝に堆積物を満載 した状態で海溝 に沈み込

み，地塁が上盤 のプ レー トに接触 して地震 を引き起 こすものの，その断層

運動はす ぐに周辺の柔 らかい堆積物の中に吸収 され，ゆっくりとした断層

運動 となるため，津波地震 となる とし，前記の考 えによれば， 「日本海溝

沿いに発生する大地震の発生パター ンを うまく説明でき，明治三陸津波地

震の発生機構 も理解できる」 としてい る（丙B第21号 証580ペ ー ジ）。

す なわ ち，谷 岡 ・佐竹論文においては，明治三陸地震が発生 した場所付

近の海底には凸凹があ り，へこんでいる部分には堆積物が入 る一方で，凸

の部分 （地塁）には堆積物が溜まらず，陸側のプ レー トとより強 くカップ リ

ング（固着）す るため，そのよ うな場所では，海溝付近でも地震が発生 し，

津波地震になる。他方，海底地形に凸凹がない ところでは堆積物が一様 に

入 って くるので，堆積物の下ではカ ップ リング（固着）が弱 くなって地震を

起 こしにくい として，津波地震が特定の場所で発生す るとい う見解が示 さ

れていたのである（甲A第186号 証24ペ ー ジ）。

ウ その よ うな 中で，文部科学省所管の独立行政法人海洋研究開発機構 （J

AMSTEC＊8） は，海 底の深部構 造 を調査 して地震や津波の発生 メカニズ

ムを解明す るため，平成7年 か ら構 造探査 を開始 し，平成9年 か らは海溝

型 巨大地震 の発 生過程 を解 明するため，段階的に構造探査 システムを増強

しなが ら累次の調査を遂げ，重要な知見を多 く公表 していた ところ（平成

21年 三 浦誠 一rJAMSTECに お け る地殻 構造探査 システ ムの変遷」

＊8独 立行政法人海洋研究開発機構は，従前の認可法人海洋科学技術センターが，平成16年4A，

海洋研究船の運航業務の一元化の観点か ら，東京大学海洋研究所の組織 の一部（研究船及びその

運航組織）を統合 して新たな独立行政法人 として発足 した独立行政法人であ り，平成27年4月

から国立研究開発法人海洋研究開発機構 に名称変更 している。
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〔丙B第84号 証〕），平成13年 に公表 された調査結果 （三浦誠一ほか 「日

本海溝前弧域 （宮城沖）における地震学的探査 一KY9905航 海 一」 〔2

001年 〕 〔丙B第18号 証〕）で は，「1999年7． 月か ら8月 にかけて，

日本海溝 ・宮城県 沖前弧域にて海底地震計 （OBS） とエアガ ン を用 いた深

部 構造 探査 を実施 した」結果 について， 「探査概要 と取得 したデータの照

会お よび暫定的な解析結果」の報告がされてお り（同号証145ペ ー ジ），

そ の 中で， 「日本海溝 の南北である三陸沖および福島沖で詳細な構造探査

が行われ，海溝軸近傍お よびプ レー ト境界部の低速度領域の存在，プ レー

トの沈み込み角度 など，南北での違いが明 らかになってい る。」 （同号証

146ペ ー ジ）との報告 が され てお り，平成14年 当時，三 陸沖 の海 溝 寄

りの領 域 と福島県沖の海溝寄 りの領域では，津波地震の発生メカニズムに

影響 を与えると考えられていた海底の深部構造が異なっているとい う事実

関係 も明 らかにな りつつあった。 ちなみに，後述す る鶴博士 らの論文 （丙

B第19号 証 の1，2） も， 同 じくJAMSTECに よる構 造探査研 究 の

成果物 で ある。

エ このよ うに，平成14年 当時，津波 地震 は，三陸沖 の海溝寄 りの領域の

ような，特殊な海底構造 を有する領域でのみ発生する極めて特殊 な地震で

あるとい う考 え方が支配的であった ところ，福島県沖の海溝i寄りの領域 は

その よ うな海底 構造 を有 していないことが明らかにな りつつあったことか

ら，三陸沖の海溝寄 りの領域 と福島県沖の海溝寄 りの領域 とは地震地体構

造上近似 しているとは考えられていなかった。

2津 波評価技術 では ，その 策定 当時の科学的知見の集積を踏まえて，客観的か

つ合理的根拠に裏付けられた科学的知見の評価を した結果，福島県沖の海溝寄

りの領域と三陸沖の海溝寄 りの領域では地体構造が異なると判断されていたこ

と

（1）津波評価技術 で は，前記脚 注4で 述 べ た とお り，津波 の評価 についての考
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え方が示 されているだけでなく，当時の科学的知見の進展状況 を踏まえて，

その津波評価の考え方か ら導かれる各領域の波源モデルの例 も示 されている

ところ （甲A第26号 証 の2・1－59ペ ー ジ）， その波源 モデル の例 は，前

記1で 述べ た当時 の地震 地体構 造 の最新の知見を踏まえて作成 された もので

あった。

すなわち，津波評価技術では，日本海溝沿いの地震地体構造の知見 として，

いわゆる萩原マ ップが参照 されているが （甲A26号 証 の2・1－32ペ ー

ジ）， これ は，平成3年 に公表 され た もので あ り， 同年 か ら津波評価技術が

公表 された平成14年 までに明 らか とな った地震 地体構造 に関する知見は反

映 されていなかったため＊9，「（引用者 注 ：萩 原 マ ップの）地震地体構造区分

図は，地形 ・地質学的あるいは地球物理学的な量の共通性 をもとに した比較

的大きな構造 区分で とりま とめ られているが，過去の地震津波の発生状況を

みると，各構造区の中で一様に特定の地震規模，発生様式の地震津波が発生

してい るわけではない。そこで，実際の想定津波の評価 にあたっては，基準

断層モデルの波源位置は，過去の地震の発生状況等の地震学的知見等 を踏ま

え，合理的 と考えられ るさらに詳細に区分 された位置に津波の発生様式に応

＊9萩 原 マ ップ に よる 日本海溝 沿 いの区分 が，最新 の知見 を反 映 していな かった点 につ いては，津

波 評価 技術 策 定の一 年後 に，地 震 地体構 造 と して最新 の知 見 を反 映 させ た いわ ゆる垣 見 マ ップ

（丙B第17号 証391ペ ー ジ参 照）が公表 され てい ることか らも明 らかであ るほか，佐竹 教授が ，

千葉地裁 にお け る証人尋 問にお いて，津波評 価技術 にお いて地震地体構 造 区分 に基づ く としなが

らも更 に合理 的な理 由で詳 細に 区分す る とされてい るこ とにつ いて問われたの に対 し， 「それ は，

地震地体構造 図が最新 の ものでは なか ったか らとい うことだ と思い ます」 と証言 し（甲A第188

号証23ペ ー ジ），その詳細 を意 見書 （2）（丙B第16号 証1，2ペ ー ジ）で指摘 してい るこ とか ら

も裏付 け られて いる。
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じて設定す ることができるもの とす る」 （甲A第26号 証 の2・1－32，

1－33ペ ー ジ）と して，津波 評価 技術策 定当時の最新の地震地体構造 の知

見を踏 まえて基準断層モデルの波源位置を定めることを許容 していた。その

ため，津波評価技術は，萩原マ ップ公表後に公表 された前記1の 谷 岡 ・佐 竹

論 文 な ど最 新 の地震地体構造に関する知見を反映 させて， 日本海溝沿いの波

源モデルの例を作成 した。その結果，津波評価技術では，前記1の とお り，

福 島県 沖の海 溝寄 りの領域 と三陸沖の海溝寄 りの領域の地体構造が同一であ

るとい う科学的知見は皆無であるとい う状況を踏まえて，図表4の とお り，

福 島県 沖の海 溝寄 りの領域に明治三陸地震の波源モデルは設定 しなかったも

のであ り，かかる波源の設定に関する考 え方は，前記三浦 らの海底地形構造

の調査結果などの最新の科学的知見によっても裏付け られ るものであった。

（2）この よ うに，津波評価 技術 では，策定当時の客観的かつ合理的根拠に裏付

けられた最新の地震地体構造の知見を評価 して， 日本海溝沿いの波源モデル

の例が作成 された結果，その波源モデルの例では，福 島第一発電所 に到来す

ると想定 され る最大規模 の地震津波は，図表4に 示 す とお り，福 島県東方 沖

地震 の領域で発生す るモーメン トマグニチュー ド（Mw）7．9の 規模 の地震
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による津波＊1°で あ るとされ ていた もので あ る。

そ して，原子力規制機 関は，津波評価技術が発表 された平成14年2月 以

降， この よ うな津波評価 技術 の波源モデルの例の性質 を踏まえて，この波源

モデルの例が，波源設定に係 る審査又は判断の基準に適合 したものであると

判断 して，その波源モデルの例を前提に，福 島第一発電所の津波に対する安

全性 を評価 していたものである（後記第5で 述べ る とお り，同月後 に公 表 さ

れた 「長期評価の見解」は，被告国が，同知見について適時適切 に調査を行っ

た結果，その基準の適合性の判断を見直す必要を生 じさせ るような科学的知

見ではない と判断 されるものであった。）。

＊10か か る地震津 波が， 「既往最 大」 に とらわれ ず，科学的根拠 に基づいて 「想定 され る最 大規模 の

地震津波 」で ある ことにつ いては，従前 の既往最大 がチ リ地震 の際 に小名 浜港で確認 され た0．

P． ＋3，122メ ー トル の津 波で あったの に対 し，津波評価技 術で想 定 され る津波高 さが福 島

第一発 電所 事故 直前の時点 でO．P． ＋6．1メ ー トル となっていた こ とか らも裏付 け られ てい

るほか，既 往 地震 と して の福 島県東方 沖地震 の際に確認 され た津 波高 さは小名 浜港 で0．P． ＋

1．07メ ー トル とされ てお り， この点 との比較 か らも，津波評 価技術 に よって導 き出 され た津

波 が， 「既 往最 大」 に とらわれ ない もので あった ことが一層 明 らかで ある とい え る。ま た，津波

評価 技術で は，基準断層モ デルの波源位 置 は，萩原 マ ップ後 に示 され た最 新の知見 を踏 ま え，合

理 的 と考 え られ る更 に詳細 に 区分 され た位 置 に津波 の発 生様式 に応 じて設 定す る とされ た ところ，

福 島県沖 の領 域の 区分 は，後 に公表 された垣見 マ ップ （丙B第17号 証）とも整合す る もので，最

新 の地震地体構造 の区分 とも軌を一にす るものであった。
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［図表4］

平成14年2月 「津波評価 術 （土木学会作成）

過去に津波を引き起こした地震を基準にしつつ，津波学・地震学の見地から，

地震地体構造を踏まえた領域ごとに基準断層モデルを設定し，最も影響が大

きくなる条件で想定津波を算出（パラメータスタディを行うことで算出結果は既

往津波の平均痕跡高の約2倍 となる）

“ ぱ ヨ弓年 明 治 三陸

’曇∵藁講 欝 ≡
くなる津波 は福島 県東方沖地震

の領域 で発生する可能性があ

るMw7．9の 規模 の地震 による

津波で，最終的な最大想定津

677年 延宝房総沖 波 は高さ6．1メ ートル （1～4号

＋劃8』L瞥 要建屋敷地高は1°メート

第5被 告 国 は， 「長 期評 価 の見解 」 について適時適切に調査を行った結果，「長

期評価の見解」は，客観的かつ合理的な根拠によって裏付けられた地震地体構

造の知見ではなく，従前の福島第一発電所の津波の安全性に係る審査又は判断

の基準の適合性を見直す必要が生じる科学的知見ではないと判断 していたとこ

ろ，その判断は当時の科学的知見の進展状況に照らして合理的であったといえ

るから，被告国の規制権限の不行使が著 しく不合理とされる余地はないこと

1は じめ に

（1）被 告 国が原告 らが主張す る予見義務を負 うとい うためには，前記第3の4

の とお り，三陸 沖の海溝 寄 りか ら房総沖の海溝寄 りまでの領域 を一体 とみな

す 「長期評価の見解」が，三陸沖の海溝寄 りの領域 と福島県沖の海溝寄 りの

領域が近似性のある領域であることを示す地震地体構造の知見として，審議
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会等での検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠によって裏付けられて

いなければならないが，被告国は，前記第4で 述 べた 「長期評価 の見解 」が

公 表 されるまでの科学的知見の進展状況 も踏まえて，「長期評価の見解」の

合理性 について適時適切 に調査 した結果， 「長期評価 の見解」は審議会等の

検証に耐え得 る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付けられた科学的知見であ

るとの判断には至 らなかったため，この知見は，津波評価技術 と同様の考え

方に基づいて された福島第一発電所の波源設定の審査又は判断の基準の適合

性 を見直す必要性が生 じるような科学的知見ではない として，原子力規制に

取 り込んでこなかったものである。

（2）そ こで，以下 では，原 子力規制機関は，この 「長期評価の見解」について

適時適切に調査 をした結果， 「長期評価 の見解」が，三陸沖の海溝寄 りの領

域 と福島県沖の海溝寄 りの領域が近似性のある領域であることを示す地震地

体構造の知見 として，審議会等の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根

拠に裏付けられた知見であるとの判断に至っていなかったものであり，調査

義務 を十分に果 た していた とい うことについて主張す るとともに，「長期評

価の見解」が公表 された平成14年7月 以前 の科 学的知見及 び 同月以後の科

学的知見の進展状況からす ると，前記の原子力規制機 関の判断には合理的で

あったことについて主張する（後記2な い し4） 。 その上 で，被 告 国 は， 「長

期評価の見解」を無視 していたわけではなく，当該知見を確率論的安全評価

の基礎資料 としては用いていたものであるが，福 島第一発電所事故前の確率

論的安全評価の知見によっても，福島第一発電所 は津波に対する安全性 を見

直す必要がある状況にはなかったことについて主張す る（後記5） 。

2推 進本部 は，長期評価 を規制 に取 り込むか否かについて，規制機関の判断に

委ねる趣旨で長期評価 を公表 している上，「長期評価の見解」は従前の科学的

知見か らは導かれない新たな知見であった ことか ら，原子力規制機関としては，

その知見を規制に取 り込むか否かを判断するため，その知見が客観的かつ合理
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的根拠を伴 うものであるか否かについて調査 をする必要が生 じたこと

（1）推進 本部は，長期 評価の 中で示された各種見解を規制に取 り込むか否かに

ついて，規制機関等の受け手側の判断に委ねていること＊11

ア 推進 本部 が平成14年7． 月31日 に公 表 した三陸沖 の海溝 寄 りの領域か

ら房総沖の海溝寄 りの領域までを一体 とみなす 「長期評価の見解」は，こ

れ を地震地体構造の科学的知見 とみれ ば，津波に対す る安全性 の判断にお

いて依拠 していた津波評価技術 と同様 の考 え方 との関係で，福島第一発電

所 の当該基準の適合性判断に影響を与え得る知見であったが，後記 （3）で

述べ る とお り，前記第4で 詳述 した津波地震 につ いての専門家間での一般

的な見解か らは導かれ ない新たな見解 であったため，原子力規制機関 とし

ては，この 「長期評価の見解」をどの ように取 り扱 うべ きなのかが問題 と

なった。

イ そこで，原子力規制機 関は，後記3の とお り， 「長期 評価 の見解 」を直

ちに原子力規制に取り込むのではなく，同知見を裏付ける客観的かつ合理

的根拠の有無 ・程度 を調査 したものであるが，そのような対応 をした理由

を正 しく理解す るためには，その前提 として，推進本部 自身が，長期評価

の中で示 された各種見解を裏付 ける科学的根拠の程度 を踏まえて，受け手

側において，その取扱いを十分に検討することを想定 して各種長期評価を

公表 していたものであ り，三陸沖の海溝寄 りの領域か ら房総沖の海溝寄 り

の領域までを一体 とみなす 「長期評価の見解」を含む長期評価の内容は，

＊11念 のため付言をするが，推進本部事務局は，文部科学省研究開発局地震 ・防災研究課に設置 さ

れてお り，被告国は，推進本部が同省 に設置 された機関であることから，長期評価の趣 旨等に

関す る主張をするに当たっては，当然のことなが ら，同事務局の確認を経て，これを主張 して

いるところである。
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そ もそも直ちに規制や防災対策に取 り込まれるべきとの趣 旨で公表 したも

のではない， とい うことを踏まえることが肝要である。

すなわち，推進本部は，総合基本施策を公表 した平成11年4月 以 降，

当面推進 すべ き地震 調査研究の筆頭に掲げた 「全国を概観 した地震動予測

地図」 （丙A第227号 証 の1な い し3） を作成す るた めに，長期評価及び

強震動評価 を実施 していたところであるが， 「国民の防災意識 の高揚」と

い う観点か ら，本邦のいずれかの地点に被害をもた らし得 る全ての地震の

長期的な発生可能性 を，確率を示 して評価することを余儀なくされたため，

発生可能性が科学的根拠をもって否定できないだけで，積極的な裏付けを

伴わない知見 も評価の基礎 として取 り入れ ることになった。そのため，長

期評価の中には，単に可能性があるとの判断のみが示 されているにすぎず，

直ちに規制やハー ド面での防災対策に取 り込むことができない知見 も含ま

れていたのであるが，推進本部 は，そのことを認識 していたがゆえに，受

け手側 において，長期評価の中で示 された各種見解について，これを裏付

ける科学的根拠の程度等 を踏まえてその取扱 いを決 めるこ とを前提 とし

て，長期評価を公表 していたのである（被告国第19準 備 書面 第2・2な

い し13ペ ー ジ参 照）。

この よ うに，三陸沖の海溝寄 りの領域か ら房総沖の海溝寄 りの領域まで

を一体 とみなす 「長期評価の見解」を含む長期評価の内容は，その目的及

び評価手法の独 自性か ら，それを裏付ける科学的根拠の有無 ・程度を検討

す ることな しに原子力規制に取 り込む ことはできない科学的知見であっ

た。実際，三陸沖か ら房総沖にかけての海溝寄 り領域を一体 とみな した 「長

期評価の見解」について見 ると，公表直後にその重要部分に対 して疑義が

呈 され るなどした （被告国の平成30年9月4日 付 け第21準 備 書 面 〔以

下 「被 告 国第21準 備 書 面」 とい う。〕 第3・12な い し21ペ ー ジ）ほ

か，後記4で 述べ る とお り，その後 も，同知見 とは整合 しない科学的根拠
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が積み重なっていったものである。

（2）原子 力規制機 関に おいて も，長期評価の目的や評価手法等の独 自性から，

長期評価で示 された知見は，科学的根拠の有無 ・程度を検討せずに原子力規

制に取 り込むことができない知見であると認識 されていたこと

前記 （1）では ，長 期評 価 の公 表主 体 である推進本部 にお ける公表の趣 旨と

い う観点から述べたが，長期評価の受 け手の一つである原子力規制機関にお

いても，長期評価は，「理学的に否定できない」知見にとどまるものも含ん

だものであって，そこに示 された知見を裏付 ける科学的根拠の有無 ・程度に

よっては原子力規制に取 り込まなくてもよい場合があると認識 されていたも

のである。

すなわち，原子力安全委員会は，平成13年6月 以降，耐震設 計審査指針

の改訂 に着手 していたが，被告国第21準 備 書面第3の2（4） （17な い し2

0ペ ー ジ）で述 べ た とお り，平成15年3月20日 ， 同指針 の改訂 に向けた

審議会 の一つである原子力安全基準部会耐震指針検討分科会第7回 地震 ・地

震動 ワー キン ググルー プにおいて，同分科会主査代理の大竹名誉教授が，科

学的根拠の有無 ・程度 が様々な理学的知見が推進本部か ら公表 された場合

に，原子力安全規制の分野で行 う規制判断に支障を来すのではないかとの懸

念 を表明す るや，これに引き続いて，地震学や地震工学， リスク評価 といっ

た原子力安全 に関す る規制判断をす る際に必要 となる様々な分野の専門家か

ら，「（引用者 注 ：推進本部の）目的 としては，やは り全国を概観する地震動

予測地図とい うことで，概観するとい うことに重点を置いてお りま して，詳

細に，ある地域がある地点，例えば，ある建物 をここに建てよ うとい うとき

に，そこのいわゆる耐震性，そ こまでやるとい うことではないわけですね。」，

「（引用者注 ：推進本部の長期評価等）は，全国を概観す るとい う大きな 目標

があるために，かな り苦 しいことをやっている感 じがす るんです よね。です

から，勿論，個々には技術的に参考になることがあると思いますけれ ども，
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これが直ちにあるサイ トでの地震動の評価に，これを非常に強 く念頭 に置 く

とい うのはち ょっと一般論 としてはまず くて，十分慎重に検討すべ きだ と思

いま した。」 （丙A第175号 証15枚 目）な どと，推進本 部 の評 価 一般を原

子力安全規制の判断を行 う際の前提 として取 り扱 うことへの異論が多数述べ

られている。

また，前記指針の改訂作業が大詰めを迎えた平成18年8月8日 ，第46

回原子 力安全基準 ・指針 専門部 会耐震指針検討分科会において，原子力安全

委員会が同指針の改訂に際 して実施 した公衆審査に寄せ られた公衆意見に対

す る回答 内容を議論 した際には，地質学の専門家である衣笠善博委員が，「推

本 とい うのはある目的のために既存の資料に基づいて理学的に否定できない

ような事象はすべて起きるんだ とい うことで評価 をしているので，原子力の

耐震安全性のための とい う目的， しかも既存の資料ばか りではなくて， 自ら

調査をやって，その資料 に基づいて判断する とい うことも含 めて，性格が全

然異なるので，推本 の結果を明示的に採用す るとい う文章 は（引用者注 ：指

針及び解説に）入れない方がいい」， 「推本の活断層 に関す る評価結果 とい う

のは， 目的や，’使っているデータ，評価方法が原子力 とは異な りますので，

推本の評価結果 も参考にしなさい とい うことを明示的に書 くとかえって混乱

を生 じると思います。 しかし，推本の評価結果を無視 しろと言っているわけ

ではなくて，推本の評価結果 も参考にして，かつ，既往の評価結果 と異なる

結果 を得た場合は，その根拠を明示 しなければいけない とい うことにしてお

りますので，推本の使 ったデータよ りも上回るデータに基づいて，異なる評

価結果が生 じるのは当た り前のこととい うふ うに私は理解 してお ります。」

（丙B第85号 証57な い し59ペ ー ジ。 ただ し，傍 点 は引用者。 ）と述べ，

推進本部の長期評価 の 目的，評価手法及びデータの質が独 自であるため，原

子力規制機関が逐一評価の前提 に置かねばならないものではない と明快に述

べている。 さらに，原子力工学 （システム安全， リスク評価等）を専門とす る
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平野光將委員 も， 「推本 のことが出たので。私 のようなこの分野の専門でな

い人間が今 ごろ意見を言 うのは何んだ と言われそ うなんですけれ ども，パブ

コメに出ていたので言わせていただきま した。私は推本のやつを採用 しろと

言ったのではなくて，既存の資料の一つの代表例 として推本の名前 を出した

らどうかな と。 （中略）最終的には，既往の研究成果等 も含 めて総合的に検討

するとい うのは当然です し，既往の研究があま りよくないのであれば，それ

をちゃんと否定できるよ うな調査 ・分析 をして ください とい う意味で出しま

した。私は専門ではありませんが，推本 とい うのはかな り有名です し， 目的

は確 かに違 うんで しょうけれ ども，国を挙げたプロジェク トとしてもやって

いると。私の ように原子力を長 くやってきた人間から例 えば北陸電力の志賀

の裁判 （引用者注 ：志賀原子力発電所2号 機 建設差止請 求事件 の こ とで あ り，

金沢地方裁判所第二部 〔井戸謙一裁判長〕が，平成18年3月 ，推進 本部 の

おう ち がた

邑知潟断層帯の長期評価に依拠 して考慮すべき邑知潟断層帯による地震を北

陸電力が考慮 していないなどとして，差止請求を認容 した もの。ただ し，平

成21年3月 ，名 古屋高裁金沢 支部 〔渡 辺修 明裁判長〕は，北陸電力株式会

社が前記長期評価 と異なる評価 をしたことを妥当として一審を取 り消 し，請

求 を棄却 した 〔上告棄却によ り確定〕。丙B第86号 証 ）を見 ます と， これ

はまだ一 審です し，技術的にどうこ うとい うのは結論がついているわけでは

あ りませんが，裁判官は推本 を非常に勉強 して，推本のことをいろいろ取 り

出してや っているわけですね。それに対 して十分な反論が されなかったのか，

裁判官の判断が間違っていたのか分か りませんが，それが重要視 されている

ところを見ると， しか も先ほど申し上げま したよ うに国の大きなプロジェク

トなので，これ も一つの参考資料 として使 ってほしいと。私の言いたいのは，

推本を超 える調査 ・分析をや って くださいよとい う意味で，あえてこうい う

ものを取 り出 した らどうかなと思いま した。 （中略）こうい うある種の権威 の

ある， 目的が違 うとい うことは私もよく知ってい るつ もりですが，これで従
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えとい うのではなくて，一つの例 として上げて，これを超 える調査 ・分析 を

して くだ さい とい う意味で書いた らどうかな とい うことであ ります。」 （丙

B第85号 証58ペ ー ジ）とし，推 進本 部 が国 の機 関であることを踏まえて

既存の資料の一つの代表例 として参照す るように求め られることはあ り得て

も，これに従 うことを求められるべきではな く，他の研究成果 との総合的な

検討 を経て結論 を判断すべきことは当然であると述べている。 さらに，機械

工学の専門家である柴 田碧委員は， 「現実的に推本 と中央防災会議 といろい

ろなことで，これは必要があってかもしれませんけれ ども，違 うデータが決

定される。 これは研究結果 としての決定 とは若干異なるものもあるので，あ

ま りそれに振 り回 され ると，原子力の立場 と違 う立場の決定を，すべて安全

側だ といって，エンベ ロップをとる（引用者注 ：包絡線をとる）ようなことが

起きないか，それ を心配 しているわけです。」 （丙B第85号 証60ペ ー ジ）

と述べ ，原 子炉施設 を念 頭 としない公表結果を全て単に安全側であるとい う

ことだけを理由に採用す ることへの危惧を述べている。

そ して，原子力安全委員会は，それ らの議論 を踏 まえて，公募意見に対 し

て，「地震調査研究推進本部 の活断層調査結果等については， 目的 ・評価方

法 ・データが異なることから，直接それ らを取 り入れ ることは求めていませ

ん（中略）。（引用者注 ：推進本部の評価結果は，）『既往の研究成果』及び 『既

往の資料等』 として，安全審査 において，総合的な検討 を行 う際に参照され

ることにな ります。」 （丙B第87号 証38枚 目 〔整理 番 号EO20の 公 募

意 見 に対 す る対応方針 案〕 ）と回答 し，推進本部の評価結果は 「精度に対す

る十分な考慮」 （丙B第88号 証11ペ ー ジ）を行 った上で安全審査 の中で参

照されることが求められ るに とどま り，必ず しもこれに従わなければな らな

いものではないことを明らかにしている。

この ように，原子力規制機 関においても，長期評価の 目的や評価手法等の

独 自性から，長期評価で示 された知見は，科学的根拠の有無 ・程度を検討せ
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ず に原子力規制に取 り込むことはできない知見であると認識 されていたもの

で あ る。

（3） 「長期評 価の見解」 は，それ までの科学的知見か らは導かれない新たな考

え方であったにもかかわ らず，その見解を採用 した科学的根拠を記載 してい

なかったこと

ア 「長期評価の見解」は，図表5の とお り，三陸沖 北部か ら房総 沖の海溝

寄 りのどこでも明治三陸地震クラスの津波地震 （津波マグニチュー ド 〔M

t〕8．2の 津 波地震 ）が発 生 す る とい う見解であ り，福 島県沖の海溝寄

りで も明治三陸地震 クラスの津波地震 （津波マグニチ ュー ド 〔Mt〕8．

2の 津波地震）が発 生 し得 る とい う考え方である。

［図表5］

丙A第119号 証10，16ページより
平147「 ≡’ の 進 。

「国 民の防災意識の高揚」を図ること等を目的とした全国地震動予測地図作成を目

指し，本邦のいずれかの地点に被害をもたらし得る地震 が生じる可能性を余すことなく

評価するため に策定されたもの
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1896年 明治三陸地

震の領域 （Mw8、3）

地震地体構造上 ，同一の領域と見なされ ていな

かった三陸沖北部 から房総 沖の海溝寄 りをまと

めた領域 を一体として取り扱った上で，過去40

0年 に明治三陸 ，慶長三陸，延 宝房総の津波地

震（後者2つ は不確定）が発 生したと考えられる

ことを根拠に，場所は特定できないが，当該領

域 内のどこかでMt8．2程 度（明治三陸地震級）

の津 波地震が30年 内に20°／・，50年 内に3

0°／o程度の確率で発生すると算 出

※ この確率はボアソン過程によるもので確率論的津
波ハザード解析手法で用いる確率とは異なる

1677年 延宝房総沖

地 震 （不確定）の領域

（Mw8、2）
5

この 「長期評価 の見解」の科学的知見 としての要点を整理すると，その
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主たる内容は，①三陸沖北部か ら房総沖にかけての 日本海溝寄 り全長約8

00キ ロメー トル の領域 を 「同 じ構造 をもつプ レー ト境界の海溝付近」 （丙

A第119号 証19ペ ー ジ）と して一つ にま とめ， そ こでは過去約400

年 間に3回 の津波 地震 が発 生 した と判 断 した こと，その上で，②この領域

では津波地震が将来 どこでも 「同様 に発生する可能性がある」 （同ペー ジ）

と判断 した こと，③将来発生す る津波地震が谷岡 ・佐竹論文 （丙B第21

号 証）に ある 「『明治三 陸地震』 についてのモデル」 を 「参考に し」 （丙A

第119号 証10ペ ー ジ）てモデル化 でき ると判 断 したことの3点 であ る。

イ しか しなが ら，前記①については，佐竹教授が 「長期評価でい う 『同 じ

構造 をもつプ レー ト境界』 とは，海溝軸か ら陸寄 りに向けて どこでも徐々

に沈み込んでいるとい う大局的な構造や海溝軸か らの距離 を指すのであっ

て，それ以上詳細 な地形 ・地質 ・地下構造 を意味 していない。」 （平成2

8年5月30日 付 け回答 書 〔丙B第14号 証 の2〕3ペ ー ジ）と述べ る と

お り，三陸 沖 も福 島沖 も房総沖も 日本海溝沿いの海溝i軸寄 りの領 域 であ る

以 上 のものを意味するものではなく，この領域が地震地体構造上一体であ

ることを意味するものではなかった。

また，過去400年 間 にこの領域 内で津波地震 が3回 起 きた としてい る

こ とにつ いて も，明治三陸地震は，これが津波地震であることやその領域

もおおむね明 らか となっていたが，慶長三陸地震及び延宝房総沖地震は，

当時，津波地震であるか否かが明らかになっていなかっただけでなく，そ

の震源がどこであったのかも明らかでなかったため，慶長三陸地震及び延

宝房総沖地震 を 日本海溝沿いで発生 した津波地震であると断定 し，この3

51



つをま とめて評価をす ること＊12は従 前 にはない新 しい見解 で あった。

ウ さらに，前記②及び③については，前記第4の1で 詳 述 した とお り，平

成14年 当時 は，津 波地震 は特 定の領域や特定の条件下でのみ発生する極

めて特殊な地震であるとい う考え方が支配的であっただけでなく，三陸沖

の海溝寄 りの領域 と福島県沖の海溝寄 りの領域では津波地震の発生メカニ

ズムに影響を与 えると考えられていた海底構造が異なっているとい う事実

関係 も明 らかにな りつつあるな どしていた状況であった上，「長期評価の

見解」が公表 されるまでの間，明治三陸地震クラスの津波地震が福島県沖

で発生す る可能性 がある旨を指摘す る論文 も存在 していなかったため，前

記②及び③の点においても，「長期評価の見解」は，従前の科学的知見 と

は異なる新 しい見解であった。

エ しかも，推進本部は，平成15年3月24日 に公表 した 「プ レー トの沈

＊123つ にま とめた理 由につい て，佐竹教授 は， 「そ この津波 の数 を減 らす と確率 が小 さくなって

しまいますので，防 災的に警 告 に意味が な くなって しま うとい うことで， これ は科学的 とい うよ

りは防 災行 政的 な意 味の発言 だった とい うふ うに記憶 してお ります」 （甲A第186号 証39ペ

ー ジ）と述 べ，第12回 海溝型 分科会の論点 メモ （甲A第192号 証 の5・5枚 目）に も 「次 善の

策 として三陸 に押 し付 けた。 あま り減 る と確 率が小 さくな って警告の意 がな くなって，正 しく反

映 しないので はないか， とい う恐れ もあ る」 と記載 されてい る ところ， これ らは， 「地震調 査研

究 の推 進 につ いて」 （甲A第191号 証）におい て， 「地震動 予測 地図 は，その作成 当初 において

は，全 国を大まか に概観 した もの となる と考 えられ，その活用 は主 として国民の地震防災意識 の

高 揚のた めに用 い られ る もの となろ う。」 （同号証9枚 目）と記載 され てい るとお り，推進本 部が

作成 を 目指 していた地震動予 測地図が，当初，主に国民の防 災意識 の高揚 を図 るため に作成 され

ていたた めで あって，長期評価 が直 ちに規制 に用い られ る ことを 目的 と して策定 された もので は

ない ことに由来す るもの とい える。
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み込みに伴 う大地震に関す る長期評価 の信頼度について」 （丙A第25号

証）におい て， 「長期評価 の見解」を 「発生領域の評価の信頼度」及び 「発

生確率の評価の信頼度」が 「C」の知 見 と評価 してい た もので あ り，特に，

発生領域の評価 の信頼度がCで あ るこ とは，推進 本部 自身が ，福島県沖を

含めた三陸沖北部か ら房総沖にかけての 日本海溝寄 りの領域を一括 りの領

域区分 とすることについて裏付 けとなる科学的根拠が乏 しい ことを自認す

るものであった。

オ このよ うに，三陸沖の海溝寄 りの領域か ら房総沖の海溝寄 りの領域まで

を一体 とみなす 「長期評価の見解」は，様々な点において新たな知見であっ

たにもかかわらず，長期評価 には，その ような見解 を採用 した科学的根拠

がほとんど記載 されていないばか りか，推進本部 自身がその科学的根拠が

乏 しい ことを自認 していたため，長期評価の記載だけではその見解が審議

会等の検証に耐え得 る程度に客観的かつ合理的な根拠に裏付けられたもの

であると判断できるものではなかった。

（4）保安 院は ，「長期 評価 の見解 」が客観的かつ合理的根拠が伴 っているか ど

うかについて調査検討をする必要が生 じたこと

これまで述べてきた とお り，長期評価は， 「地震防災対策の強化 を図」 （地

震防災対策特別措置法1条 ）る こ とを 目的 として設 置 された推進本部によっ

て発表 された，将来の地震発生可能性 を確率によって示す とい う新 しい考え

方に基づ く知見であって，これを地震地体構造の知見 と見た場合には，福島

第一発電所の津波に対す る安全性の基準該当性に係 る従前の評価を覆 し得 る

知見であったが，前記 （1）及び （2）の とお り，その 目的や評価 方法の独 自性か

ら，その知見を裏付ける科学的根拠の有無 ・程度 を調査す ることなく，原子

力規制に取 り込む ことはできない知見であると原子力規制機 関において認識

されていたことに加 え，前記 （3）の とお り，長 期評 価 の記載 だ けでは，「長

期評価の見解」が客観的かつ合理的根拠に裏付けられた知見なのかを評価す

53



ることは困難であったことか らすると，保安院は，推進本部が 「長期評価の

見解」を公表 した ことによって，「長期評価 の見解」が審議会等の検証に耐

え得 る程度に客観的かつ合理的根拠に裏付けられた地震地体構造の知見であ

るのか否か とい う点について調査義務 を負ったと考 えることができる。

3被 告 国 が， 「長 期評 価 の見解 」 が公表 された直後の平成14年8月 に， 「長

期評価 の 見解」 の科 学的根拠 について調査 をしたところ，「長期評価の見解」

が客観的かつ合理的根拠に裏付 けられたもの とは認め られなかった こと

（1）被 告国 は，被 告東電か ら 「長期評価の見解」の科学的根拠について ヒア リ

ング した結果，「長期評価の見解」が客観的かつ合理的根拠 に裏付けられた

もの とは認められないと判断 した こと

ア 保安院は，後記4（6） ア （ア）で も述 べ る とお り， 「長期評価の見解」が公

表 される以前か ら，原子力施設の耐震安全性に係 る新たな科学的知見の調

査検討をして，客観的かつ合理的根拠に裏付け られた科学的知見について

は耐震安全評価 に反映 させ ていた ところ，平成14年7月31日 に 「長期

評価 の見解 」が公表 されたことか ら，保安院の原子力発電安全審査課耐震

班 において，同年8月5日 までの間 に 「長期評価 の見解 」に対す る対応方

針等につき被告東電のヒア リングを行った （丙B第67号 証2な い し7ペ

ージ，資料①）。

イ これ に対 し，被告東電は，同年8月5日 に，保 安院 に対 し，福 島県沖で

は有史以来，津波地震が発生 してお らず，また，谷岡 ・佐竹論文によると，

津波地震はプ レー ト境界面の結合の強 さや滑らか さ，沈み込んだ堆積物の

状況が影響す るなど，特定の領域や特定の条件下でのみ発生する極めて特

殊な地震であるとい う考 え方が示 されていることか ら，「長期評価の見解」

は，客観的かつ合理的根拠 を伴 うまでに至っていない 旨を説明 し，保安院

は，かかる説明に理解を示 した ものの，推進本部が どのような根拠に基づ

いて 「長期評価の見解」を示 したものであるかを確認す るよう指示 した （丙
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B第67号 証5な い し7ペ ー ジ，資料①）。

ウ そ こで，被 告東電は，同月7日 ，津波評価 技術及 び 「長期評価の見解」

の双方の策定に関与するとともに谷岡 ・佐竹論文の共著者の一人であり第

一線の津波地震の研究者 である佐竹教授 に対 し，「長期評価の見解」の科

学的根拠の程度 について問い合わせ るなどし（同号証8，9ペ ー ジ，資料

③ ない し資料⑤），同月22日 には， 「長期評価 の見解 」は，理学的に否定

できない知見ではあるものの，客観的かつ合理的根拠が示 されてお らず，

地震地体構造及び津波地震 に関す る新たな知見ではない とい う事実が確認

されたことか ら，保安院に対 して，被告東電 としては，「長期評価の見解」

を決定論的安全評価には取 り入れず，確率論的安全評価 の中で取 り入れて

い く方針 である旨報告 し，保安院 もこの ような方針 を了解 した （同号証9

ない し12ペ ー ジ，資料⑥）。

（2） 「長期評価の 見解」 を裏 付 ける科学的根拠が存在 していなかったことに照

らす と，前記 （1）の調 査 をも って ，被 告 国はそ の時点における調査義務を果

た した と評価 され るべきであること

ア このように，被告国は，「長期評価 の見解」が公表 された直後の平成1

4年8月 に，被告東 電 を通 じて， 「長期評価の見解」を裏付ける科学的根

拠 の有無 ・程度を調査 した ものであるが，「長期評価 の見解」を裏付ける

科学的根拠は存在 していなかったことを踏まえると，この調査によってこ

の時点における必要な調査義務を果た したと評価 され るべきである。

イ すなわち，「長期評価の見解」は，全国地震動予測地図における確率論

的評価 を可能 とす るとの独 自の 目的に基づいて，科学的根拠をもって発生

可能性 を否定できない地震 を全て評価対象 に取 り込んで実施 された長期評

価においてのみ示 された知見である上，従前の科学的知見からは導かれな

い科学的知見であったにもかかわ らず，その知見を裏付ける科学的根拠 も

示 されていなかったのであるか ら，審議会等を設置 してその科学的根拠の
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有無 ・程度を検討 しなくとも，審議会等の検証に耐え得 る程度 に客観的か

つ合理的根拠を伴 った科学的知見ではないことが明 らかであった。 このこ

とは，被告国第18準 備 書面 第4の5（2） イ （85な い し94ペ ー ジ）で述

べた とお り， 「長期 評価の見解」について，佐竹教授 のみならず，当時の

推進本部地震調査委員会委員長の津村博士を含む地震学 ・津波学，津波工

学の専門家が，それぞれの専門分野の専門技術的知見を踏まえつつ，一様

に上記同様 の見解を示 していたことによっても裏付け られている。

このよ うに， 「長期評価の見解」は，平成14年8月 当時にお いて， そ

の知 見の趣 旨 ・目的等に照 らして，原子力規制機関が規制に取 り入れるこ

とを前提 とした対応 を取 らなければな らない状況にはなかったのは明らか

であった以上，被告国が，北海道南西沖地震の発生や4省 庁報 告書 （案）の

公表 の後 の対応 （後記4（6） ア （ア））とは異な り，被 告東電に対するヒア リン

グを直ちに行い， 自主的検討や専門家か らの意見聴取を求めた上，被告東

電が，その検討結果 を踏まえて，「長期評価の見解」を無視す ることなく，

当時，安全性向上を目指 して研究 ・開発が進んでいた確率論的安全評価の

基礎資料 に取 り入れ るとの方針であることを確認す るとい う対応を したこ

とは， 「長期評価の見解」の科学的根拠の有無 ・程度等の明確 さに応 じて

適時適切 な調査を履行 した もの と評価 され るべきである。

なお，この点については，被告東電が事情聴取を した相手が佐竹教授の

みであったか否かにより左右 されるものではない。佐竹教授は，当時か ら

第一線の津波地震の研究者であった上，推進本部地震調査委員会長期評価

部会及び土木学会原子力土木委員会津波評価部会双方で委員を務 め，何 よ

り 「長期評価の見解」がその判断を示す際のほぼ唯一の根拠 として取 り上

げた論文 （谷岡 ・佐竹論文）の主著者でもあったのであるから，長期評価の

趣 旨 ・目的はもとよ り，決定論的評価に取 り入れ られるべき知見に求めら

れる科学的根拠の程度についても理解 していた専門家 として，正に聴取対
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象 として適任であった。 このよ うに述べると，仮 に被告東電が 「長期評価

の見解」を支持 していた島崎氏に対す るヒア リングを行 っていたら結論が

違 っていたはずである旨の反論が予想 され るが，た とえ同氏が被告東電に

対 して 「決定論的安全評価 に取 り入れるべきである」旨述べた としても，

同氏が津波の専門家でも原子力の専門家でもな く，安全評価についての知

見をもっていない以上，直ちにこれに沿 う規制判断をなすべきでないのは

当然であるし，原子力規制においては特定の専門家の個人的見解に依拠 し

て規制権限を行使す るのではなく，必要に応 じて審議会の設置等を行って

当該知見を吟味 して検討を尽 くすこととなるところ，前記のとお り多 くの

地震学 ・津波学，津波工学の専門家が 「長期評価の見解」に対 して一様の

見解 を示 していることから，結果的にも，原子力規制に取 り入れることに

はな らなかったであろ うことは明らかである。

4平 成14年8月 以降 も， 「長 期評価 の見解 」 に裏付 ける客観的かつ合理的根

拠は発表されていなかったため，保安院は，調査義務を果た した結果，規制権

限を行使するとの判断に至 らなかったこと

（1）「長期評価 の見解」公 表後 も，同見解に整合 しない論文ばか りが公表 され，

「長期評価の見解」に客観的かつ合理的根拠 を与えるような見解が公表され

なかったこと

保安院は，前記3の とお り， 「長 期評価 の見解 」 が公表 された直後の平成

14年8月 に調査 を行 っ た結果 ，同知見 は，客観的かつ合理的根拠に裏付け

られた科学的知見であるとは確認できなかったため，同知見は規制に取 り入

れ るべきものであるとは判断されなかった。

また，「長期評価の見解」については，以下のアない しエで述べるとお り，

同知見の公表後 も，同知見に客観的かつ合理的根拠 を与えるような見解は公

表 されず，む しろ，「長期評価の見解」に整合 しない論文あるいは 「長期評

価の見解」の整理が客観的かつ合理的根拠 を伴っていない旨指摘する見解が
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公表 されていたものである。

ア 平成15年 に地震 地体構造 の最新の知見 と して公表 されたいわゆる垣見

マ ップ（垣見俊弘ほか 「日本列島と周辺海域の地震地体構造区分」〔丙B

第17号 証 〕）は ，そ もそ も 「長期評 価の見解」 を新たな地震地体構造論

上の知見 とみな してもいない上，仮に長期評価を地震地体構造論上の知見

と取 り扱 うに しても，垣見マ ップにおける福島県沖の地震地体構造区分は，

「長期評価の見解」の領域区分 と異なるものであった こと

津波評価技術は，前記第3の3（2） で詳 述 した とお り，波源 を設 定す る

べき領域 区分を地震地体構造な どの科学的根拠 を踏まえて行 うとい う考え

方 を示 していた ところ，「長期評価の見解」が公表 された後の平成15年

には，地震地体構 造 の最新 の知見 として垣見マ ップ （丙B第17号 証）が発

表 され た。 この垣 見マ ップでは， 「長期評価 の見解」 を参考文献にす ら掲

げてお らず，福 島県沖の津波地震発生可能性に関する 「長期評価の見解」

が地震地体構造論上の学術的意義 を認 めていなかった上，図表6の とお り，

萩原 マ ップでG2，G3と 大 きく2つ に区分 した箇所 について，8A1か

ら8A4ま での4つ に区分 し（丙B第17号 証391ペ ー ジ），福 島沖に相

当す る8A3の 領域 にお け る地震 の例 と して，津波評価技術 と同 じく19

38年 の福 島県東 方沖地震 を最 も大 きなもの として挙げられてお り，明治

三陸地震 を代表例に挙げている8A2の 三陸沖 ，延 宝房総 沖地震 等 を代表

例に挙げている8A4の 房 総 沖 とは異な る区分 を してい た（同号証394，

395ペ ー ジ）。 なお，前記 図表3で 示 した 日本海 東縁部 の領域 （前記第3

の （3）イ）は，垣見 マ ップで も地震 地体構造 として同一区分 とされ，地震の

例 としても北海道南西沖地震が挙げられている。
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［図 表6］

丙A第119号 証16ペ ー ジより

丙B第17号 証3枚 目より

「長期評価の見解」後に公表された最新の地震地体構造区分図との違い

「長期評価の見解」の区分 最新の地震地体構造区分図（平成15年 公表）

亀 所 沖，’罰 り

］明治三陸地震発生のi
：7Nl構 造区（三陸沖）

’

丁 日本 海 東縁 部 ： 「“

7／SCAi ，

福島県東方沖

地震発生の

構造区（常磐沖）

そ して，この垣見マ ップは，地震地体構造論上の区分図としては，福島

第一発電所事故当時はもとより，福島第一発電所事故後の原子炉再稼働 の

可否 を検討す る新規制基準に基づ く適合性審査においても，最新の知見 と

して取 り上げ られてい るものである（丙A第237号 証43な い し55ペ

ー ジ）。

この よ うに， 「長 期評価 の見解」が公表 された後に示 された地震地体構

造の最新の知見は，「長期評価 の見解」 を地震地体構造上の知見 として取

り扱っていない上，その内容上 も三陸沖の海溝寄 りか ら房総沖の海溝寄 り

までを一体 とみなす 「長期評価の見解」の領域区分 とは異なるものであっ

たのであ り，同知見の領域 区分に客観的かつ合理的根拠を与えるよ うなも
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のではなかった。

なお，平成14年7月 の長 期評価19ペ ー ジ には， 「同 じ構 造 を もつ プ

レー ト境界の海溝付近 に，同様に発生す る可能性があるとし，場所は特定

できない とした」 との記載があるが，この記載が，三陸沖北部か ら房総沖

にかけての海溝寄 りの領域を地震地体構造上一体であることを認 める意味

を含まない ことについては，佐竹教授が前橋地方裁判所で行われた書面尋

問に対す る回答書で明確に回答 しているとお り，「長期評価でい う 『同 じ

構造 をもつプレー ト境界』 とは，海溝軸か ら陸寄 りに向けて どこでも徐々

に沈み込んでいるとい う大局的な構造や海溝軸か らの距離を指すのであっ

て，それ以上詳細な地形 ・地質 ・地下構造 を意味 していない。」 （平成2

8年5． 月30日 付 け回答書 〔丙B第14号 証 の2〕3ペ ー ジ）もので ある。

イ 平成14年12月 に 日本海溝 沿 いの海底地 形 ・地 質に関する最新の知見

と して公表 されたいわゆる鶴論文 （鶴哲郎ほか 「日本海溝域におけるプ レ

ー ト境界の弧沿 い構造変化 ：プレー ト間カップ リングの意味」〔丙B第1

9号 証 の1，2〕 ）は，津 波地 震の発 生領域 及 びメカニズムに関する谷岡

・佐竹論文に客観的な裏付 けを与えるものである一方，「長期評価の見解」

とは整合 しないものであった こと

（ア）前記第4の1（2） で詳述 した とお り，平成14年 当時 は，谷 岡 ・佐 竹

論文 （丙B第21号 証）の考 え方 が，多 くの支持 を集めてお り，津波地震

は特定の領域や特定の条件下でのみ発生す る極 めて特殊 な地震であると

い う考え方が支配的であったため，明治三陸地震クラスの津波地震が福

島県沖で発生す る可能性があるとする見解は皆無であったほか，三浦ほ

かの海底構造探査の調査結果 （丙B第18号 証）に よって ，三 陸沖 と福 島

沖の海溝軸沿いを含 めた海底地形 ・地質のデータが集積 され，津波地震

の特性 （揺れの強 さに比 して津波高 さが高い こと）を合理的に説明する付

加体 と呼ばれる軟性堆積物 の厚み等が異なっていることが判 明しつつ

60



あった。

（イ） しかるところ，前記鶴 らの調査結果では，図表7の とお り，津波地震

の発 生 場所 と して知 られ る海溝軸付近 の堆積物の形状等 を観測 した結

果，「北部の海溝軸に平行す る等間隔の地形的隆起がある」， 「対照的に

南部では，海洋プ レー トに等間隔の地形的特徴 は無い」 （丙B第19号

証の2・7ペ ー ジ）と した上で ， 「3．2． 北部 の地質構造 」 として 「大

陸プ レー トの海側端で相対的に低速 （2－3km／sP波 速度）な模形堆

積 ユ ニ ッ トを示 してい る」 （同ペー ジ）とする一方，「3．3． 南 部 の地

質構造 」 と して， 「対照的に南部では，模形構造は見 られない。約3－

4km／sのP波 速度 の層 （図9の ユニ ッ トU）が，海溝軸 と垂 直 な地震

線 の プ レー ト境界に分布 している」 （同号証の2・9ペ ー ジ）と記 述 し，

北部 の海溝 軸付近では堆積物 が厚 く積み上がっているのに対 し，南部で

はプ レー ト内の奥まで堆積物が広が り，北部のような厚い堆積物は見つ

かっていないことを明らかにしている。
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［図表7］

平成14年12月 に公表された地震地体構造に関連する最新の調査結果

津波地震の発生と規模に大きな影響を及ぼすと考えられていた海底地形・

堆積物の観測結果が三陸沖と福島沖で異なっている

Northcas

Japanar

福島寧一

●

∧

1896年 明治 三陸地震

の領 域 （Mw8．3）

凹凸が少ない

（ウ）すなわち，「長期評価の見解」公表後に示された津波地震に影響があ

ると考えられていた海底地形及び海溝軸付近の堆積物の形状等に関する

最新の調査結果は，津波地震は特定の領域や特定の条件下でのみ発生す

る極めて特殊な地震であるとい う考え方を補強するとともに，かつ明治

三陸地震クラスの津波地震が福島県沖で発生する可能性について否定的

に働くものであって，「長期評価の見解」に客観的かつ合理的根拠を与

えるものではなかったのである。

ウ 平成15年 に低周波地震と津波地震について公表された知見（松澤暢，

内田直希 「地震観測から見た東北地方太平洋下における津波地震発生の可

能性」〔丙B第1号 証〕）は，最新の調査結果等を踏まえれば福島沖で低

周波地震が発生 しても津波地震に至る可能性が低い旨指摘しており，「長
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期評価の見解」 と整合 しないものであったこと

（ア）前記論文は， 「長期評価の見解」が公表 された後に松澤教授 らが公表

したものであるところ， この論文では，1896年 に発生 した明治三陸

地震 を 「津 波地震」 と位置づけるとともに （丙B第1号 証370，37

2ペ ー ジ）， 「津波 地 震 につ いて は ，巨大 な低周波地震であるとの考え

方が多 くの研究者 によってなされている」 （同号証370ペ ー ジ）とした

上で ， 「福 島県 沖～茨城県沖にかけての領域 において も大規模 な低周波

地震が発生す る可能性がある」 ものの， 日本海溝沿いの構造の調査結果

か らす ると，「福島県沖の海溝i近傍 で は，三 陸沖 の よ うな厚 い堆積物 は

見つかっ ておらず， もし，大規模な低周波地震が起きても，海底の大規

模な上下変動は生 じにくく，結果 として大きな津波は引き起こさないか

もしれない」 （同号証373ペ ー ジ）と して，三 陸沖以外 においては，巨

大低周波地震は発生 しても津波地震には至 らないかもしれない と結論づ

けている（同論文冒頭 の要約）。

（イ）すなわち，同論文は，津波地震の前提 となる低周波地震の発生領域が

限定 され るものではないが，低周波地震が津波地震に至るためには，谷

岡 ・佐竹論文が示す ように，特定の領域や特定の条件が組み合わさるこ

とが必要であるところ，前記鶴 らによる海底地形調査結果によれば堆積

物等が異なることか ら，福島県沖で明治三陸地震 クラスの津波地震が発

生す る可能性が低い 旨を指摘 しているのであって， 「長期評価の見解」

に客観的かつ合理的根拠 を与えるようなものではなかった。

工 平成14年 の 「長期評価 の見解」公 表後，地震学分野か ら 「長期評価の

見解」において前提 とされた津波地震の整理が客観的かつ合理的根拠を

伴 っていない旨指摘する見解が示された こと

（ア）は じめに

「長期評価の見解」は，前記2（3） の とお り，慶長 三 陸地震 ，延 宝房
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総沖地震 を日本海溝沿いで発生 した津波地震 と考えることを前提 とする

見解であるところ，この前提については，地震学分野では多 くの異論も

あった。そのため， 「長期評価 の見解」については，以下で述べ るとお

り，その公表後，地震学分野から 「長期評価の見解」において前提 とさ

れた津波地震の整理が客観的かつ合理的根拠を伴っていない 旨指摘する

見解が示 された り，不確実性の高い評価結果が地震動予測地図に反映 さ

れた場合 に社会に悪影響を及ぼすことへの懸念が表明 されるなどしてお

り，かかる事実は， 「長期評価の見解」が科学的根拠の不十分な知見で

あったことを如実に語るものである。

（イ）平成14年 当時の地震学会 長兼地震 予知連絡会会長であった大竹名誉

教授が，推進本部に 「長期評価の見解」は極めて不確実性が高 いもので

ある旨の意見書を送 り，対応 を求めたこと

a被 告 国第21準 備 書面第3（12な い し21ペ ー ジ）で詳述 した とお

り， 「長 期評価 の見解」の公表直後である平成14年8月8日 ， 当時

地震 学会会長兼 地震予知連絡会会長の要職にあった大竹名誉教授は，

当時の推進本部地震調査委員会委員長であった津村博士に対 し，意見

書 （丙A第236号 証3ペ ー ジ）を送付 し，⑦地震調 査委員会が慶長三

陸地震 （1611年 ）を正 断層 型 の地震 で はな く，津波地震であると判

断 した根拠の有無 ・内容を問いただす とともに，④ 「今回の評価につ

いて，『… 評価結果である地震発 生確率や予想 され る次の地震 の規

模 の数値には誤差 を含んでお り，… 』 と述べ られているが，誤差を

含むのは当然であ り，この記述は何の意味 ももたない。む しろ，宮城

県沖地震及び南海 トラフの地震の長期評価に比べて，格段に高い不確

実性 をもつ ことを明記すべきではないか。」 （同ページ）と述べて，平

成14年7月 の長期評価 が他 の長期評価 に比べて格段に高い不確実性

を持つ と明記するように求め，さらに，⑰ 「上記の ように相 当の不確
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実 さをもつ評価結果 を，そのまま地震動予測地図に反映するのは危険

である。わか らないところは，わか らない として残すべきではないか。

地震調査委員会の評価及びそれに基づ く地震動予測は，一研究論文 と

は比較にな らない重み と社会的影響力をもつものであ り，例え経年的

に改定 され るとして も，十分 に慎重な検討を望みたい。」 （同ペー ジ）

とし，当該長期評価のように不確実性の高い長期評価結果をそのまま

地震動予測地図に反映させるのは危険であると警鐘 を鳴 らした。

bこ れ に対 し，推進本 部地震調査 委員会は，平成14年8月21日 付

けで大竹名 誉教 授 に対 して回答書 （丙A第236号 証5な い し7ペ ー

ジ）を送付 し，⑦ につ い て，地震調査委員会 が慶長三陸地震 を津波地

震であると認定 した根拠である歴史資料の要 旨をもって回答 し，④に

ついて， 「長期評価結果に含 まれ る不確実性 については，地震調査委

員会 としてもその問題点を認識 してお り，今後その取 り扱い方や表現

方法について検討す る予定である。」（同号証7ペ ー ジ），⑰ につ いて，

「3の 回答 （引用者 注 ：前記④ についての回答）で も述べた とお り，長

期評価結果 に含まれ る不確実性についての問題点については認識 して

いる。今後，不確実性の高い評価結果の地震動予測地図への取 り込み

方については，技術的な検討 も含 めた課題 ととらえ，検討 していきた

い。」 （同ページ）などと回答 した。

cこ れ を受 け，大竹 名 誉教授 は ， 「なお不分明な点が残 （る）」 （丙A

第236号 証4ペ ー ジ）と して ， 同月26日 付 けで再度 意見 書 を送付

し，⑦ について，1611年12月2日 に発 生 した地震 を午前 と午後

の2回 あった とした上 で この うちの後者 を津波地震 と判断 した とい う

地震調査委員会の判断過程が長期評価の評価文か らは読み取れないた

め，そのような判断であるのならば評価文を修正する必要がある旨意

見を述べ るとともに，④及び⑰について， 「今後 も逐次長期評価が公
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表 されるならば，基本的な方 向は早期に定め，長期評価に反映すべき

であろ う。『意見』では，地震動予測地図に関連 して，『わか らない

ところは，わか らない として残すべきではないか。』 と述べたが，今

後 の長期評価 において，この考え方を採用す る考 えはないか。」 （同

ページ）とし，長期評価結果 の不確実性 に対す る具体的な対処 を，地

震動予測地図への取込み とい う段階ではなく，その前提 として実施 さ

れ る長期評価の段階で検討する必要がある旨の意見を述べた。

dこ れ に対 し，推 進本 部 は， 同年9月2日 付 けで回答 書 （丙A第23

6号 証8，9ペ ー ジ）を大竹 名 誉教授 に送付 したが，⑦ について，大

竹名誉教授の指摘を踏まえ，慶長三陸地震を津波地震であると判断 し

た評価文 を一部修正す ること，④及び⑰ について， 「不確実な評価結

果 の取 り扱いについて」 とし，「不確実性についての取 り扱いについ

ては，長期評価部会等で既に議論 を始めた ところである。また，前回

の回答で述べた 『検討』 （引用者注 ：丙A第236号 証7ペ ー ジに あ

る地震 動 予測地 図へ の取 り込み方についての 『検討』の こと。）の中

で， ご指摘の 『わか らない ところは，わからない として残す』 ことも

選択肢の一つ として議論 していきたい。」（同号証9ペ ー ジ）と回答 し，

ほぼ同時期 に政策委員会での議論 を契機 に始め られていた長期評価の

信頼度 に関す る議論 （被告国第19準 備 書 面第2の4・9な い し11

ペ ー ジ参 照）を引 き合 い に 出 しつつ，飽 くまで も長期評価の不確実性

に対す る更なる対処 については，地震動予測地図への取 り込み方に関

する課題であると整理 した上で，同月11日 ，正式 に， 当該長期評価

の評価 文 の一部 を追加 した （同号証9な い し11ペ ー ジ，丙A第11

9号 証1，23枚 目）。

（ウ） 平成15年 に公表 された 石橋 克彦 「史料地 震学で探る1677年 延宝

房総 沖津 波地震 」 （平 成15年 ）（丙B第3号 証 ）にお いて， 「長期 評価 の
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見解」に延宝房総沖地震を取 り込んだことについて異論が述べられてい

ること

前記論文は，延宝房総沖地震について，同地震による各地の津波の状

況や震度分布に基づき，同地震 の規模を 「気象庁マグニチュー ドに相当

す るMは ， （中略）6．5程 度 か も しれ ない 」 と し， 「地震調査研究推進

本部地震調査委員会 （2002） の見解 （この地震 は房 総沖 の海 溝寄 りで

発生 したM8ク ラスのプ レー ト間地震）は疑問である」 （丙B第3号 証3

87ペ ー ジ）と した上 ， 「本 地震 を1611年 三 陸沖 地震 （引用者 注 ：慶

長 三 陸地震）・1896年 明治 三陸津 波地震 と一括 して 『三陸沖北部 か

ら房総沖の海溝寄 りのプ レー ト間大地震 （津波地震）』 とい うグループを

設定 し，その活動の長期評価 をお こなった地震調査研究推進本部地震調

査委員会 （2002） の作業 は適切 で はないか も しれず，津波防災上まだ

大きな問題が残っている。」 （同号証387，388ペ ー ジ）と 「長期 評

価 の見解」 に異 を唱えている。

（エ）平成15年 に公表 され た都 司嘉 宣 「慶長16年 （1611） 三陸津 波の

特異性 」（丙B第2号 証）で は，慶 長三陸地震 につ いて 「長期評価の見解」

と異なる考 え方が示 されていること

前記論文では，「慶長三陸津波の原因が地震 であったとす るな らば，

それは明治三陸津波の地震 と同じような，地震揺れの小 さく感 じられ る

『津波地震』であったことになろ う。 （中略）しか し， この見解は （中略）

少 々不 自然である。」 （丙B第2号 証380ペ ー ジ）とした上 ，1998

年 にパ プアニ ュー ギニア国で発生 した地震及びその後の津波に関す る海

洋科学技術センターによる海底調査の結果に基づ き発表 された 「津波発

生の直接原因が，地震によるものではな く，地震発生後遅れて発生 した

海底地滑 りによるものである」 （同号証381ペ ー ジ）とす る見解 な どを

根 拠 と して，「慶長三陸津波の発生原因もまた，地震 によって誘発 され
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た大規模な海底地滑 りである可能性 が高い。」 （同ページ）としている。

この論文で示 された見解 は，「長期評価の見解」が1611年 に発 生

した慶長 三陸 津波 を 「津 波地震」 （「長期評価」の定義では 「断層が通

常よりゆっくりとずれて，人が感 じる揺れが小 さくて も，発生する津波

の規模が大きくなるような地震」）と位置づけていること（丙A第119

号証3ペ ー ジ ＊2） と異 な る見解 を示す もの であ る。

（2）平 成17年 に推進 本部が公 表 した 「全 国 を概観 した地震動予測地図」にお

いても，「長期評価の見解」は科学的根拠が乏 しいため，決定論的ハザー ド

解析の基礎資料 として取 り扱われなか ったこと

ア 推進本部では，総合基本施策を公表 した平成11年4． 月以降 ，当面推 進

す べ き地震調査研究の筆頭に掲げた 「全国を概観 した地震動予測地図」を

作成するために，長期評価及び強震動評価を実施 していた ところ，推進本

部地震調査委員会は，平成17年3月 に，それ までに実施 した長期評価 （地

震学者を主な委員 とす る長期評価部会で検討 した もの）及び強震動評価 （地

震工学等の専 門家 を含めた委員か ら成 る強震動評価部会で検討 した もの）

を総合的に取 りまとめて，「全国を概観 した地震動予測地図」 （丙A第22

7号 証の1な い し3） を公表 して い る ところ， この 「全国を概観 した地震

動予測地図」は，「震源断層を特定 した地震動予測地図」 （決定論的地震動

予測地図）と 「確率論的地震動予測地図」によって構成 されている。

イ この うち， 「震源 断層を特定 した地震動予測地図」は，対象 とする地震

を特定 した上で，その地震の将来の発生確率の大小 を考慮せず，あらか じ

め想定された形で地震が起きた場合に，どのよ うな地震動が生 じるかを予

測計算 し，その計算結果 を地図上に表示 した ものである。つま り， 「震源

断層を特定 した地震動予測地図」は，決定論的地震ハザー ド解析の実施結

果を地図上 に表示 したものである。そのため，この地図は， 「決定論的地

震動予測地図」 とも呼ばれ る。
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そ して，平成17年3月 公表 に係 る 「震源 断層 を特 定 した地震動予測地

図」は，それまでの長期評価の対象 となった地震の中か ら，発生確率の高

さ及び評価 に用い られた科学的データの充足性等を考慮 して，強震動評価

部会及びその下の強震動予測手法検討分科会等での議論 を経て選定 された

全12個 の地震 に対 して実施 された強震動評価 （決定論的評価）を取 りまと

めたものであるが，その12の 地震 の中に含 まれ た海溝 型地震 は，科学的

データの量や質が良好であった宮城県沖の地震及び三陸沖北部の地震のみ

であ り， 「長期評価 の見解」が示 した 日本海溝沿いの津波地震 は，それ ら

に比べて科学的データが少ない上，震源断層を特定するに足 りる知見がな

い ことか ら，強震動評価の検討対象地震 には含まれず， 「震源断層 を特定

した地震動予測地図」の基礎資料 とはな らなかった （丙A第227号 証 の

1・2，54ペ ー ジ，丙A第227号 証 の3・174，221ペ ー ジ）。

ウ これ に対 し， 「確 率論的地震動予測地図」は，ある一定期間内に，ある

地域が強い揺れに見舞われ る可能性を確率論的手法を用いて評価 し，地図

上に確率で表示 した ものであるところ，同地図を作成す る際に基礎資料 と

して用い られる地震は，発生可能性があると考 えることができる全ての地

震 （すなわち，科学的に発生することが否定できない地震全て）であ り，長

期評価の対象 となった地震はもとより，あらか じめ震源 断層 を特定 しにく

い地震などが広 く計算対象に含 まれる。

このように，確率論的地震動予測地図の作成に当たっては，その基礎資

料 として，科学的に発生す ることが否定できない全ての地震が取 り入れ ら

れてい るところ， 「長期評価の見解」が示 した津波地震 の発生可能性に関

す る知見も，科学的に発生することが否定できない地震に含まれることか

ら，前記地図の作成の際の基礎資料 として取 り込まれている。具体的には，

前記津波地震は，震源域の位置について，領域内にプ レー ト境界に沿って

長 さ200キ ロメー トル ，幅50キ ロメー トル の断層面 を南 北7列 ，東西
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2列 に並 べて， そのいずれ かで等確率で地震が発生す ると仮定 してモデル

化 された （丙A第227号 証 の2・55，70ペ ー ジ）上 で，各地点 ごとに

実施 される確率論的地震ハザー ド解析に用い られている。

エ このよ うに，推進本部によって公表 された各種長期評価で示 された様々

な科学的知見は，推進本部内においても，その知見に伴 う科学的根拠の程

度に合わせた取扱いがされてい るものである。すなわち，推進本部では，

各種長期評価で示 された様々な科学的知見 の うち，十分な科学的根拠 を

伴 っている知見については，「確率論的地震動予測地図」の基礎資料 とし

て取 り扱われるだけでなく，決定論的な 「震源断層を特定 した地震動予測

地図」の基礎資料 としても取 り扱われ る一方で，科学的根拠が乏 しい知見

については， 「確率論的地震動予測地図」の基礎資料 としてのみ取 り扱わ

れている。そ して，本件で問題 となっている 「長期評価 の見解」は，推進

本部内においても，科学的根拠の乏 しい知見 として， 「確率論的地震動予

測地図」の基礎資料 としてのみ取 り扱われていたものである（推進本部は，

平成17年 以 降 も長期評価及 び強震 動評価 の追加 ・見直 しを行い，それ ら

を踏まえて毎年 「震源断層 を特定 した地震動予測地図」を改訂 して公表 し

てい るが， 「長期評価の見解」が示 した 日本海溝沿いの津波地震が強震動

評価の対象 とされた ことはない。）。

そ して，この 「長期評価の見解」を確率論 との関係でのみ取 り扱 うこと

とした推進本部の対応 は，前記3の 平成14年8月 に保 安院 が了承 した被

告東電の方針 と軌を一にす るものである。

（3）平成18年 に公表 された 日本海 溝 ・千 島海溝報告書 （乙A第9号 証）の策定

に 当た り，中央防災会議において，地震学のみな らず，津波学や工学等の専

門家か ら成 る専門調査会で 「長期評価の見解」について検討 した結果，「長

期評価の見解」は将来の地震の発生可能性が客観的かつ合理的根拠により裏

付けられた見解ではないと判断された こと
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ア 被告国は，平成13年1月 の省 庁再編以 降， 中央 防災会議 において，特

に切迫性が指摘 されていた東南海，南海地震等の地震防災対策や防災に関

連す る情報の共有化等の課題 に取 り組み，各専門調査会にて検討をしてい

た ところ，平成15年 の宮城 県沖地震 の発生等 に よ り東北 ・北海道地方の

地震防災対策強化の必要性が高まったのを契機に，同年7月 ， 中央 防災会

議 に 日本海溝 ・千 島海溝調査会を設置することを決定 し，北海道及び東北

地方 を中心 とする地域に影響を及ぼす地震の うち，特に 日本海溝 ・千島海

溝周辺海溝型地震に着 目して，防災対策の対象 とすべき地震を選定した上，

地震の揺れの強 さや津波の高 さ等 を推計す るな どし，平成18年 にその結

果 を 日本海溝 ・千 島海溝報告書 （乙A第9号 証）に取 りま とめて公表 した。

なお， 「長期評価の見解」は前記調査会の設置前に公表 された ものである

が，内閣府は，同見解が持つ不確実性 と， これ を防災対策の検討などに用

いる際に別途検討すべき問題点があることについて既に認識 してお り，「長

期評価 の見解」の発表 日に併せて，その旨を防災機 関対応方針 として公表

した （丙B第89号 証）。

ところで ， 中央 防災会議 は，「長期評価の見解」が福 島県沖における発

生可能性に関する具体的な根拠 も断層モデル も示 さず，単に発生確率を示

したのみであったことから，このままでは 「行政行為を行 うに足る説得力」

（甲A第3号 証307ペ ー ジ）が ない ，つ ま り規制権 限 の根拠た り得ないと

判断 し，その検討 の過程 において，「長期評価の見解」及びその後 に得 ら

れた科学的知見をも検討対象に加 え，次に述べる北海道 ワーキンググルー

プにおいて改 めて断層モデルの検討 を行ったものであるが，結論 として，

三陸沖北部の地震，宮城県沖の地震，明治三陸タイプの地震 （明治三陸地

震の震源域の領域で発生す る津波地震）等を検討対象地震 とす る一方で，

福島県沖海溝沿いの領域における津波地震 については検討対象 として採用

しなかった。つま り， 「長期評価 の見解」は採用 されていないのである。
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そ して，その結果， 日本海溝 ・千島海溝報告書において防災対策の検討

対象 とされた地震 による海岸での津波高 さの最大値は，福島第一発電所が

ある福島県双葉郡大熊町において5メ ー トル （T．P． 〔＝東京湾平均海面〕

基 準）を超えない もの と判断 され，その周辺 自治体の津波高 さも最大で5

メー トル前後 と判 断 されたので ある（乙A第9号 証65ペ ー ジ）。

イ しか る ところ，前記 の 日本海溝 ・千島海溝報告書 における結論は，谷岡

教授及び笠原名誉教授が 「最終的に中央防災会議 『日本海溝 ・千島海溝周

辺海溝型地震に関す る専門調査会』で出された結論は，北海道WGの 議 論

や 結論 を踏 ま えて 出 され た ものにな ります。」 （丙B第58号 証15ペ ー

ジ）， 「北海 道WGに つ いて は， （中略）専 門調 査会 からの付託事項について

の検討を行 った もので，その中では，三陸か ら房総まで入れて，特に大き

な津波をもた らしたプ レー ト間地震等の検討 もされているところ，そこで

明治三陸地震の ような津波地震 をどのように考えるべ きかについても議論

が されま した。 （中略）津波地震 としての明治三陸地震 については，慶長三

陸地震 との繰 り返 し性を前提 に三陸沖の領域でモデル を置き，防災対策 と

して取 り入れた報告 をしている一方，他の領域において明治三陸地震 と同

様の津波地震が発生 しうる見解 に沿った防災対策は提唱 され るに至ってい

ませんが， これは先のような北海道WGで の検討 を踏 まえて報 告 され た も

ので した。」 （丙B第59号 証8な い し10ペ ー ジ）と述べ てい る とお り，

日本海溝 ・千島海溝調査会が北海道 ワーキングループに検討 を委託 し，同

ワーキンググループが議論の上で検討 を行 った結果 を踏まえて出されたも

のである。

ウ そ して，谷岡教授及び笠原名誉教授が，「北海道WGは ， 中央 防災会議

が防災対策 の対 象 とすべき地震を検討するために設置 されたワーキンググ

ループで したので，その中で，福島県沖や茨城県沖などの他の領域でも過

去 に明治三陸地震のような津波地震が発生 してきたのであれば，当然，防
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災対策の対象 とすべ きと考 えることになるのですが，明治三陸地震のよう

な津波地震については， （中略）そのメカニズムが解明 されるに至っていま

せんで した し，（中略）私を含む多 くの地震学者が津波地震を研究 し，様々

な仮説 を提唱 してきた ものの， これ らの多 くは，明治三陸地震 のよ うな津

波地震は，限られた領域や特殊な条件が揃った場合にのみ発生する可能性

が高い とい うもので した。ですか ら，私は，地震学者 として，第2回 会 合

では， （中略）同 じよ うな説明をしま した。私は，この説明の中で，瀬野博

士の論文にも言及 しま した し，議論の中では，確か，佐竹博士から，鶴博

士の論文だったかははっきり覚 えていない ものの，ホルス ト・グラベ ン構

造 について，三陸沖 と福 島県沖の比較に関す る最新の知見についても言及

があるなどしたものと記憶 しています。そ して，北海道WGで は，明 治三

陸地震 の よ うな津波地震は，限 られた領域や特殊な条件が揃 った場合 にの

み発生す る可能性が高い とい う方向性に異論は出されませんでした。その

結果，北海道WGで は， （中略）明治三 陸地震 につ いては三陸沖北部か ら三

陸沖中部の海溝軸付近のプレー ト間地震 としてのみ考慮 され，明治三陸地

震のような津波地震 を福島県沖や茨城県沖な どでも発生する可能性がある

ものとして取 り扱 うべきとはされませんで した。ただ し，千葉県沖につい

ては1677年 延 宝房 総沖 地震 が発生 してお り，この地震については震源

過程が特定できていない ものの，留意事項 としての記述を残すべきとしま

した。」 （丙B第58号 証15な い し17ペ ー ジ）， 「北海道WGで ，谷 岡先

生 が津波地震 に関す る当時の地震学分野における知見の集積状況について

説明 し，その後，審議 がされています。 （中略）その際は，谷岡先生か ら，

津波地震に関す る知見の説明があった後，委員の間で，三陸沖 とその他の

日本海溝沿いの領域におけるホルス トグラベン構造や堆積物の集積モデル

の違いや，近年の観測結果についての言及があ り，明治三陸地震のよ うな

津波地震は，限 られた領域や特殊な条件下でのみ発生する可能性が高いの
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ではないか とい う方向性での意見が出て，その方向性に異論が出ていな

かったと記憶 しています。」 （丙B第59号 証9ペ ー ジ）と述 べ るとお り，

北海 道 ワーキンググループでは，谷 岡 ・佐竹論文の内容や， 「長期評価の

見解」が公表 された後に示 された津波地震に影響があると考 えられていた

海底地形及び海溝軸付近の堆積物の形状等に関す る最新の調査結果が，津

波地震は特定の領域や特定の条件下でのみ発生する極めて特殊な地震であ

るとい う考え方を補強す るものであ り，かつ明治三陸地震 クラスの津波地

震 が福島県沖で発生す る可能性 について否定的に働 くものであった こと

（前記 （1）イ）な どを踏 ま えた議論 が行 われてお り，その結果 として，平成

18年 時点 にお いて も， 「長 期評価 の 見解」は地震地体構造の知見 として

客観 的かつ合理的根拠 を伴 うものではないと判断 されているのである。

（4）平成21年 の推進 本部 に よる長期 評価 の一部改訂においても，「長期評価

の見解」について，客観的かつ合理的根拠を与えるような新たな記載がされ

ていないこと

推進本部地震調査委員会は，地震に関す る最新の情報 を提供す るため，平

成20年5． 月8日 に発 生 した茨城 県沖地震 に よ り得 られた新たな科学的知見

を取 り入れるとともに，平成14年 の長期評価 公表 時点か ら時 間が経過 した

こと等を踏まえ，平成21年3． 月に長期 評価 の一 部改訂 を行 っている（乙A

第13号 証 ）。 しか る ところ，改訂 後 の長期評価では，新たな科学的知見の

集積があった茨城県沖については，新たな記述や評価が加 えられているほか

（乙A第13号 証12，14ペ ー ジ等）， 三陸沖北部 のプ レー ト間大地震など

科学的根拠が豊富で，BPT分 布 による確 率評価 が可能で あった地震につい

ては，時間の経過に伴 う確率の更新が行 われているが （同号証13ペ ー ジ ・

表4－1参 照）， 「長 期評 価 の見解 」 に 関す る記載は，平成14年 の策 定 当

初 とほぼ同一 の記 載 のままであるほか，ボア ソン分布 による確率評価のまま

であることから，確率の更新 も行われていない。
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つま り， 「長期評価 の見解」については，平成14年 の公 表 当時 か ら， こ

れ を裏付 け る新たな科学的知見の集積がなかったが故，新たな記述や評価が

加 えられてお らず，確率評価手法にも変更がなかったのであ り，かかる事実

経過は，「長期評価 の見解」が，平成21年 時点 にお いて も，なお 「理学 的

に否定できない知見」のままで，三陸沖北部か ら房総沖にかけての領域を一

体 とみなす ことについて，地震地体構造上，客観的かつ合理的根拠 を与える

ような新たな科学的知見が公表 されていない状況にあった ことを裏付けてい

るものである。

（5）平成21年 度か ら平成23年 度にか けて開催 され た土木学会 の第4期 津 波

評価部会 では 「長期 評価 の見解」を踏まえた波源モデル設定に関する検討が

行われたところ，同見解が客観的かつ合理的根拠を裏付けられた知見である

とは判断されなか った こと（明治三陸地震の波源モデルを福島県沖の海溝寄

りに移すという考え方が否定された こと）

ア 第4期 土木学 会原子 力土木 委員会津 波評価部会は，被告東電の依頼を受

けて，津波評価技術の改訂に向けた議論 をする中で，福島県沖の海溝寄 り

を津波地震の発生領域に含 めるとした場合に設定すべき基準断層モデルの

検討がされた。 その中では，「長期評価の見解」のほか，三陸沖の海溝寄

りの領域 と福島県沖の海溝寄 りの領域では海底地形 ・地質が異なっている

ことや，確率論的津波ハザー ド解析の開発途上に実施 した平成20年 度 ア

ンケー トの結 果 な どの最新 の知見を考慮 した上で，三陸沖北部 と福島県沖

とで同じ地震地体構造 区分 とみなす ことはできない として，明治三陸地震

の波源モデルを三陸沖北部か ら福島県沖の海溝寄 りの基準断層モデル とす

るとい う考 え方を否定する方向で議論が進んでいた。

イ また，第4期 土木学 会原 子力 土木委 員会津波評価部会では，平成19年

以降 ，延 宝房 総沖地震 に関す る知見の進展等があったため，事業者側の自

主的な取組 として，延宝房総沖地震の波源モデル を 「参考」にしっっ，福
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島県沖を含む 日本海溝沿いの津波地震に関す る新たな波源モデル を構築 す

るとい う方向で検討が進められていたが，福 島第一発電所事故の時点では，

波源モデルを構築す るには至っていなかった。そのような状況において，

福島第一発電所事故が発生 したことから，土木学会は，平成23年 度以 降，

東北地 方太平洋 沖地震 に関す る検討等 を優先せ ざるを得 なくな り，新たな

波源モデルの構築 を中止す ることとなった。そのため，現時点においても，

福島県沖を含む 日本海溝沿いの津波地震に関する新たな波源モデルは示 さ

れていない （丙B第77号 証 の1・34，35，84な い し86ペ ー ジ）。

ウ この よ うに，福 島第一発電所事故直前の平成21年 度 か ら平成23年 度

にかけて開催 され た第4期 土木 学会原 子力土木委員会 津波評価部会は，正

に，「長期評価 の見解」が地震地体構造の知見 として客観 的かっ合理的根

拠に裏付けられた科学的知見か どうかが検討 されていたが，その検討にお

いては，同見解はそのまま規制に取 り込める程度に客観的かっ合理的根拠

に裏付 けられた科学的知見であるとは判断 されなかった ものである。

（6）保 安院 内に おけ る調査 義務 の履行過程においても，「長期評価の見解」が

客観的かつ合理的根拠に裏付 けられた科学的知見 として評価 され ることがな

か ったこと

ア は じめに

（ア）保安院においては，耐震安全性に関わる新たな知見を継続的に収集す

るな ど調査検討 を行い，規制 に取 り入れるべき知見を収集 した場合には，

その科学的知見を裏付ける科学的根拠の程度に応 じて，新設炉に対する

安全審査に用いる指針類の改訂等に反映 させるなどしてきたほか，既設

炉に対 しても，最新の知見に照 らし合わせた安全性の維持向上のため，

新 たな指針類への適合性や当該知見に照 らした安全性 の再確認 （いわゆ

るバ ックチェック）を実施す るなどしてきたものであ り（丙B第90号 証

の1，2， 第91号 証1ペ ー ジ），新 たな知見 に対す る調査検討結果を
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踏まえて適時適切に規制権 限の発動 の要否 ・可否を判断 してきたもので

ある。津波 に対する安全性評価の関係 でいえば，通産省は，平成5年 に，

北海道 南西 沖地震 （平成5年 ）を踏 ま えて，電 気事 業連合 会 （以下 「電事

連」 とい う。）に対 し，全ての原子力発電所の津波 に対する安全性 を評

，価 （数値計算）して報告す るように求めた り（丙A第20号 証 ， 甲A第2

7号 証）， 平成9年 か ら平成10年 に かけて は，4省 庁報 告 （案）を踏 ま

えて，電事連に，改めて全ての原子力発電所の津波に対す る安全性を評

価 （数値計算結果）して報告す るよ うに求めた り（丙B第92， 第93，

第94号 証）す るな どしてきた ものであ る。

（イ）本件で問題 となっている地震及び津波の科学的知見についていえば，

保安院は，以下のとお り，財団法人原子力発電技術機構 （以下 「NUP

EC」 とい う。 ）やJNESに よる地震や 津波 に 関す る科 学的知見を収

集す る仕組みを構築するだけでな く，溢水勉強会や平成18年 に指 示 し

た既設 炉 に対す る耐震バ ックチェックを通 じて，地震や津波に対す る科

学的知見を収集 していたものである。 しか しなが ら，三陸沖の海溝寄 り

の領域か ら房総沖の海溝寄 りの領域 までを一体 とみなす 「長期評価の見

解」 については，前記3（1） の とお り，保安 院 が，平成14年8月 に，

科学 的根 拠 に裏付 け られ た科学的知見であるとはいえない と判断 して以

降も，その正当性を裏付 ける科学的知見や科学的根拠が発表 されていな

い状況であったため，以下の とお り， 「長期評価の見解」は，そのよう

な知見の収集 の仕組みの中で，直ちに規制に取 り入れ られ るべき科学的

知見 としては取 り上げられないか，その考え方が採用 されていなかった

ものである。

この ような保安院の調査状況に照 らせば，被告国は，平成14年8月

以 降 も， 「長 期評価 の見解 」 に対す る調査義務を尽 くしていた と評価 さ

れ るべきである。以下詳述す る。
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イNUPECや 安全情報検 討会の情報 収集 においては，「長期評価の見解」

が取 り上げられていなかった こと

保安院は，平成15年11月 まで，外部 （NUPEC） に委 託 して，地震

及 び津波 に関す る新たな知見の収集検討事業を行 っていたが，同月か らは，

同事業が同年10月 に設 立 され たJNESの 事業 となった。 そ のため，保

安 院 は，JNESと 連携 して科学 的知 見 を収集 し，必要な規制上の対応 を

行 うために，同年11月6日 に 「安全 情報検討会 」 を立 ち上 げて，新知見

についての調査を行 うこととした（丙A第199号 証184，185ペ ー

ジ，第203号 証241，242ペ ー ジ，第204号 証の2・9ペ ー ジ，

丙B第95号 証 ，丙C第1号 証43ペ ー ジ）。 そ して ，保 安 院 は，平成1

6年12月 に発生 したスマ トラ沖地震 に伴 う津波によりイン ドの原子力発

電所で溢水事故が起 きた ことを受け，原子力発電所における津波対策の現

状を改めて整理 した上で，平成17年6月 の第33回 安全情報検討 会か ら

外部溢水 問題 について本格的な検討 を開始 し（丙A第29号 証4ペ ー ジ），

福 島第 一発 電所事故 直前の平成23年IAの 第129回 安全情報検討 会 ま

で情報収集 に努 めた （丙B第96号 証 の1，2） 。

しか しなが ら， このNUPECや 安全情 報検 討会 による情報収集 におい

ては，「長期評価の見解」が取 り上げられ ることはなかった。

ウ 溢水勉強会について

保安院は，平成18年1月 に，事業者 に働 きかけて 「溢水勉強会」を立

ち上げ （丙A第30号 証 の2） ，平成19年4月 に報 告書 をま とめ るまでの

間，10回 にわた って ，外 部溢 水対策 についての情報収集を行ったが，そ

の中で， 「長期評価の見解」が取 り上げ られ ることはなかった （丙A第3

5号 証の1・1，3枚 目，第35号 証 の2， 甲A第39号 証 の2・1ペ ー

ジ）。

工 福 島第一 発電 所事 故前の耐震バ ックチ ェック報告書の審議等の過程で
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も，専門家か ら 「長期評価の見解」に基づく津波対策の必要性を示唆する

意見が述べ られ ることはなか ったこと

被告国は，平成18年9月 に改訂 され た耐震 設計 審査指針 （丙A第10

号証 の2） に津波 に対す る安 全性評 価 が盛 り込まれたのに伴い，既設炉に

対するバ ックチェックを行い，事業者 の設計上の想定が最新の知見を十分

反映 したもの となっているかを事業者に報告 させた上で，有識者か ら成る

審議会において検討す ることになった。そのため，溢水勉強会では，外部

溢 水については耐震バ ックチェックの中で見てい くことになる と整理 さ

れ，耐震バ ックチェックこそが外部溢水についての科学的知見に客観 的か

つ合理的根拠があるか否かを審理する場 とされた。

しか しなが ら，以下の（ア）ない し（ウ）の とお り，JNES及 び東 北電力株

式会社 （以下 「東 北電力」 とい う。）は，この耐震バ ックチェックで波源モ

デルの位置 を検討す るに当たって， 「長期評価の見解」の領域区分 を採用

しなかった ものであるし，福 島第一発電所の耐震バ ックチェックにおいて

も，専門家から， 「長期評価の見解」の領域 区分 に基づいて津波の解析 ・

評価 をする必要があるとい う意見は表明 されなかった ものである。

（ア）JNESは ，平成21年5月 時点に おいて，三陸沖北部 と福 島県沖を

一体とみなす 「長期評価の見解」の領域区分 を採用 しなかった こと

保安院は，事業者か ら津波に対す る安全性 を内容に含むバ ックチェッ

ク（最終）報告書が提出 された後に，様々な分野の専門家の集 う審議会に

おいて議論 し，その妥当性を確認することとしていたところ，その審議

に先立ち，技術支援機 関であるJNESに おいて，津波 に対す る安 全性
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に関するクロスチェック解析＊13の準備 として，平成21年5月 までに，

既往 津波や海底活 断層 に関す る文献 を調査 して整理 させた上で， これ を

考慮 して検討すべ き津波波源及び解析条件を整備 させた（丙B第97号

証 五ペー ジ）。

しか しなが ら，JNESは ，前記 報告書 におい て も，既 往津波に関す

る文献調査 の整理の過程では 「長期評価の見解」に言及 してい るが （丙

B第97号 証3－1，3－7ペ ー ジ）， 具体的 な波源 モデル の設定及び

解析結果を示すに当たっては，中央防災会議等の波源モデル及び領域区

分を採用 し（同号証6－1ペ ー ジ），三陸沖北部 と福 島県沖を一体 とみな

す 「長期評価の見解」の領域 区分 を採用 しなかった （同号証5－47ペ

ー ジ等 〔ただ し， 同ペー ジ等 の 「東北」は 「東京」の誤記，5－57ペ

ー ジの 「1856」 は 「1896」 の誤記。〕）。

（イ） 東北 電力及びJNESは ，平成22年11月 時点 で も，三陸 沖北部 か

ら福 島県沖を一体 とみなす「長期評価の見解」の領域区分を採用 しなかっ

た こと

また，JNESは ，保安院 の指 示 を受 けて，平成22年4月 か ら，福

島第 一発 電所 と同 じく東北太平洋岸に位置する女川発電所につき，東北

電力がバ ックチェック最終報告書に盛 り込んで提出を予定 していた津波

評価の内容をあ らか じめ入手 した上で，同年11月 まで に， これ に対す

るクロスチ ェ ックを実施 して，最終報告書の審議 に備えた準備 を進めて

＊13ク ロスチ ェ ック解析 とは，原子力施設 の安全審査等 の際 に，保安院 の指示 を受 けたJNESが ，

事 業者 とは別 に改良整備 した解析 コー ド（計算 プ ログ ラム）を用い た上で， 事業者 か ら必要 なデ

ー タの貸 与 を受 け るな どして解析 ・評価 を行 うこ とで あ り，事業者 の解析 ・評価 の妥 当性 を検

証す るた めに実施 され る。
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いた（丙B第98号 証）。

そ して ，JNESは ，平成22年11． 月に， 当該 クロス チェ ック解析

を終えて報告書を作成 したが，その報告書によれば，以下のとお り，東

北電力 もJNESも ，女川発 電所 の津波評価 に関 し，「長期評価の見解」

の領域区分 を採用 してはいない（丙B第98号 証）。

す なわ ち，東北電 力は， 図表8の とお り， 日本海 溝沿 いで発 生する津

波地震 を対象 とす る津波評価について，明治三陸津波の痕跡高を再現す

る断層モデルを基準断層モデルに設定 した上で，パラメータスタディを

実施 しているが，その断層位置 を， 「長期評価 の見解」ではな く，津波

評価技術 の領域 区分 に従って，「領域3」 の範 囲内 で南北 にず らして数

値計算をしている。その上で，東北電力は，保安院に対する最終報告書

において，断層位置を 「領域3」 の最南 端 に設定 したケー スを最大7k位

上昇 ケー ス として報告す る予 定 であった（丙B第98号 証16ペ ー ジ，

19ペ ー ジ図5．2，20ペ ー ジ図5．3（1） ，付録1・4ペ ージ）。

他方 ，JNESは ，東 北電力 が実施 した前記 のパ ラメータスタディが

適切かどうかを確認す るために，東北電力の最大水位上昇ケースについ

て，断層位置，傾斜角，すべ り角 を変更 した断層モデルを用いて解析 し

てい るところ，その時も，断層位置を前記の 「領域3」 の最 南端 よ りも

南方 にず らしたパ ラメータスタディを実施 していない （丙B第98号 証

16ペ ー ジ，20ペ ー ジ図5．3（1） ）。 その上で，JNESは ，津波地

震 の発 生領 域 にお け る東北電力の波源設定には異議 をとどめることな

く， 「事業者の結果 はJNESの 解析結 果 とほ ぼ一致 してお り，事業者

の解析結果は妥 当であると判断 される」 （丙B第98号 証42ペ ー ジ）と

結論 づ けてい る。
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［図 表8］ 丙B第98号 証19，20ページより

平 成22年11月 の 東 北 電 力 の 津 波 想 定 とJNESに よる専 門 技 術 的 検 討 結 果

曙
繭
堂
…廓

1896年 明治三陸

地震 （Mw8．3）

0

地震地体構造上の

同一性がある領域3

の範囲内でのみ波

源想定を行い，異な

る領域に明治三陸モ

デルの波源を移して
いない

さらに，図表9の とお り，JNESが ク ロスチ ェ ック解析 の際 に実施

したパ ラメー タスタデ ィの実施結果 （丙B第98号 証31ペ ー ジ図6．

2，32ペ ー ジ表6．2〔 次ペ ー ジ図〕）に よれ ば ，明治三陸津波の波

源モデルを前記 「領域3」 の最南端 に位置 づ けた事 業者 最大水位上昇ケ

ース （JSCEO1 ＿High） は， 明治 三陸津波 の波源モデル の断層位

置 を北方に20キ ロメー トル移動 させ たケース （JSCEO2） を上回 る

最大遡 上高 とな り，JNESに よる解析 で も最大水位 上昇 ケー ス となっ

ている。そのため， この ことか ら単純 に推測すれば，仮に，「長期評価

の見解」に従って，明治三陸津波の波源モデルを前記の 「領域3」 の最

南端 よ り更 に南方 にず らし，女川発電所に沖合で正対す るような位置に
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設定 して津波評価 を行った場合には，前記JSCEO1＿Highを 更

に上回 る最 大津 波水 位 が推 計 され る可能性 は否定で きない と考 えられ

る。

それにもかかわ らず，東北電力及びJNESが ， 明治三 陸津波 の波源

モデル を前記の 「領域3」 の最南端 よ り更 に南 方 にず ら して津波評価 を

せず，津波評価技術の領域区分に従 って津波評価 を行っているのは，更

に断層位置 を南に動かせ ば最大津波水位を上回る可能性があると推測す

ることができた としても，それ を示唆す る知見 （つま り，「長期評価 の

見解」）の科学的根拠が不十分であ り，単にそのような可能性があるこ

とを科学的根拠をもって否定できない とい うレベルにす ぎないのであれ

ば，科学的な合理性 をもって策定された津波評価技術における領域区分

を超えて波源 を設定 し，改めて数値解析を実施すべき工学上の必要性は

ないと判断 したからにほかならない。
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［図表9］ 丙B第98号 証20，31ページより

平 成22年11月 の 東 北 電 力 の 津 波 想 定 とJNESに よる専 門 技 術 的 検 討 結 果
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以上か ら明らかなよ うに，JNES及 び東 北電力 も，平成22年 当時，

「長期 評価 の見解 」 に対する調査検討の結果 として，三陸沖北部 と福島

県沖を一体に見る 「長期評価の見解」を，科学的根拠をもって否定でき

ない とい う程度の知見 と位置づ けていたのである。

（ウ）被告東電が保安院に提出 した福島第一発電所の耐震バックチェック中

間報告書の妥当性を巡る審議会での議論においても，「長期評価の見解」

に基づ く地震動評価又は津波評価を実施する必要がある旨の意見が表明

されなかったこと

さらに，保安院は，福島第一発電所事故前，福島第一発電所について，

被告東電が提 出した耐震バ ックチェ ック中間報告書の妥当性を多様な分

野の専門家を交えた審議会 （合 同ワーキンググループ等）にて審議 し，評
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価書 を公表 していた ところであるが，その間，平成21年6月24日 の

第32回 合 同WG及 び 同年7月13日 の第33回 合 同WGに おいて，産

業技 術総合研究所活 断層 ・地震研究セ ンター長 （当時）の岡村行信委員か

ら，貞観地震 ・津波について，津波堆積物調査結果を中心 とす る新たな

知見の進展が見 られていたことを踏まえて，基準地震動を策定する際に

その知見を考慮すべきである旨指摘が されたため，後に提出 される耐震

バ ックチェック最終報告書の内容を審議する際には，貞観地震の知見の

成熟度やその知見に基づいた津波評価等 も審議す ることとした （丙A第

37号 証24ペ ー ジ，丙B第83号 証12，14，19ペ ー ジ）。

他方 で，前記の審議 を通 じて，基準地震動又は後の津波の評価に当たっ

て 「長期評価の見解」に基づいて，福島県沖の海溝寄 りの領域で津波マ

グニチュー ド 〔Mt〕8．2ク ラス の津波 地震 が発生 す る こ とを想定 し

て解析 ・評価を実施する必要があるとい う意見は，専門家の誰か らも表

明されることはなかった。

このように，保安院は，平成21年 当時，福 島第 一発電所 の津波 に対

す る評価を行 うに当たっては，被告東電か らバ ックチェック最終報告書

の提 出を受けた上でJNESに よるク ロスチ ェ ック解 析 を実施 し，両者

を突き合わせ るな どして専門家を入れた審議会において議論 し，その評

価の妥当性を審議することとしていた ところであるが，その過程で，貞

観津波について，新たに集積 されつつあった津波堆積物調査等の科学的

知見を踏まえ，必要に応 じて適切な対応 を取 らせ る方針 としていた一方

で，三陸沖北部 と福島県沖を一体に見る 「長期評価の見解」について同

様の方針を取っていなかったのは，「長期評価 の見解」が，貞観津波 と

は異な り，その公表後 も裏付けとなる科学的知見が上積みされることは

なく丁専門家か らも同知見に基づいて波源の位置設定をすべきとの意見

が表明されなかったことによるものである。

85



オ 保安院の科学的知見の収集及び評価においても，「長期評価の見解」は

直ちに規制に取 り込むべき知見 とはされなか ったこと

保安院は，事業者及びJNESか ら地震や津波 な どの科 学的知 見 を収集

す る新たな仕組みを再構築するため，平成22年12月16日 付 けで 「原

子 力施設 の耐震安全性に係 る新たな科学的 ・技術的知見の継続的な収集及

び評価への反映等のための取組 について」（平成21年 度）とい う報告書 （丙

B第34号 証）を取 りま とめ， 地震及 び津波 についての情報収集の仕組み

を再構築 した。そ して，その報告書では，長期評価等 の集大成 として平成

17年3月 に公表 され ，以後 毎年改訂 され ていた推進本部の 「全国地震動

予測地図」の原子力規制における位置づけが，専門家の審議 を踏まえて，

「新知見情報」ではなく， 「新知見関連情報」 と位置づ けられたが，平成

21年9． 月に改訂 され た 「長期評価 の見解」 を含む長期評価 に至っては，

「参考情報」に位置づ けられ るに止 ま り， 「長期評価 の見解」を規制に直

ちに反映する必要があるとはされなかった。

力 小括

このよ うに，保安院は，地震及び津波についての科学的知見を収集する

仕組みを設けていたものの，平成14年8月 に 「長 期評価 の見解 」 は審議

会 等 の検証に耐 え得る程度に客観的かつ合理的根拠 に裏付 けられた科学的

知見であるとはいえない と判断 して以降も，その正当性を裏付ける科学的

知見や科学的根拠が発表 されていない状況であったため，その ような知見

の収集 の仕組みの中で，「長期評価 の見解」が規制に取 り入れ られ るべき

科学的知見 として取 り上げられ ることはなかったものである。 このような

保安院の調査の状況か らすれば，福島第一発電所事故前において，保安院

に 「長期評価の見解」についての調査義務違反があった とは到底いえない。

（7）ま とめ

前記 （1）ない し（6）の とお り，三陸沖 の海溝 寄 りの領域か ら房総沖の海溝寄
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りの領域までを一体 とみなす 「長期評価 の見解」については，保安院が審議

会等の検証に耐え得る程度に客観的かつ合理的根拠が伴った地震地体構造の

知見ではない と判断 した平成14年8月 以 降 も，それ を裏付 ける科学 的根拠

が発表 されていなかったばか りか，矛盾する科学的根拠ばか りが発表 されて

いた状況にあったため，推進本部，中央防災会議及び土木学会における様々

な専門家の議論においても，科学的根拠 を伴った科学的知見であるとは評価

されていなかったものである。そのため，保安院は，平成14年8月 以 降 も，

JNESや 耐震バ ックチ ェ ックな どを通 じて継続的に地震や津波に対す る科

学的知見を調査 していたものの， 「長期評価の見解」を規制に取 り入れ られ

るべき科学的知見 として取 り上げられ なかったものであ り，その状況に照 ら

して，「長期評価の見解」は規制に取 り入れ るだけの客観的かつ合理的根拠

に裏付け られていないとい う状況に変化は生 じていない と評価 し続けていた

ものである。

そ うする と，保安院は， 「長期評価 の見解」について調査義務 を十分 に履

行 した結果， 「長期評価の見解」は規制 に取 り入れ るだけの客観的かつ合理

的根拠が伴 っていると評価 され る状況に至っていないと判断 していたもので

あ り，その判断は当時の科学的知見の進展状況に照 らして合理的であった と

い うことができるから，保安院が，福 島第一発電所について，津波に対する

安全性の審査又は判断の基準の適合性 に変化は生 じていない と評価 して規制

権限を行使 しなかったことが著 しく不合理であると評価 される余地はない と

い うべきである。

5福 島第 一発電所 にお ける確率論 的津波ハザー ド解析手法の進展状況からして

も，保安院が福島第一発電所の津波対策について規制権限を行使する状況には

なかった こと

（1）保安 院は，前記3の とお り，平成14年8月 に 「長期評価 の見解」 につい

て調査検討 を行った結果 として，被告東電がこれ を決定論的安全評価に取 り
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入れない一方，確率論的安全評価には取 り入れてい く方針 を示 したことを是

としたものであるが，被告国第20準 備書 面第3， 第4（5な い し31ペ ー

ジ）にお いて詳述 した とお り，津波評価技術が策定 された平成14年2月 当

時，既 に原子 力安全委員 会 において耐震設計審査指針の全面改訂に向けた抜

本的な議論 （平成13年6月 開始）が行 われ ていた ところ，その中では，確率

論的安全評価 を指針 にどのように取 り込むかに関す る議論 も行われていた上

（丙A第206号 証），将来 的に，津波 に対す る安全性評価に確率論的手法が

採用 され ることも見込まれ る状況にあった （丙A第207号 証1ペ ー ジ 〔8

枚 目〕）。

（2）そのた め，土木学会 は，平成14年2． 月の津波評価 技術 の策定に引 き続 き，

平成15年6月 か ら平成17年9． 月まで及 び平成19年1． 月か ら平成21年

3月 まで の2期 の間 ，津波評 価 の更 な る高度化を図るため，確率論的津波ハ

ザー ド解析手法の研究開発 を進めることとな り，保安院においても，土木学

会に委員を派遣 していることか ら，その後の確率論的津波ハザー ド解析手法

の実用化 に向けた動向を把握 してい る状況にあった （丙A第207号 証iペ

ー ジ 〔2枚 目〕，丙B第30号 証12，13，23ペ ー ジ， 第60号 証5ペ

ー ジ，第72号 証9ペ ー ジ）。

また，保安 院は，JNESと ともに，被 告東電等 の事業者 をオブザーバー

として参加 させた上で，平成18年1月 か ら溢水勉 強会 を開催 してお り，そ

の趣 旨は， 「原子力発電所の津波評価及び設計においては，『原子力発電所

の津波評価技術』 （平成14年 ・土木学 会）に基づ き，過去最 大の津波はもと

より発生の可能性 が否定できないより大きな津波 を想定 していることか ら，

津波に対す る発電所の安全性は十分に確保 されているものと考えている。今

回， この想定を大きく上回る津波水位に対 して，あくまでも仮定 とい う位置

づけで，想定外津波に対するプラン トの耐力について検討 を実施 した。」 （丙

A第35号 証 の2・1枚 目）とい うもので あった ところ，この溢水勉強会で
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は，前記の とお り念のための影響評価 を行 った上で，「引き続き津波PSA

につ いて，適 宜，調 査検討 を進 めてい くこと」 （甲A第39号 証 の2・1ペ

ー ジ）と され ，外部溢 水 に関 して，確率論的安全評価手法の確立に向けた調

査検討 を進めてい くとの結論が採用 されるなどしていた。

このように，被告国は，土木学会に参加 した り，溢水勉強会を開催 した り

するなどして，事業者や学協会における津波に関す る確率論的安全評価手法

の進展状況の把握に務 めていた。

（3）その よ うな中，被 告東電 は，被告国第20準 備書 面第4の2（2） ウ及 びエ （1

5な い し18ペ ー ジ）で詳述 した とお り，平成18年 に，確率 論 的津波 ハザ

ー ド解 析手法の研究過程においてマイア ミ論文 （甲A第41号 証 の1 ，2） を

公 表す るな ど して い るほか，福島第一発電所の1号 機 ない し6号 機 にお ける

確 率論 的津波ハザー ド解析を実施 している（丙B第60号 証）。

そ こでは， ロジ ックツ リーの分岐を設けることで津波の波源設置の 「不確

か さ」を考慮 しているところ，日本海溝沿いの津波地震発生については，「長

期評価の見解」を踏 まえて，津波地震が特定の領域でのみ発生するとの見解

と三陸沖か ら房総沖の海溝寄 りのどこでも津波地震が発生す るとの見解を前

提 とした分岐を設 けた上で，専門家意見のば らつきを再現するために専門家
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）

による重み付けアンケー トを実施 した＊14。

そ のア ンケー トの結 果 を踏 ま えた計算結果は，図表10の とお り，福 島第

一発電所1号 機 において，O．P． ＋10メ ー トル を超 える津波 が発 生す る

年超過確率は，10“5を 下回 り10－6と の 間，つ ま り，10万 年 か ら100

万年 に1回 程度 の超過 確率 であ る と推 計 され，原子力安全委員会安全 目標専

門部会が平成18年4月 に同委員 会 に報告 した性能 目標 の うち，原子炉施設

のシ ビアアクシデ ン トの発生頻度の 目安 となる炉心損傷頻度 （CDF）10－

4／年程 度 （甲A第114号 証5 ，13，26ペ ー ジ）を下 回 る数値 が得 られ

てい るところ，原子力工学及び リスク評価を専門とす る山口教授がその意見

書 （丙B第12号 証12ペ ー ジ）で述 べ る よ うに，敷 地高 を超 える津波が到来

しても100パ ーセ ン ト炉心損傷 に至 るわけではないため，そのよ うな津波

の年超過確率が10“4／ 年 を下 回 っていれ ば，炉 心損傷 頻度は更に低 くな

る可能性 も指摘 されている。

＊14か かる検討で用いられた専門家意見のば らつきをロジックツリーの分岐とその重み付けで再現

するとい う手法は，福島第一発電所事故後に公表 された 「確率論的津波ハザー ド解析の方法」

（丙A第209号 証），「津波PRA標 準」 （丙A第210号 証）及び 「津波評価技術2016」

（丙A第213号 証）並びにこれ らを参照 しつつ行われている現行の基準適合性審査のいずれに

おいても，当該手法の合理性が認 められているものであり，確率論的津波ハザー ド解析結果が

規制上の 「参考情報 としての活用」に供 され るよ うになった現時点においても，なお通用す る

合理的な手法により行われたものと認められる。
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［図表10］

確 率論的津波ハザード解析手法の研究例
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（4）しか る ところ， 当該結果 は， それ 自体か ら直ちに津波対策の見直 しの要否

等 に関す る工学的な判断 を行 うことがで きる段階にはなかった ものである

（丙B第60号 証8，9ペ ー ジ，丙B第66号 証13，14ペ ージ）。 ただ，

リス ク情 報活 用 の専門家である山 口教授 の意見書 （丙B第66号 証 ）にお い

て， 「原 子 力安 全委員 会が2006（ 平成18） 年 に公表 した性 能 目標 にあ る

炉心損傷頻度は 『1．OE－04』 です か ら，上 のハ ザー ド曲線 における0．

P． ＋10．Omの 津波 高 さを超 え る津波 の発 生す る年超過確率は，この性

能 目標に適合 していると言えます。そ して，仮に本件事故前，東電の経営層

が，長期評価の見解がロジックツ リーの分岐 として考慮 されてこのよ うな津

波ハザー ド曲線 となった と担当者か ら説明を受 けた としても，他の外的事象

におけるハザー ド評価す ら見ずに，地震や火災 と同程度又はそれ以上の優先
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度を津波に与えて， このハザー ド曲線 を根拠にO．P． ＋10．Omの 敷地

が浸水す るこ とを想 定 した施設 ・設備の設計見直 しをす るとの経営判断を行

うのは，常識 的には難 しかったろ うと思います。」 （丙B第66号 証13，

14ペ ー ジ）と述 べ られ てい る とお り，少な くとも，福島第一発電所事故前

の時点において， 「長期評価の見解」について，専門家による重み付 けアン

ケー トを行い，それ に基づいて得 られた当該時点の リスク情報の結果は，福

島第一発電所の津波に対す る安全性に関 し，規制権限の行使が検討 され る

きっかけとなるようなものではなかったのである。

（5）ちなみ に，確 率論的ハ ザー ド解析における年超過確率 と 「長期評価の見解」

が示 した地震の発生確率は，その確率の意味及び有用性が大きく異なるもの

であるから，それ らの数値を見 る上では注意す る必要がある。

すなわち，確率論的津波ハザー ド解析手法における年超過確率は，特定の

地点において敷地高を超 える津波が到来す る頻度を推定するものであるのに

対 し， 「長期評価 の見解」が示 した地震の発生確率は，示 された領域 内で特

定の地震が発生す る確率を示 したものであって，特定の地点において敷地高

を超 える津波が到来する頻度 を推定 したものではないか ら，原子炉施設の津

波対策の安全性を評価す る数値 とはな り得 ない ものである。

また，確率論的ハザー ド解析手法における年超過確率は，地震の発生領域

や規模等の不確実 さを考慮 した上で多数回にわた り津波の伝播過程の計算 を

行 うなど多段の計算過程 を経て，特定地点で敷地高を超える津波が到来す る

確率を推定す るものであるのに対 し， 「長期評価の見解」が示 した地震の発

生確率は，確率計算の前提 として用いたデー タが不十分であったことか ら，

歪みエネルギーの蓄積 と解放の繰 り返 しとい う地震発生の基本 メカニズム と

整合 しない，地震が時間的 ・場所的に全 く偶然 に起きると仮定 したモデル （ボ

アソンモデル）で計算せ ざるを得なかったものである上 （丙A第230号 証 ・

評価 方法6，19ペ ー ジ，丙A第119号 証 ・長期評 価7枚 目），地震 調査
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委員会が有力な異論のある中で認定 した 「400年 に3回 」 とい う過去 の地

震発 生 回数 のみ に基づいて，平均発生間隔を 「約133．3年 」 （400÷

3＝133．3） とし， これ を以 下の 単純 な計 算式に当てはめて約2

0パ ーセ ン ト（特 定 の領域 に限れ ば更に4分 の1の 約6パ ー セ ン ト）と算 出 し

た もの にす ぎないのであ り，両者は用いる科学的知見の多寡や計算の精緻性

が大きく異なるのであるか ら，計算結果の有用性等の点でも大きく異なるも

のである＊’5（丙B第99号 証7，8ペ ー ジ参 照）。

この よ うに，確 率論的津波ハザー ド解析 における年超過確率 と 「長期評価

の見解」における地震の発生確率は，その確率の意味及び有用性が大きく異

なることか ら，「長期評価の見解」の示 した確率は，原子力規制 において津

波対策の安全性 を評価す る上で重視す る数値ではなかったものである。

（計算式）

1－ ｛1－ （1回 ／133．3年 ）｝3°＝約0．202

第6結 語

本件における作為義務の前提となる津波の予見可能性は，津波に対する安全

性の審査又は判断の基準の設定の合理性とその適合性の判断の合理性の二段階

＊15佐 竹教授 が意見書 （甲A第185号 証19な い し21ペ ー ジ）にお いて述べ る とお り，上記発 生

確 率は，仮 に過去 の地震 が400年 間に2回 発生 した と仮定すれ ば約14パ ーセ ン ト（福 島県沖

での発 生 に限れ ば4分 の1の 約3．5パ ーセ ン ト）に減少 し，1回 発 生 した との仮定 であれ ば7

パ ーセ ン ト（福 島県沖 に限れ ば2パ ー セ ン ト）を下 回 るこ とにな る とい うよ うに，過去 の地震発

生履歴 を どの よ うに認 定す るか とい う唯一 の事情 に よ り大幅に数値 が変 わ るもので あるた め，

これ を国民の 防災意識 の高揚 とい う用 途 を超 え，既 存構造物 の設計 変更 を命 じる動機づ けや根

拠 に用い るこ とはできない。
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で審理 され るべきである。そ して，福島第一発電所事故前の津波に対す る安全

性の審査又は判断の基準である津波評価技術 と同様の考 え方は，基準として合

理性を有 していたものであるか ら，本件における津波の予見可能性はこの津波

評価技術 と同様の考え方 との関係で判断 されるべきである。そ うであるところ，

原子力規制機関は，従前の支配的な見解か らは導かれない新たな科学的知見で

ある 「長期評価の見解」について，同知見が福島第一発電所の前記審査又は判

断の基準への適合性判断に影響 を及ぼ し得る知見であるか否か との観点か ら調

査 を行ったものの，同知見 を裏付ける科学的根拠が存在 しなかったことか ら，

同知見は，審議会等の検証 に耐え得 る程度の客観的かつ合理的根拠を伴 った地

震地体構造の知見 とは評価できず， したがって，福島第一発電所の前記基準の

適合性の判断に影響を与える知見ではない と評価 して，被告東電に対 して規制

権限を行使 してこなかった ものである。そ して，その原子力規制機関の判断は，

福島第一発電所事故前の地震及び津波の科学的知見の状況に照 らして，十分な

合理性を有す るものであった。そ うすると，被告国は，「長期評価の見解」に

ついて調査義務 を十分に尽 くしていた と評価 され るべきであるし，福島第一発

電所に主要建屋 の敷地高を超 える津波が到来す ることについて，作為義務の発

生を基礎づける意味での予見可能性 もなかった とい うべ きであるから，規制権

限の不行使が許容 され る限度を逸脱 して著 しく合理性を欠 くとは到底いえない

とい うべきである。

しか も，被告国は，「長期評価 の見解」を無視 していたわけではな く，確率

論的安全評価の中に取 り込むことで，福島第一発電所の津波対策の安全性を再

評価することを検討 していたものであるところ，福島第一発電所事故前の確率

論的安全評価の進展状況か らすると，福島第一発電所は，確率論的安全評価 に

よっても，早急に津波対策 を見直す必要がある状況ではなかった ものである。

以上か らすると，本件において，被告国が規制権限を行使 しなかったことが

国賠法上違法 と評価 される余地はない とい うべきである。
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略称語句使用一覧表

略称 基本用語 使用書面 ペー ジ 備考
訴状訂正申立書 平 成25年6． 月10日 付 け訴状訂 正 答弁書

申立書
1

訴状 訴状訂正申立書別添の訴状 答弁書

1

福島第一発電所 東京電力福島第一原子力発電所 答弁書

2

本件将来請求 請 求 の趣 旨第3項 （2），第4項 （2）及 答弁書
び第5項 （2）の各請求の うち本件訴

訟事実審口頭弁論終結日後の支払を
求める部分 2

被告東電
1

相被告東京電力株式会社 答弁書

5

福島第一発電所 平成23年3． 月11日 に被告 東電 の 答弁書
事故 福島第一発電所において放射性物質

が放出される事故 5

国会事故調査報 国会における第三者機関による調査 答弁書

告書 委員会が発表 した平成24年7月5

日付け報告書 8

INES 国際原子力 ・放射線事象評価尺度 答弁書

11

ソ連 旧ソ ビエ ト連 邦 答弁書

11

炉規法 核原料物質，核燃料物質及び原子炉 答弁書
の規制に関する法律

14

原賠法 原子力損害の賠償に関する法律 答弁書

16

原賠審査会 原子力損害賠償紛争審査会 答弁書

16

原賠支援機構 原子力損害賠償支援機構 答弁書

17

中間指針 東京電力株式会社福島第一，第二原 答弁書
子力発電所事故による原子力損害の
範囲の判定等に関する中間指針 18

中間指針第1次 東京電力株式会社福島第一，第二原 答弁書

追補 子力発電所事故による原子力損害の
範囲の判定等に関する中間指針追補
（自主的避難等に係 る損害につい
て） （第 一次 追補 ） 18



中間指針第2次 東京電力株式会社福島第一，第二原 答弁書
追補 子力発電所事故による原子力損害の

範囲の判定等に関する中間指針第二
次追補 （政府による避難区域等の見

直し等に係る損害について） 26

昭和36年 長期 昭和36年 に原子力委員会が策定 し 答弁書
計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 39

昭和42年 長期 原子力委員会が昭和42年 に策定 し 答弁書
計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 40

最終処分計画 特定放射性廃棄物の最終処分に関す 答弁書
る計画

41

機構 原子力発電環境整備機構 答弁書

41

昭和53年 長期 原子力委員会 が昭和53年 に策定 し 答弁書
計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 42

昭和57年 長期 原子力委員会 が昭和57年 に策定 し 答弁書
計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 43

昭和62年 長期 原子力委員会が昭和62年 に策定 し 答弁書
計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 43

平成6年 長期計 原子力委員会が平成6年6． 月24日 答弁書
画 に新たな 「原子力の研究，開発及び

利用に関する長期計画」 46

平成12年 長期 原子力委員会が平成12年11月2 答弁書
計画 4日 に新たな 「原子力の研究，開発

及び利用に関する長期計画」 47

「長期評価」 三陸沖から房総沖にかけての地震活 答弁書
動の長期評価にっいて

53

政府事故調査中 政府に設置された東京電力福島原子 答弁書
間報告書 力発電所における事故調査 ・検証委

員会 作成 の平成23年12． 月26日

付け 「中間報告」 55

国賠法 国家賠償法 （昭和22年10月27 答弁書
日法律第125号 ）

57

放射線障害防止 放射性同位元素等による放射線障害 第1準 備書面
法 の防止に関する法律

5

原災法 原子力災害への対応を規定した原子 第1準 備書面

力災害対策特別措置法

5



省令62号 発電用原子力設備に関する技術基準 第1準 備書面
を定める省令

7

保安院 原子力安全 ・保安院 第1準 備書面

11

JNES 独立行政法人原子力安全基盤機構 第1準 備書面

14

本件設置等許可 福島第一発電所1号 機については， 第1準 備書面
処分 昭和41年12月1日 ， 同2号 機 に

つ い て は ， 昭 和43年3月29日 ，

同3号 機 につ いて は，昭和45年1

月23日 ，同4号 機 につ いて は， 昭

和47年1月11日 にそれ ぞれ され

た設置 （変更）許可処分

16

後段規制 設計及び工事の方法の認可から施設 第1準 備書面
定期検査までの規制

17

昭和39年 原子 昭和39年5月27日 に原子力委員 第1準 備書面

炉立地審査指針 会によって策定された原子炉立地審
査指針

19

昭和45年 安全 昭和45年4月18、 日に動 力 炉安 全 第1準 備書面

設計審査指針 基準専門部会によって策定され同月
23日 に原子力委員会において も了

承 された 「軽水炉についての安全設

計に関する審査指針について」
19

平成13年 安全 昭和45年 安全設計審査指針 は，昭 第1準 備書面

設計審査指針 和52年6月 にその全面改訂が行わ
れ，平 成2年8月30日 付 け原 子力

安全委員会決定により全面改訂がさ
れ ，平成13年3月29日 に国際放

射線防護委員会による1990年 勧

告 を受けて一部改訂が された

25

平成13年 耐震 平成13年3月29日 に改訂 され た 第1準 備書面

設計審査指針 耐震設計審査指針

26

平成18年 耐震 平 成18年9． 月19日 ，原子 力安 全 第1準 備書面

設計審査指針 委員会において，決定された耐震設
計審査指針

30



本件地震 平成23年3． 月11日 の東 北地方 太 第1準 備書面
平洋沖地震

35

電気事業法 平成24年 法律第47号 による改正 第2準 備書面
前の電気事業法

1

ク ロロ キン最 高 最高裁 判 所平成7年6． 月23日 第 二 第2準 備書面
裁判決 小法廷判決 ・民集49巻6号160

0ペ ー ジ 3

宅建業者最高裁 最高裁 平成元 年11． 月24日 第 二小 第2準 備書面
判決 法廷判決 ・民集43巻10号116

9ペ ー ジ 5

本件各判決 宅建業者最高裁判決，クロロキン最 第2準 備書面
高裁判決，筑豊じん肺最高裁判決及
び関西水俣病最高裁判決 7

ク ロロキ ン最 高 宅建業者最高裁判決及びクロロキン 第2準 備書面
裁判決等 最高裁判決

7

筑豊じん肺最高 筑豊じん肺最高裁判決及び関西水俣 第2準 備書面
裁判決等 病最高裁判決

7

宅建業法 宅地建物取引業法 第2準 備書面

8

水質二法 公共用水域の水質の保全に関する法 第2準 備書面
律及び工場排水等の規制に関する法
律 13

その他の規制措 日本薬局方からの削除や製造の承認 第2準 備書面
置 の取消しの措置以外の規制措置

16

延宝房総沖地震 慶 長 三 陸地震 （1611年 ）及 び1 第2準 備書面
677年11月 の地 震

31

津波評価技術 原子力発電所の津波評価技術 第2準 備書面

33

政府事故調査最 政府に設置された東京電力福島原子 第2準 備書面
終報告書 力発電所における事故調査 ・検証委

員 会 作成 の平成24年7． 月23日 付

け 「最終報告書」

51

貞観津波 西暦869年 に東北地方沿岸を襲っ 第2準 備書面
た巨大地震によって東北地方に到来
したとされている津波

54

スマ トラ沖地震 平成16年 イ ン ドネ シア のスマ トラ 第2準 備書面
島沖で発生した地震

57



マイアミ論文 被告東電の原子力技術 ・品質安全部 第2準 備書面

員が平成18年7月 に米国マイア ミ
で開催 された第14回 原子力工学国

際会議で発表した論文
59

女川発電所 東北電力株式会社女川原子力発電所 第2準 備書面

63

浜岡発電所 中部電力株式会社浜岡原子力発電所 第2準 備書面

63

大飯発電所 関西電力株式会社大飯発電所 第2準 備書面

63

泊発電所 北海道電力株式会社泊発電所 第2準 備書面

63

佐竹ほか （20 平成20年 に刊行 された 「石巻 ・仙 第2準 備書面
08） 台平野における869年 貞観津波の

数 値 シ ミュ レー シ ョン」 （佐 竹健

治 ・行谷佑 一 ・山木滋 ） と題 す る論

文 77

合同WG 総合資源エネルギー調査会原子力安 第2準 備書面
全 ・保安部会耐震 ・構造設計小委員

会 地震 ・津波 ， 地質 ・地盤 合 同 ワー

キンググループ
79

本件各評価書 「耐震設計審査指針の改訂に伴う東 第2準 備書面
京電力株式会社福島第一原子力発電
所5号 機耐震安全性に係る中間報告
の評価について」及び 「耐震設計審

査指針の改訂に伴う東京電力株式会
社福島第二原子力発電所4号 機耐震
安全性に係る中間報告の評価につい
て 」 79

原告ら準備書面 原告 らの2013（ 平成25） 年1 第4準 備書面

（2） 1月7日 付 け準備 書面 （2）

1

福島第二発電所 被告東電の福島第二原子力発電所 第4準 備書面

11

原告ら準備書面 原 告 らの2014（ 平成26） 年3 第5準 備書面

（10） 月12日 付 け準備 書 面 （10）

1



原告ら準備書面 原 告 らの2014（ 平成26） 年5 第5準 備書面

（13） 月7日 付 け準備 書面 （13）

1

筑豊じん肺最高 最高裁判所平成16年4月27日 第 第5準 備書面

裁判決 三小法廷判決 ・民集58巻4号10
32ペ ー ジ 39

関西水俣病最高 最高裁判所平成16年10月15日 第5準 備書面

裁判決 第二小法廷判決 ・民集58巻7号1
802ペ ー ジ 40

原告ら準備書面 原 告 らの2014（ 平成26） 年3 第6準 備書面

（11） 月5日 付 け準備 書 面 （11）
1

原告ら準備書面 原 告 らの2014（ 平成26） 年5 第6準 備書面

（14） 月7日 付 け準備書 面 （14）
1

安全設計審査指 発電用軽水型原子炉施設に関する安 第6準 備書面

針 全設計審査指針
55

耐震設計審査指 発電用原子炉施設に関する耐震設計 第6準 備書面

針 審査指針
55

使用停止等処分 平成24年 改正後の炉規法43条 の 第6準 備書面
3の23に 定める保安のために必要

な措置 79

原告ら準備書面 原告 らの2014（ 平 成26） 年1 第7準 備書面

（18） 0月29日 付 け準備 書 面 （18）

1

事故解析評価 原子炉設置許可処分申請に際して申 第8準 備書面
請者が実施する事故防止対策に係る
解析評価 7

安全評価審査指 発電用軽水型原子炉施設の安全評価 第8準 備書面

針 に関する審査指針
12

起因事象 異常や事故の発端となる事象 第8準 備書面

25

安全系 原子炉施設の重要度の特に高い安全 第8準 備書面

機能を有する系統
26

原告ら準備書面 原 告 らの2015（ 平 成27） 年3 第9準 備書面

（21） ．月12日 付 け準備 書面 （21）
1

添田氏 添田孝史氏 第9準 備書面

1

島崎氏 東京大学教授島崎邦彦氏 第9準 備書面

5

原告ら準備書面 原告 らの2015（ 平成27） 年3 第10準 備書面

（22） 月12日 付 け準備 書面 （22）
1



原告ら準備書面 原 告 らの2015（ 平成27） 年5 第11準 備書面

（23） 月8日 付 け準備 書 面 （23）

1

実用炉規則 実用発電用原子炉の設置，運転等に 第11準 備書面

関する規則
4

設置許可基準規 実用発電用原子炉及びその附属施設 第11準 備書面
則 の位置，構造及び設備の基準に関す

る規則 （平成25年 原子力規制委員

会規則第5号 ） 23

バ ック チ ェ ック 新耐震設計審査指針に照らした既設 第11準 備書面
ノレー ノレ 発電用原子炉施設等の耐震安全性の

評価及び確認に当たっての基本的な

考え方並びに評価手法及び確認基準
につ い て 29

伊方原発訴訟最 最 高裁判所 平成4年10， 月29日 第 第11準 備書面

高裁判決 一小法廷判決 ・民集46巻7号11

74ペ ー ジ
31

原告ら準備書面 原告 らの2015（ 平成27） 年7 第12準 備書面

（25） 月15日 付 け準備 書 面 （25）

1

平成3年 溢水事 平成3年10． 月30日 に発 生 した福 第12準 備書面

故 島第一発電所1号 機補機冷却水系海
水配管からの海水漏洩 ノ

1

政府事故調査委 政府に設置された東京電力福島原子 第12準 備書面
員会 力発電所における事故調査 ・検証委

員会 12

昭和52年 安全 発電用軽水型原子炉施設に関する安 第12準 備書面
設計審査指針 全 設 計審査 指針 （昭和52年6． 月1

4日 原子力委員会決定） 21

平成2年 安全設 発電用軽水型原子炉施設に関する安 第12準 備書面
計審査指針 全設計審査指針 （平成2年8． 月30

日原子力安全委員会決定）
22

基準津波 設計基準対象施設に大きな影響を及 第12準 備書面
ぼすおそれがある津波

29

岡本教授 東京大学大学院工学系研究科岡本孝 第13準 備書面
司教授

8

山口教授 東京大学大学院工学系研究科山口明 第13準 備書面
教授

11

津村博士 財団法人地震予知総合研究振興会地 第13準 備書面
震防災調査研究部副首席主任研究員
津村建四朗博士 12

筒井氏 筒井哲郎氏 第13準 備書面

13

佐竹氏 佐竹健治氏 第14準 備書面

1



都司氏 都司嘉宣氏 第14準 備書面

1

深尾 ・神定論文 昭和55（1980） 年 に発表 され 第14準 備書面
た深尾良夫 ・神定健二 「日本海溝の

内壁直下の低周波地震ゾーン」 と題
する論文 61

松澤教授 東北大学大学院理学研究科附属地 第14準 備書面
震 ・噴火予知研究観測セ ンター長を
務める同研究科の松澤暢教授 95

阿 部 （199 1999年 に発表 された阿部氏の論 第14準 備書面
9） 文 「遡上高を用いたMtの 決定 一歴

史津波への応用1 108

新規制基準 実用発電用原子炉及びその附属施設 第15準 備書面
の位置，構造及び設備 の基準に関す

る規則 8

推進本部 文部科学省地震調査研究推進本部 第18準 備書面

3

長期評価の見解 長期評価の中で示 された 「明治三陸 第18準 備書面
地震 と同様の地震が三陸沖北部から

房総沖の海溝寄 りの領域内のどこで

も発生する可能性があるとする見

解 」
3

本件津波 平成23年3． 月11日 に発 生 した本 第18準 備書面

件地震に伴う津波
4

佐竹教授 東京大学地震研究所地震火山情報セ 第18準 備書面
ンター長佐竹健治教授

20

今村教授 東北大学災害科学国際研究所所長 ・第18準 備書面
同研究所災害 リスク研究部門津波工

学研究分野今村文彦教授
20

首藤名誉教授 東北大学首藤伸夫名誉教授 第18準 備書面

20

谷岡教授 北海道大学大学院理学研究院附属地 第18準 備書面
震火 山研究観測セ ンター長谷岡勇市

郎教授
20

笠原名誉教授 北海道大学笠原稔名誉教授 第18準 備書面

20

阿部博士 原子力規制庁技術参与阿部清治博士 第18準 備書面

20

青木氏 原子力規制庁原子力規制部安全規制 第18準 備書面
管理官青木一哉氏

21

名倉氏 原子力規制庁原子力規制部安全規制 第18準 備書面
管理官付安全管理調査官名倉繁樹氏

21



酒井博士 一般財団法人電力中央研究所原子力 第18準 備書面
リス ク研 究セ ンター研 究 コーデ ィ

ネーター酒井俊朗博士

21

4省 庁報告書 建設省，農水省，水産庁及び運輸省 第18準 備書面
が策定した 「太平洋沿岸部地震津波
防災計画手法調査報告書」

49

7省 庁手引 建設 省 ，農水 省 ，水産 庁 ，運輸省 ， 第18準 備書面

国土庁，気象庁及び消防庁が策定し
た 「地域防災計画における津波対策

強化の手引き」
49

日本海溝 ・千島 中央防災会議に設置された 「日本海 第18準 備書面

海溝調査会 溝 ・千島海溝周辺海溝型地震に関す
る専門調査会」

49

日本海溝 ・千島 日本海溝 ・千島海溝調査会による報 第18準 備書面

海溝報告書 告 ・

49

推進地域 日本海溝 ・千島海溝周辺海溝型地震 第18準 備書面

防災対策推進地域

113

技術基準 発電用原子力設備に関する技術基準 第18準 備書面

133

平成20年 試算 被告東電が平成20年 に行った明治 第18準 備書面
三陸地震の波源モデルを福島県沖に

置いてその影響を測るなどの試算
157

試算津波 平成20年 試算による想定津波 第18準 備書面

172

東通発電所 東京電力株式会社東通原子力発電所 第19準 備書面

2

総合基本施策 地震調査研究の推進にっいて 第19準 備書面

6

川原氏 保安院原子力発電安全審査課元耐震 第19準 備書面
班長川原修司氏 15

高橋教授 関西大学社会安全学部教授高橋智幸 第20準 備書面
氏 14

津波PRA標 準 日本原子力学会による規格 「原子力 第20準 備書面

発電所に対す る津波を起因とした確
率論的リスク評価に関する実施基
準 ：20111 20

津波評価技術2 土木学会による 「原子力発電所の津 第20準 備書面
016 波評価技術2016」

23

重大事故等 重大事故 （炉規法43条 の3の6第 第20準 備書面
1項3号 ，実用炉規則4条 ）や重大

事故に至るおそれがある事故
26



大竹名誉教授 東北大学名誉教授大竹政和氏 第21準 備書面
2

IAEA 国際原子力機関 第22準 備書面

1

IAEA事 務局 IAEAが 平成27年9月 に公表 し 第22準 備書面
長報告書 たIAEA福 島第一原子力発電所事

故事務局長報告書
1

IAEA技 術文 IAEA事 務局長報告書の附属文書 第22準 備書面

書2 で5巻 か ら成 る技術文書の うちの第

2巻
1

バ ックチ ェ ック 新耐震指針に照らした既設発電用原 第23準 備書面 24

ノレー ノレ 子炉施設等の耐震安全性の評価及び
確認に当たっての基本的な考え方並
びに評価手法及び確認基準について
（平成18年9月20日 原子 力 安

全 ・保安院決定）

谷岡 ・佐竹論文 谷岡勇市郎，佐竹健治 「津波地震は 第23準 備書面 36

どこで起こるか 明治三陸津波から
100年 」 （平成8年 ）

電事連 電気事業連合会 第23準 備書面 77

NUPEC 財団法人原子力発電技術機構 第23準 備書面 77

東北電力 東北電力株式会社 第23準 備書面 79


